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ここで言う剛性は構造物のマトリックス解析等で用いる点と方向毎に定まる剛性とは概念的に異なる。
*1

文献（ 1）及び（ 3）。農水省関東農政局殿御施工。
*2

文献（ 6）及び（ 7）
*3
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３ ．１ 捩り構造ゲートの解析方法

３．１．１ 研究テーマの位置付けと成果

構造物に作用する外力は荷重と反力に分けて考えることができ、荷重は構造物の剛性に

より荷重点から反力点（＝支持点）に伝達される。構造物の剛性 は、断面力に対する構造*1

的 挙動から、剪断剛性、曲げ剛性、捩り剛性、引っ張り（圧縮）剛性などと類別して論じ

られることがあるが、構造物はこれらの総ての剛性を兼ね備えているのが一般的であって、

荷重の伝達でどの剛性が主役を演じているかは、剛性の相対的大きさだけでなく、外力の

分布により異なってくるものと考えられる。例えば、ある変位量に対して曲げと剪断変形

が発生しているものとすれば、荷重の伝達は相対的に大きな剛性が支配的役割を担ってい

るものと考えられるが、総ての荷重点と反力点が荷重ベクトルの作用線上にある場合には

引っ張り（圧縮）剛性しか作用し得ない。水門扉（＝ゲート）の構造形式は種類が多いが、

ラジアルゲートは圧縮剛性型であることが多く、ローラゲートではクレストや河川ゲート

は曲げ剛性型、高圧ゲートは剪断剛性型であることが多い。水門扉では以上の例の様に剪

断剛性型、曲げ剛性型、圧縮剛性型である場合が一般的であるが、外力が捩りモーメント

を形成し得る条件を満たしている場合は捩り剛性を増すか他の剛性を減らせば捩り剛性型

の構造となる筈である。本論文ではこの様な構造を捩り構造、捩り構造を採用した水門扉

を捩り構造ゲートと呼んでいる。水門扉は捩り構造にかなった外力条件を備えている場合

が意外に多い。

捩り構造の扉体を持った転倒ゲートはヨーロッパでは１９３０年代に既に稼働していた。

日本では昭和３８年に始めてこれが松川放水工 に採用されたが、以来採用件数は鰻登りに*2

増 加し、この形式は約３０年経過した現在では日本全国で見られる。用途は親子ゲートや

魚道ゲートに見られる様に多彩となり、１００万トン修繕船ドックのゲート に見られる様*3

に 、１門千トンを越す大型ゲートも実現した。捩り構造の優れた点は軽量であること及び

疲労に対する強さであり、将来のパナマ運河ゲートの代替案としてこの構造が提案されて



文献（ 8）及び（ 9）
*1

文献（ 1）及び（ 3）
*2
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い るが 、それは更なる巨大化と共にスライドゲート、ローラゲート、マイターゲートの分*1

野 への適用範囲拡大の可能性を示している。

捩り構造の構造解析は複雑であり、叉、コンピュータの支援無くして解析作業を能率良

く進めることが不可能である。日本に於ける実現が遅れた背景には河川事情の相違がある

が、解析上の困難さも一つの原因であったと思われる 。構造解析の方法はコンピュータ及*2

び そのソフトの急速な進歩に伴いその選択枝が増えて来た。昭和３０年代後半のコンピュ

ータは集積回路を山の様に使用した大型機械の時代であった。日常的技術計算に用いられ

る機械もビルのワンフロアーを占拠する大きさがあった。今は数百倍の性能を持った機械

が各自の机の上に並んでいる時代である。その間に構造の解析に用いるソフトは置換骨組

みから有限要素法へと変わった。本研究の目的は、これ迄行われて来た解析方法を内容的

に明かにして、それぞれの方法の位置関係を明確にすることにある。

捩り構造の解析は多数の不静定量を把握することが中心になるが、その手続きは極めて

煩雑である。捩り現象は単純捩りと曲げ捩りの組み合わせである。曲げ捩り現象はその取

扱いが複雑であって、一般的な構造解析で考慮されることはほとんどない。しかし、捩り

構造における応力分布は曲げ捩り現象を無視して論じることはできない。特に超大型ゲー

トにあっては、この現象を無視して構造設計は成り立たないので、有限要素法による全体

構造の解析が不可避となる。

上記は本論文の結論であるが、ここに至った経過を次の項目に従って論じる。尚、単純

（１）捩り構造の特徴と適用例

（２）単純捩り理論による解析

（３）曲げ捩り理論による解析

単純捩り理論とは曲げ捩りを無視した解析理論を示し、曲げ捩り理論は曲げ捩りも考慮し

た理論を示す。研究テーマが含む技術内容からして、論文の前半は捩りに関する基礎理論

である必要があったが、論文の中心が意図する所からずれて来る可能性があるので、これ
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等 は”捩りを受ける薄肉断面梁の応力分布”及び”曲げを受ける薄肉断面梁の応力分布”

の題名により添付資料として示した。



文献（ 12）
*1

文献（ 10）。
*2

文献（ 11）。
*3
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３ ．１．２ 捩り構造の特徴と適用例

*1（ １） 誕生の歴史

捩り構造を採用した転倒式ゲートはヨーロッパに於いて１９３１年に既に稼働していた

記録がある 。捩り構造が採用されるに至った経過は文献 に詳しく説明されている。以下は*2 *3

そ の部分訳である。この形式の水門（＝転倒ゲート：著者注）の初期に於ける構造は簡単

であり、補強された外板の上縁には曲げに抵

抗する桁が取り付けられ、適当な間隔で並べ

られた肋板を通じて底部にあるヒンジ金具と

結合されている（図３．１－１）。曲げに抵

抗する水平桁はその両端で門扉を作動させる

為の引き上げ装置、即ち、歯竿、鎖、叉はこ

れに代わるものによって支持されている。そ

の後、この様な転倒ゲートの構造はこの形式

の本質的な長所を十分利用していないことに

気が付いた。それは底部がヒンジ金具で支 図３．１－１

持されているにも関わらず扉板上縁の桁は堰

の全巾の両端で自由支持されていて、大きな

曲げモーメントを受けている点である。その

後、この点を改善して捩りに抵抗する門扉が

使用される様になった。曲げモーメントに抵

抗する扉板上縁の縦通桁の代わりに扉板下縁

に捩りに抵抗する管を設け、底部で回転でき

る構造である（図３．１－２）。捩りに対す

る抵抗性と底部の連続的な支承配置により、

巾が非常に広い水門扉の製作が可能となった。 図３．１－２



3.1- 9

し かし底部の管支承部の水密確保が困難であ

った。底部の管を門扉の回転軸から扉板の上

部縁に移動させたことは構造上の大きな進歩

であった。即ち、それによりクレストと扉板

下縁の間に一種の可撓な水密バンドを取り付

けることにより底部の水密性を実現すること

が可能になったからである（図３．１－

３）。転倒ゲートの使用範囲はかなり拡大さ

れたが、それでもその適用範囲に限界があっ

た。扉体巾が長くなるに従い最も困難な構造 図３．１－３

部材である捩りに抵抗する管の直径が大きく

なり、叉、板厚がそれに応じて増したからで

ある。この様な欠陥は１９３０年に発表され

た魚腹型門扉により取り除かれた。この門扉

は捩りに抵抗する管と扉板とを一緒にした均

質なる捩りに抵抗する中空体である。即ち、

上流川に凸に曲げられた円筒状の外板と下流

川に凸に曲げられた鋼板とが剪断力に耐える

様につなぎ合わされている（図３．１－

４）。横断面はレンズ形で魚腹状をなし、同 図３．１－４

程度の鋼材を使用し、非常に大きな横断面積を持たせることができ、捩り抵抗を何倍かに

増加することができる。同時に、捩りに抵抗する管が扉板から独立している形状に比較し

て、曲げ剛性も遥かに大きい。

ヨーロッパに於いてはその後も魚腹形門扉が広く用いられて現在に至っているが、その

用途は河川用が中心であり、誕生当時のニーズから余り変化していない様に思われる。日

本で始めて魚腹型ゲートが採用されたのが、前述の様に、昭和３８年（ 1963）であり、そ

の後急速にその名称で普及した。しかし、普及の方向は若干異なっている様に思える。対

象が河川の転倒ゲートに限られず、断面形状は、捩り剛性を強めると同時に曲げ剛性を低

く押さえる思想から、魚腹形から離れている場合も多く、もはや扉体形式を魚腹型で呼称



3.1- 10

す るのは適切でない場合が多い。本論文で、呼称をより抽象化して、捩り構造、叉は、捩

り構造ゲートの名称を用いている所以である。

（２） 特 徴

前小節（３．１．１）で構造物は複数の剛性を兼ね備え、荷重伝達で主役を演じる剛性

は外力条件と剛性間の相対的強さで決まり、捩り構造としての条件は①捩りモーメントを

形成し得る外力条件であること及び②捩り剛性が相対的に大きいことを述べた。叉、捩り

構造の優れた点は③軽量であること及び④疲労に強いことを挙げた。この４点が捩り構造

の主な特徴であり、本項ではこれらの点を更に掘り下げ、捩り構造の工学的特徴をより具

体的なものとして捉える。

①外力は捩りモーメントを形成する条件を満たしている。

捩り構造は主として捩り剛性で荷重を反力点に伝達しようとする意図であるから、捩り

剛性がいかに大きくても外力が捩りモーメントを形成する条件を満たしていなければ捩り

構造は有効に作用しない。外力とは文字通り構造物の外部から作用する力であって、荷重

とその反力である。長径間ゲートに見られる荷重点と剪断中心のずれから生じる捩りモー

メントは荷重と剪断力により形成されるのであって、剪断力は内力の一つであるから、捩

り構造は有効に作用しない。捩りモーメントを形成できる外力条件とは外力が偶力を形成

できて、更に、その偶力に対抗できる別の外力偶力が存在するこである。一番単純な例は

転倒ゲートである。扉体に作用する水圧力や重力は底部のヒンジ支承からの反力と偶力を

形成しており、その偶力は端部の反力モーメントと釣り合うことができる。反力モーメン

トは端部の支持力とその反力で形成されるものであるが、両端にある必要はない。セクタ

ーゲートやドラムゲートも転倒ゲートと同じ条件を備えている。船舶用ドライドックには

浮き船ゲートや転倒式ゲートが用いられるが、底部に沿って支持線が存在するので、端部

で反力モーメントが作用する様な支持方式をとれば捩りモーメントが形成される。水平方

向にスライドできる横引きゲートでもこの条件が成り立ち得る。扉高の大きなダムクレス



上段扉の上縁に主桁があって主ローラで支持され、下縁がローラを介して下段ゲートで支えられている方式で、断面形状がフックに似
*1

ているのでこの呼び名がある。

湾曲変形＝曲率のことである。曲げモーメントに比例する。
*2
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ト で用いられるフック方式 の２段式ローラゲートの上段扉は条件を満たしている。ローラ*1

ゲ ートを設置する替わりに、扉体を径間中央で縦方向に分割し、底部乃至頂部で回転変位

を止めることによりこの条件が成立する。この様に捩りモーメント形成の条件が満たされ

る場所は意外に多い。

②捩り剛性が相対的に大きい。

相対的に大きいとは曲げ剛性に比較して大きいと言うことであり、叉、曲げ剛性が相対

的に小さいと言うことでもある。変形が主として捩り剛性で規制されるので、曲げ剛性が

小さければ曲げ応力が小さくなる。しかし、変形が捩り剛性で規制される環境の中では、

曲げ変形 だけを減らす方法で同じ結果が得られることがある。直交座標（ｙ、ｘ）のｘ軸*2

を 水圧方向に対し直角方向に向け、原点を剪断中心に設定し、底部支持点をｘ軸上に配置

した場合、扉体は支持点を中心に回転するので剪断中心がｘ方向に変位することはなく、

従って、ｘ方向の曲げ変形、即ち、曲げモーメントは０となる。更に、直交座標がどこに

あっても、底部支持点がｘ方向に自由に変位できる状態であれば、ｘ方向の拘束が無くな

るので、ｘ方向の曲率変化が大幅に緩和されて曲げモーメントが減少する。以上のことは

単純捩り理論による解析例の項で改めて示したい。ｙ方向の曲げ応力を同様の操作で減ら

すことはできない。底部支承をｙ軸上に配置することは機能上不可能であるし、ｙ方向の

拘束を除くことも、水圧による大きな曲げモーメントが発生するので、不可能であるから

である。しかし、ｘ軸方向の曲げ応力を剛性を減らすこと無しに削減できることは断面形

状の選定にとって大きな福音である。以上の結果をまとめると次の様になる。捩り構造で

は捩り剛性が相対的に大きい。水圧力と直交する方向の曲げ剛性は小さくない場合もある

が、その影響を別の手段で緩和できる可能性がある。

③軽量である

曲げ構造の水門扉を捩り構造に変えると軽量となることが多い。しかし全ての場合につ

いて鋼重が減少するわけではない。二つの構造の重量傾向を把握する為に次の仮定の下で

仮定 扉体の横断面形状と上下流水頭は相似である。



得られた影響因子をグラフの横軸として単位重量の実績値をプロットした結果は概ね影響因子と直線関係にあることを示した。しかし、
*1

因子が０に近付いても０には収斂しない。即ち、直線関係ではあるが比例関係にはない。

文献（ 37）の 12頁、文献（ 34）の 207頁
*2
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の 単位面積当たりの重量ｗ＝扉体重量÷（扉巾ｘ扉高）に対する影響因子を調べた。拘束

条件は許容応力及び許容変位（変位量／扉巾）とし、捩り構造に対しては単純捩りによる

変形だけを考え、曲げ構造に対しては曲げ変形だけを考え、荷重はどちらも水圧力に限定

して、表３．１－１に示す結果を得た 。即ち、単位重量は捩り構造では部材が許容応力*1

で 決まる場合も変位で決まる場合も扉高ｘ扉

拘束条件 許容応力 許容変位 巾に比例して増加するのに対して、曲げ構造

捩り構造 扉高ｘ扉巾 扉高ｘ扉巾 では許容応力に対しては扉巾の２乗に比例し

曲げ構造 扉巾 扉巾 ÷扉高 、変位に対しては扉巾の３乗÷扉高に比例す２ ３

表３．１－１単位重量の影響因子 る。従って、捩り構造は扉高が小さく扉巾が

大きい場合、即ち、横長の場合に相対的に軽量であると言える。分岐点がどこにあるかは

実績ベースで調べる必要がある。

④疲労に強い

運河ゲートなぞで使用頻度が非常に高い場合は、疲労破壊の可能性がある。疲労破壊

に対しては引っ張り応力の大きさが敏感に影響を与える 。捩り構造では主構造部の全域*2

が純剪断に近い応力状態にある。材料の降伏条件についてはいくつか説があるが、鋼構

造物の設計では、現在では、 Huber-Misesの剪断歪エネルギー説の適用が一般的となって
＿

いて剪断応力の最大値は引っ張り許容応力の 1/√ 3 に押さえられる。純剪断状態では引

っ張り応力は剪断応力に等しいので、結果的に捩り構造では引っ張り応力が低く押さえ

られ、疲労破壊に対して有利である。疲労破壊の発端は材料中の微細な欠陥であるので、

純剪断状態で存在する大きさの等しい圧縮応力がこの部分の応力集中率を高める可能性

がある。この程度を占う為に丸穴に対する応力集中率を単純引っ張りと純剪断で比較す

ると 3： 4の関係にある。従って、この点を考慮しても捩り構造は疲労破壊に対して有利
＿

。であるものと、考えられる（検証計算： 4/3/√ 3＝ 0.77）



文献（ 1）。農水省関東農政局殿御施工。
*1
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（ ３） 適 用 例

前小節（３．１．１）で捩り

構造適用経過のあらましを述べ

たが、本項で具体例を示す。図

３．１－５は日本における捩り

構造ゲートの初号機である松川

放水工ゲートである 。高さ 1.7*1

mｘ 長さ 9.0mの転倒ゲートで、

片側に配置した駆動軸の捩りモ

ーメントで支持している。扉体

断面は上流に凸に曲げられた扉

板と下流に凸に曲げられた背板

からなる魚腹型である。扉体内

は一定間隔で肋板が配置されて

いて扉体形状を保ち、底部のそ

の位置に回転支承が配置されて

いる。図３．１－６は初号機を 図３．１－５

施工するのに先立って行った模型試験に用い

た扉体の内部である。捩り部材は内部で補強

材により防撓され、剪断坐屈に対する抵抗と

水圧に対する剛性が高められている。補強材

は一定間隔で並んだ肋板で支持されている。

図３．１－７は親子ゲートを示す。このアイ

デアは農業土木コンサルタント（株）の担当

課長が昭和３９年に発案されたもので、

超径間ゲートの上に魚腹型ゲートを配置した 図３．１－６

形は後で大変重要な形式となった。著者はこのアイデアを現実のもの とする為に技術的支



文献（ 6）
*1
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図 ３．１－７

援をさせて頂いた経緯がある。最大の問題は親ゲ

ートが変形した状態における子ゲートの開閉機能 図３．１－８図

であったが、後でこの解析方法につき論じる。図３．１－８～１０は船舶用ドライドック

のゲートに捩り構造を適用した例で 、図８は*1

扉 高 13.5mｘ 扉巾 100mｘ重量 1270ﾄﾝ、 図－９は

扉高 12mｘ扉巾 80mｘ重量 780ﾄﾝで ある。図－８

の例では曲げ構造とした場合重量は 1900ﾄﾝで

あったから、実に 33％の低減率である。図－

８では扉体頂部の稜線は円弧状断面であるが、

図－９では直角である。製作コストの低減を

狙った改善であるが、直角部に於いて剪断応

力の集中が発生している筈である。この問題

についても後で論じる。図－１０は図－

図３．１－９ ８のゲートを取り外して横にした状態であり、

端部における反力モーメントの発生を可能にする為に設けた底部金物を示している。水圧
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文献（ 8）の I4-73頁及び文献（ 9）の App3-5頁
*1
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は 写真の下面（海側）から作用する。

扉体端部の壁は特に重厚にできてい

て、頂部はドック側部のコンクリー

ト面に埋め込まれた戸当たり金物で

支持されるが、底部は海側に逃げる

傾向にあり、この金物が逃げるのを

押さえ込む。金物が大きく口をあけ

ているのは扉体の自由な取り外しを

可能にする為である。これ等のゲー

トに於ける回転支承は両端と中央に

あるのみで、回転ピンと扉体側の金

図３．１－１０ 物の取り合いは極めてルーズである。

扉体底部は扉体の下縁に沿って取り付けられた木座がドック底部のコンクリート面に埋め

込まれた戸当たり金物に当たって支持される。従って、水圧力の支持は木坐、自重の支持

は回転支承と役割を分担している。扉体の断面は、捩り剛性が大きく水圧方向の曲げ剛性

が小さくなる様な形状を追求した結果、長方形に近い形状となっているので、もはや魚腹

型の名称はふさわしくない。扉高方向の曲げ剛性が大きいが、その影響は底部に於ける扉

高方向の拘束が少ないことで緩和されている。図３．１－１１は将来のパナマ運河ゲート

の代替案として提案された捩り構造の一例である 。扉高 27.5mｘ扉巾 200mｘ重量 5950ﾄﾝで あ*1

り 、中央で分割された横引きゲート（ Rolling Gate)） で、その半分が図に示されている。

太平洋と大西洋の潮位差を仕切るのが目的であり、水圧力は両大洋側から交互に作用し、

若干の水位差がある状態で開閉操作される。ローラ踏み面は凹状の半円弧で、一本の円形

断面のレール上を走行し、水圧力もこのレールに伝達される。ローラの中心は剪断中心を

通る垂直軸上にある。扉体全体は片側で支持される。走行中の支持点は端末の頂部と底部

に水平方向に配置されたローラであり、全閉時の大きな水圧力に対してば扉体端部に於い

て扉体の上端と下端がコンクリート構造により直接支持される。この図面は構想を示す暫

定的なものであり、形状や部材寸法は総て参考値である。
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３ ．１．３ 単純捩り理論による解析

捩り現象は単純捩りと曲げ捩りの組み合わせであり、本項では曲げ捩りを無視した構造

解析の方法につき論じる。構造解析は単純捩り理論による方法が一般的である。薄肉断面

の捩りに関する基礎理論は添付資料３．１－２・３に示し、特定の断面形状に理論式を適

用した結果を添付資料３．１－４・５に示したので、本項ではこれらを出発点として構造

解析の方法を論じる。用いる算式のうち、番号がアルファベットで示されているものは添

付資料から引用した式である。引用式に関連する用語の定義は添付資料３．１－１に示す。

３．１．３．１ 断面応力の分布形状

構造解析の出発点として薄肉閉断面の応力分布の特徴を明かにする。断面の主軸に一致

させて直角座標（ｘ、ｙ）を設定する。断面力は単純捩りモーメントＴ 、 ｙ軸及びｘ軸ｓ

周りの曲げモーメントｍ 及びｍ 、ｘ軸方向及びｙ軸方向の剪断力Ｑ 及びＱ である。各ｙ ｘ ｘ ｙ

断面力に対応する断面応力は次の式で算出される。

［剪断中心］

ｓ

ｓ ０ ｘ ｙ １１ ｓ ｘ ｙｙ ＝∮ｒ （∫ｘｔｄｓ＋ｃ ）ｄｓ÷Ｉ ＝（Ｊ ＋ 2Ａ ｃ ）÷Ｉ
０

･････(bj)
ｓ

ｓ ０ ｙ ｘ １２ ｓ ｙ ｘｘ ＝ -∮ｒ （∫ｙｔｄｓ +ｃ ）ｄｓ÷Ｉ ＝ -（Ｊ +2Ａ ｃ ）÷Ｉ
０

［曲げ剪断流常数］

1 1ｓ

ｘ ９ ０ｃ ＝－∮ （∫ｘｔｄｓ）ｄｓ÷∮ ｄｓ＝－Ｊ ÷Ｉ
ｔ ｔ０

･････(bh)
1 1ｓ

ｙ １０ ０ｃ ＝－∮ （∫ｙｔｄｓ）ｄｓ÷∮ ｄｓ＝－Ｊ ÷Ｉ
ｔ ｔ０

［曲げ剪断流］

ｑ ＝Ｍ ＋ｃ （Ｑ に対応）ｂｘ ｙ ｘ ｘ

･････(bf)
ｑ ＝Ｍ ＋ｃ （Ｑ に対応）ｂｙ ｘ ｙ ｙ
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［ 曲げ剪断応力］

Ｑ ｑ ｑ ｄ ξｘ ｂｘ ｂｘ
３

τ ＝－ ・ ＝－Ｅ ・ｂｘ

３Ｉ ｔ ｔ ｄｚｙ

･････(bf)
Ｑ ｑ ｑ ｄ ηｙ ｂｙ ｂｙ

３

τ ＝－ ・ ＝－Ｅ ・ｂｙ

３Ｉ ｔ ｔ ｄｚｘ

［曲げ応力］

ｙ ｘｍ ｍ
σ ＝σ ＋σ ＝ ｘ＋ ｙ ･････(ba)ｂ ｂｘ ｂｙ

ｙ ｘＩ Ｉ

［単純捩り剪断流］

ｓ2Ａ
ｑ ＝ ･････(aj)ｓ

０Ｉ

［単純捩り剪断応力］

1 ｑ Ｔ ｑ ｄΘｓ ｓ ｓ

τ ＝ Ｔ ＝ ・ ＝ Ｇ ･････(aj)ｓ ｓ

2Ａ ｔ ｔ Ｊ ｔ ｄｚｓ ｔ

［断面内の分布形状］

断面内の剪断応力分布は剪断流で定まる。単純捩り剪断流の分布は全周にわたり一定であ

る。曲げ剪断流の分布を図３．１－１２及び１３に示す魚腹型及び箱型断面について計算

した結果を図３．１－１４及び１５に示す。数値計算に必要な算式は全て添付資料３．１

－４（魚腹型）及び５（箱型）に示されている。これらは上に示した一般形状に対する式

を二つの断面に適用した結果である。図－１２に於けるＧは重心、Ｓは剪断中心、ｔは板

厚を表す。図－１２及び１３に於いてはｘ－ｙ座標の原点が、後で行う構造解析に便利な

様に、それぞれ図示の位置に設定されているが、上記の計算式を実行するに当たっては重

心に原点を設定する。ｒ (ｒ零 )の中心は重心であり、ｘ 、ｙ 、は重心からの距離とし０ ｓ ｓ

て与えられる。図－１２ではｘ軸が鉛直方向に設定されているが、これは後で引用する参

考文献との関係を保つ為であって、上の式はｘ軸が水平（図－１３の様に）に設定された

座標系に対するものであるから、式を図－１２に適用するに当たっては式中のｘとｙを入

れ替える。しかし、図－１４ではｘ軸が水平に設定されているので、この図は図－１２を

反対側から見て時計方向に９０度回転した状態に当たる。図－１３及び１５では軸の設定

は計算式と一致している。図－１４及び１５に示す曲げ剪断流はグラフに示した特定の形
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状 と部材寸法に対するもので、その値は断面形状（実線）から剪断流曲線に向かって立て

た法線の長さをグラフに示した値で除して得られる。法線長さの横・縦軸成分は軸目盛り

で計る。断面の内側がマイナス、外側がプラスである。尚、剪断流は時計方向をプラス方

向としている。各断面の剪断応力は、この剪断流に断面毎の剪断力が乗じられるので、大

きさと方向が断面毎に異なったものとなる。曲げ応力の分布は通常の梁の曲げ理論に従う。

図３．１－１２ 図３．１－１４

図３．１－１３ 図３．１－１５

応力算出に必要な内力を把握する為には扉体全体の構造解析を行う必要がある。
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３ ．１．３．２ 弾性方程式による解析例

弾性方程式による解析とは、扉体の各支持点における弾性変形量を弾性方程式で表し、

それが支持条件に合致する様に内力を決定する操作であって、捩り構造の解析方法の基本

である。解析の基礎的な流れは Paul Cicin が 1958年 に発表した論文 を踏襲している。弾*1

性 方程式は行列式で表され、その解はコンピュータで簡単に得られる。

（１）解析モデル

扉体の各横断面は剪断中心を中心に捩り変位が生じるのであるから、扉体は剪断中心を

結んだ線で置き換え、捩り剛性は勿論、曲げ剛性もこの線に集中しているものと考える。

梁の曲げ理論での曲げ剛性は断面の重心を結んだ線に集中していると考えるが、これを剪

断中心に移しても弾性方程式に影響を与えない。ｘ及びｙ方向の撓み量は曲げ剛性がどこ

に置かれてもその値は変わらないからである。但し、曲げ変形を算出する時の荷重は剪断

中心線上にある必要がある。

（２）計算外力

扉体に作用する外力は荷重とその反力であり、荷重は水圧力、土圧力、重力などで、扉

体の表面や内部に広く分布しているが、これらは、扉体の局部剛性により、扉体内に一定

間隔で配置された肋板位置に伝達されるものと考えることができるから、荷重を各肋板に

作用する集中荷重に置き換えられる。荷重は径間方向に一様に分布すると考えることに何

の支障もないので、各肋板に作用する荷重の大きさは径間内の肋板で等しく、両端ではそ

の半分であるとする。反力は各肋板位置の底部に設けられる支承と扉体の端部で発生する。

扉体の端部反力は力の形で作用するのが一般的であるが、扉体断面に作用する段階では捩

りモーメントの形をとると考えることができるので、扉体端部に於いて反力モーメント

Ｍ が作用すると見なす。両端が支持される時はこの半分が両方に作用するわけてあるが、０

両端支持に於ける内力分布は片側支持の状態を基本にして定めることができるので、当面



変断面の場合も式 (9)で与えられるネジリモーメントを加えて合計すると 0になる。
*1
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は 片側支持のみを対象とする。底部支承からの反力は肋板に作用する荷重（ｗ 、ｗ ）とｘ ｙ

等しい部分（ｗ '、ｗ '）、及び、それからはみ出す部分（Ｘ、Ｙ）とに分けて考えて、ｘ ｙ

その正の方向を図３．１－１６の様に定める。前者を支承反力の静定量、後者を不静定量

と名付ける。（ｗ 、ｗ ）と（ｗ '、ｗ '）はｘ ｙ ｘ ｙ

、大きさが等しく方向が反対であるから、偶力

を形成する。これを静定捩りモーメントと名付

け、大きさを中間断面でｍ とする（端末ではｓ

ｓ ０その半分）。ｍ を扉体全体に合計した値はＭ

に等しい。残った（Ｘ、Ｙ）は支承反力の不静

定量である。各肋板位置に於いて、図３．１－

１７に示す様に、剪断中心に不静定量（Ｘ、Ｙ

）及びこれと大きさが等しく反対方向の不静定

量（Ｘ '、Ｙ '）が作用していると考える。不静 図３．１－１６

定量（Ｘ、Ｙ）と仮想の不静定量（Ｘ '、Ｙ '）

は大きさが等しく方向が反対であるから偶力を

形成する。これを仮想の不静定捩りモーメント

と名付け、ｉ断面における大きさをｍ とするｆｉ

。この値は断面により変化するが、扉体断面が

一様の場合は、扉体全体について合計した値が

0 である 。残った剪断中心線に作用する仮想*1

の 不静定力（Ｘ、Ｙ）は扉体に曲げ変形を起さ 図３．１－１７

こせる。Ｘ及びＹを扉体上に集計した値はそれぞれ 0 である。結局、扉体に作用する外力

は捩りを発生させる静定捩りモーメント群と仮想の不静定捩りモーメント群及び撓みを発

生させる仮想の不静定力群の３グループに分けられ、それぞれの合計は以下の式の様にな

る。ｎは肋板間隔数である。合計は断面 0 ～ｎ迄の断面について行った結果である。

(1) 静定捩りモーメントｍ ：ｍ ｘｎ＝Ｍ ･････(1)ｓ ｓ ０

(2) 仮想の不静定捩りモーメントｍ ：∑ｍ ＝ 0（一様断面の場合） ･････(2)ｆｉ ｆｉ

Ｘ軸

Ｙ軸

o

支承点

Ｘ

Ｙ

ｗx' ｗy'

ｗx

ｗy

Ｘ軸

Ｙ軸

o

支承点

Ｘ Ｙ

剪断中心
Ｘ

Ｘ'
Ｙ

Ｙ'
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(3) 仮想の不静定力Ｘ 及びＹ ：∑Ｘ ＝ 0、∑Ｙ ＝ 0 ･････(3)ｉ ｉ ｉ ｉ
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（ ３）変位計算法

弾性方程式は扉体の各支持点の弾性変形量を表すものであるから、各支承の変位を算出

する方法が必要である。前項で述べた様に扉体は静定及び不静定外部捩りモーメントによ

り捩り変形を起こし、断面の剪断中心に作用する不静定外力により曲げ変形を起こすので、

外部力による (a) 捩り変形、及び、 (b) 曲げ変形を算出する方法が必要がある。横断面の

剪断中心を結んだ線が直線であれば剪断中心に作用する荷重により内部捩りモーメントが

発生することはない。しかし、扉体の部材は断面によって異なると考える必要があるから、

剪断中心を結んだ線は曲線であり、従って、曲げ変形は内部捩りを伴うので、 (c) 内部捩

りモーメントによる捩り変形も算出する必要がある。曲げ変形に対する端末支持点も変位

するが、これは弾性方程式の中で解かれる。以下にそれぞれの変形による支承点変位を計

算する方法を示す。

(a) 集中捩りモーメントによる変形

集中捩りモーメントによる変形は図

３．１－１８に示す境界条件で算出す

る。ａ端は回転に対して固定、ｂ点は

回転に対しても変位に対しても全く自

由である。直角座標軸ｘ、ｙ、ｚを図

示の方向に設定し、原点をａ端の断面

内に固定する。０～ｎは支点番号であ 図３．１－１８

り、ｌ ｘｎが扉体の全長である。即ち、扉体巾ｓ

はｌ の間隔に、支承と肋板でｎ区画に分割されｓ

ている。扉体は剪断中心線を結んだ線で表されて

いて、その構造が支点間で一定と考えられるから

、その間はｚ軸に平行な直線で表される。ｉ点に

作用する集中モーメントｍ に対して、図に示すｉ

様な内部捩りモーメントが発生する。横断面はこ

の大きさに応じて捩れるが、ａ端固定、ｂ端自由 図３．１－１９

の境界条件であるから、ある断面の回転角度はそれから左側の扉体の捩り角度が集積され

ａ
ｂ

ｌs ｘｎ

ｍi���

����

ｚ軸

ｘ軸

ｙ軸

０ １ ｉ ｎ

Ｘ軸

Ｙ軸

o

支承点

剪断中心

ｌpy

ｌpx
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た ものとなる。ある断面の剪断中心と支承点の距

離を、図３．１－１９に示す様に、ｘ及びｙ軸の

方向にｌ 及びｌ とし、この断面が左側の扉体ｐｘ ｐｙ

の捩りによりθだけ回転した状態を図３．１－２

０に示す。ｘ及びｙ軸もθだけ回転してｘ ' 及び

ｐｘ ｐｙｙ ' 軸の位置に移動したとすると、ｌ 及びｌ

はｘ '及びｙ '軸方向の距離を示し、最初のｘ及び

ｙ軸の方向の距離はｌ ' 及びｌ ' となり、こ、 図３．１－２０ｐｘ ｐｙ

れらはθが微小角度であるので、次の関係で結び付けられる。ｋ断面におけるこれらの記

ｌ '＝ｌ －ｌ θｐｘ ｐｘ ｐｙ

･････(4)
ｌ '＝ｌ ＋ｌ θｐｙ ｐｙ ｐｘ

号 を添え字ｋで表すことにすると、ｋ－ 1～ｋ断面の捩れによるｋ断面の支承点の変位はこ

の間の捩り角の増加分にｌ '、叉は、ｌ 'を乗じた量となるので、弾性方程式は非線ｐｘｋ ｐｙｋ

形 となる。従って、扉体の捩り角度は極めて小さいことを条件として、捩り変形による剪

断中心の移動は総ての計算で無視する。以上の仮定の下で、ｉ断面に作用する集中モーメ

ントで発生する単純捩り によるｊ断面の支承位置のｘ及びｙ方向の変位ξ 及びη は*1
ｔｉｊ ｔｉｊ

次 の手順で計算される。

［捩り断面係数］

２4Ａ ｓ

Ｊ ＝ ･････(y)ｔ

０Ｉ

［ｉ断面のｍ によるｊ支承点の変位］ｉ

ｊ ｉ ｓ ｉ ｉ ｓｍ ｌ ｍ ｌ
ｔｉｊ ｐｙｋ ｐｙｋξ ＝ ∑ ｌ 但しＪ＞ｉの場合は ∑ ｌ

ｔｋ ｔｋ
ｋ＝１ ｋ＝１Ｇ Ｊ ＧＪ

･････(5)
ｊ ｉ ｓ ｉ ｉ ｓｍ ｌ ｍ ｌ

ｔｉｊ ｐｘｋ ｐｘｋη ＝ -∑ ｌ 但しＪ＞ｉの場合は -∑ ｌ
ｔｋ ｔｋ

ｋ＝１ ｋ＝１Ｇ Ｊ ＧＪ

Ｘ軸

Ｙ軸

o

支承点

剪断

中心

ｌpy'

ｌpx' Ｘ軸'

Ｙ軸'

ｌpy

ｌpx

θ
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扉 体構造が全巾に渡って同一部材である場合は式 (5)は次の様になる。

［ｉ点のｍ によるｊ支承点の変位：全断面が同一の場合］ｉ

ｍ ｌ ｊ ｍ ｌ ｉｉ ｓ ｉ ｓ

ｔｉｊ ｐｙ ｐｙξ ＝ ｌ 但しＪ＞ｉの場合は ｌ
ｔ ｔＧＪ ＧＪ

･････(6)
ｍ ｌ ｊ ｍ ｌ ｉｉ ｓ ｉ ｓ

ｔｉｊ ｐｘ ｐｘη ＝ - ｌ 但しＪ＞ｉの場合は - ｌ
ｔ ｔＧＪ ＧＪ

(b) 集中荷重による曲げ変形

集中荷重による曲げ変形は図３．１

－２１に示す境界条件で算出する。曲

げモーメント図が示す様に両端単純支

持の梁である。表示内容で図３．１－

１８と共通する部分は同図と同じ意味

である。曲げモーメントを２回積分す 図３．１－２１

ると撓み量が得られるが、モーメントと撓みの関係を図に示した荷重と曲げモーメントの

ｉ関係に当てはめることにより、積分を若干容易にすることができる。ｉ点の集中荷重ｗ

ｗｉｊ ｗｉｊ ｘ ｙに よるｊ点のｘ方向及びｙ方向の撓みξ 及びη は次の式で与えられる。Ｉ 及びＩ

３
ｎ ｓｌ

ｗｉｊ ｉ ｉｊｋξ ＝ Ｘ ∑ Ａ
ｙｋ

ｋ＝１Ｅ Ｉ
･････(7)

３
ｎ ｓｌ

ｗｉｊ ｉ ｉｊｋη ＝－Ｙ ∑ Ａ
ｘｋ

ｋ＝１Ｅ Ｉ

但しＡ ＝ (n-j)(n-i){k -(k-1) }÷ (3n ) （ k≦ i,k≦ jの範囲）ｉｊｋ
３ ３ ２

(n-i)j{3k -3n(k-1) -2k +2(k-1) }÷ (6n ) （ k≦ i,k＞ jの範囲）２ ２ ３ ３ ２

(n-j)i{3k -3n(k-1) -2k +2(k-1) }÷ (6n ) （ k＞ i,k≦ jの範囲）２ ２ ３ ３ ２

ji{(n-k+1) -(n-k) }÷ (3n ) （ k＞ i,k＞ jの範囲）３ ３ ２

は中立軸に設定されたｘ軸周り及びｙ軸周りの断面二次係数である。荷重ｗは剪断中心に

作用する仮想の不静定力に置き換えられている。ａ端では変位が拘束されているが、ｂ端

ａ ｂ

ｌs ｘｎ

ｗi

ｚ軸

０ １ ｉ ｎ

曲げモーメント図
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は 支持反力が荷重と釣合いを保ちながら、自由に変位し得る状態にあると考える。この様

に取り扱うことにより (a) で述べた捩り変形の解析モデルにおけるｂ端末の境界条件との

整合性が保たれるし、叉、静定モーメントに対して算出されるｎ支承の大きな変位が支点

変位により実際の状態に調整される（支承点の実際の変位は 0 である）。この点を更に詳

しく述べると、支承点変位は静定モーメント、仮想の不静定モーメント及び仮想の不静定

力により生じるが、不静定モーメントと不静定力は、式 (2)及び (3)で示した様に、扉体全

体で０となるので、それぞれの作用で開いた支承点位置はｎ点では閉じる傾向にある。従

って、静定捩りモーメントにより大きく変位したｎ支承点はｂ支持点が自由に変位できる

から元の位置に戻ることができるのである。ｂ支点の変位量は未知数であり、弾性方程式

の中で定まる。この量は式 (7) で算出される各支承の曲げによる変位に、弾性方程式の中

で、加算される。

(c) 内部捩りモーメントによる捩り変形

対象の内部捩りモーメントは剪断中心線が直線から外れている為に (b) の荷重によって

生じるものであるから、先ずこの分布を算出し、次に内部捩りモーメントに対応した変形

量を求める。

(c-1) 内 部捩りモーメント

剪断中心に作用する荷重により発生

する内部捩りモーメントは図３．１－

２２に示す境界条件により計算する。

(a) と全く同じ条件であり、ａ端で捩

りに対して固定、ｂ端で捩りと変位に 図３．１－２２

対して全く自由である。図２２は、図を単純化する為に、図

１８の扉体を表す曲線のｙ－ｚ平面に対する投影図を表示し

、捩りを発生させる外力としてはｘ方向の仮想不静定力とそ

の支持反力だけを示した。支持反力は図２１の条件で算出す

る。断面の剪断中心のｚ軸からの距離をｌ 及びｌ とし、ｓｘ ｓｙ

図３．１－２３の様に設定する。内部捩りモーメントはｚ軸

周りのモーメントの釣合から次の式で与えられる。 図３．１－２３

ａ ｂ

ｌs ｘｎ

Ｘi

���

����

ｚ軸

ｘ軸

ｙ軸

０ １ ｉ ｎ

Ｒx0
Ｒxn

Ｘ軸

Ｙ軸

o
剪断中心

ｌsy

ｌsx
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［ ｉ断面の荷重による０断面とｎ断面の反力］

Ｒ ＝Ｘ ・ (n-i)÷ nｘ０ｉ ｉ

Ｒ ＝Ｙ ・ (n-i)÷ nｙ０ｉ ｉ

･････(8)
Ｒ ＝Ｘ ・ i÷ nｘｎｉ ｉ

Ｒ ＝Ｙ ・ i÷ nｙｎｉ ｉ

［ ｉ断面の荷重による０断面の反力捩りモーメント］

ｘｉ ｉ ｓｙｉ ｘ０ｉ ｓｙ０ ｘｎｉ ｓｙｎｍ ＝Ｘ ｌ －Ｒ ｌ －Ｒ ｌ
･････(9)

ｙｉ ｉ ｓｘｉ ｙ０ｉ ｓｘ０ ｙｎｉ ｓｘｎｍ ＝Ｙ ｌ －Ｒ ｌ －Ｒ ｌ

［ｉ断面の荷重によるｊ－ 1 ～ｊ断面間の内部捩りモーメント］

ｍ ＝ｍ －Ｒ （ｌ －ｌ ）ｘｉｊ ｘｉ ｘ０ｉ ｓｙｊ ｓｙ０

＝ Ｘ ｌ －Ｒ ｌ －Ｒ ｌ （ｊ≦ｉの範囲）ｉ ｓｙｉ ｘ０ｉ ｓｙｊ ｘｎｉ ｓｙｎ

＝ Ｒ （ｌ －ｌ ） （ｊ＞ｉの範囲）ｘｎｉ ｓｙｊ ｓｙｎ

･････(10)
ｍ ＝ｍ －Ｒ （ｌ －ｌ ）ｙｉｊ ｙｉ ｙ０ｉ ｓｘｊ ｓｘ０

＝ Ｙ ｌ －Ｒ ｌ －Ｒ ｌ （ｊ≦ｉの範囲）ｉ ｓｘｉ ｙ０ｉ ｓｘｊ ｙｎｉ ｓｘｎ

＝ Ｒ （ｌ －ｌ ） （ｊ＞ｉの範囲）ｙｎｉ ｓｘｊ ｓｘｎ

捩 りモーメントの分布形状は剪断中心線の形状と荷重点の位置で大きく異なる。図３．１

－２４は３種類の中心線形状（直

線、放物線、 3/4sin曲 線）と３箇

所の荷重点（ａ端側、中央、ｂ端

側）に対する分布形状を示したも

のである。中央荷重のケースでは

グラフのバランスを良くする為に

荷重は他のケースの 20％に減じて

ある。外力によるｚ軸周りの捩り

モーメントはａ端側から見て時計

方向を正とし、その時のａ端の反

力モーメントは負である。 図３．１－２４（１／３）
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図 ３．１－２４（２／３）

(c-2) 捩 り変形

内部捩りモーメントｍ 及びｘｉｊ

ｍ による捩り変形量は式 (5)のｙｉｊ

ｍ をこれらのモーメントに置きｉ

換えることにより計算できる。仮

想の不静定力Ｘ及びＹに対する支

承位置のｘ方向の変位をξ 及びＸ

ξ とし、ｙ方向の変位をη 及びＹ Ｘ

η とすると、ｉ点の荷重によるＹ

ｊ点の変位は次の手順で計算する。 図３．１－２４（３／３）

［ｉ断面の荷重Ｘ 及びＹ によるｊ支承点の変位］ｉ ｉ

ｊ ｘｉｋ ｓｍ ｌ
Ｘｉｊ ｐｙｋξ ＝ ∑ ｌ

ｔｋ
ｋ＝１Ｇ Ｊ

ｊ ｘｉｋ ｓｍ ｌ
Ｘｉｊ ｐｘｋη ＝ -∑ ｌ

ｔｋ
ｋ＝１Ｇ Ｊ

･････(11)
ｊ ｙｉｋ ｓｍ ｌ

Ｙｉｊ ｐｙｋξ ＝ ∑ ｌ
ｔｋ

ｋ＝１Ｇ Ｊ

ｊ ｙｉｋ ｓｍ ｌ
Ｙｉｊ ｐｘｋη ＝ -∑ ｌ

ｔｋ
ｋ＝１Ｇ Ｊ
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以 上では変形量の計算方法を３項目に分けて述べたが、 (c) の変形量は (a) の荷重モー

メントの置き換えで算出されるので、結局、計算方法は捩り変形と曲げ変形の二種類であ

る。

（４）弾性方程式

弾性方程式が満たす条件は①各支承変位＝０、および、②ｂ端（剪断中心端）支持反力

＝０である。

【支承点変位】

各支承点の変位要因は次の様に考えることができる。

(1)支承点に作用する不静定反力。

(2)ｂ端末変位に起因する剛体変位

(3)静定捩りモーメント。

支承点変位＝０の条件はマトリックスを用いて式 (12a）で表す。

････････(12a）

この式を変形して式 (12b)が 得られる。

････････(12b）

【ｂ端反力】

ｂ端末反力は各支承を含む垂直断面の剪断中心に荷重として作用する仮想の不静定反力の

不静定反力変位係数

不
静
定
反
力

ｂ
端
末
変
位
係
数

移
動

ｂ
端

静
定
捩
り
Ｍ
支
承
変
位

０

不静定反力変位係数

不
静
定
反
力

ｂ
端
末
変
位
係
数

移
動

ｂ
端

静
定
捩
り
Ｍ
支
承
変
位
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反 力と考えることができるので、この条件をマトリックス形式を用いて式 (12c）の様に表

す。

････････(12c）

この式を null matricsを 用いて変形し、式 (12d)が得られる。

････････(12d）

式 (12b)と式 (12d)の 左辺を合体して正方形行列と柱状ベクトルの積で表し、右辺も合体

して柱状ベクトルで表すことにより、弾性方程式が満たす条件は式 (12)の形となる。

(2n+2)x(2n+2) (2n+20)x1 (2n+2)x1 （ 行列のサイズ）

Ｆ χ ＝ Ｓ ･････(12)

叉 は、Ｆ χ ＝Ｓ

行列Ｆは 2ｎ＋ 2個の行と列を持つ正方形行列であり、不静定反力による支承点の変位を表

す係数、ｂ支点の変位による各支承点の剛体変位、及び、ｂ支点の反力条件が入る。ベク

トルχは 2ｎ＋ 2個の未知数を要素とする柱状ベクトルである。ベクトルＳも 2ｎ＋ 2の行を

持つ柱状ベクトルで、定数項に相当し、静定モーメントによる支承点の変位に－１を乗じ

た値、及び、ｂ支点の反力条件値が入る。

図３．１－２５は各行列の中身を詳細に示している。

不
静
定
反
力

ｂ端末反力係数 ０

不
静
定
反
力

ｂ端末反力係数 ０ 移
動

ｂ
端 ０
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［ 行列Ｆ］：横軸は未知数であり、支承に作用する不静定反力Ｘ 、Ｙ 、及び、ｂ支点のｊ ｊ

変位ξ 、η の順に 2ｎ +2列が並び、縦軸は支持位置であり、支承のｘ方向、ｙ方向、ｂｂ ｂ

支点のｘ方向、ｙ方向の順に 2ｎ＋ 2行が並んでいる。サブ行列Ａ～Ｄはそれぞれに記述し

た外力による支承の変位量を（３）の方法で計算し、未知数毎に合計した係数部分であり、

それぞれが正方形の対称行列であって、行列ＢとＣは等しい（対応する要素 {elementの

訳 }が等しい）。ｂ支点のξ 及びη の列の右下がり斜線部はｂ支点の変位行列で、ｂ支点ｂ ｂ

の変位に起因する各支承点の変位を記入する。この値はｂ支点の変位がａ支点を中心とし

た剛体回転によるものであることから定まり、不静定反力による支承点変位に加算される。

関係ない要素は 0と置かれる。ｂ支点行の左下がり斜線部はｂ支点の変位を決めるのに必

要な反力条件（反力行列）である。ｂ支点は自由に変位できるが、その反力は荷重との釣

合条件を満たしていなければならない。ａ及びｂ支点は力学的には単純支持であるから、

支点迄の距離の逆比でｂ支点に分配されるので、要素の値は簡単に定まる。関係ない要素

は 0 と置かれる。荷重は剪断中心に作用する不静定力Ｘ 及びＹ である。Ｘ 及びＹ はｊ ｊ ｊ ｊ

先に支承に作用する不静定反力と定義したが、反力行列に関する限り、この様に解釈する

必要がある。荷重に分配率を乗じて合計した値は 0 になる。これが先に述べたｂ支持点の

行列名 Ｆ χ Ｓ

図３．１－２５

反力条件値である。反力行列は変位行列の転置行列（ transposed matricsの 直訳）であり、
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二 つの行列は対称位置にある。変位行列及び反力行列から取り残された右下の 4 個の要素

は 0 と置かれる。以上の説明で明かな様に、行列Ｆは、この種の構造解析で通常見られる

様に、全体としても対称行列である。

［ベクトルχ］：未知数が縦に並ぶが、網掛掛け部分にはｂ支点の変位、その他の部分は

不静定反力が入る。

［ベクトルＳ］：網掛け部分にｂ支持点の反力条件値が入り、他の部分は静定捩りモーメ

ントに対して（３）の (a) の方法で計算した支承点変位量× (-1）が入る。

式 (12)の解は次の式で与えられる。Ｆ は行列Ｆの逆行列である。χを算出するのに必－１

要な行列の演算はコンピュータを利用することにより簡単に実行できる。

χ ＝ Ｆ Ｓ ･････(13)－１

以 上の理論では扉体は片側支持、即ち、捩りに対してａ端のみが拘束されていて、ｂ端

は自由の状態に置かれている場合を対象としていたが、両端支持、即ち、ｂ端も捩りに対

して拘束されている場合は、（２）の式 (1) で示した静定捩りモーメントの合計値である

Ｍ の半分が荷重捩りモーメントとしてｂ端（＝ｎ断面）に作用すると考えることにより、０

これ迄の理論がそのまま適用できる。変わるのは行列式Ｓの中身だけてある。特に扉体断

面が全巾にわたり一様である場合の両端支持の不静定反力は片側支持の値と一致する。ｎ

断面に作用する静定捩りモーメントを比較すると次の様になる。他の断面に作用する静定

片側支持に対して ｍ ＝ｍ ÷ 2 ･････(14)ｓｎ ｓ

両 端支持に対して ｍ ＝ｍ ÷ 2－Ｍ ÷ 2 ･････(15)ｓｎ ｓ ０

捩 りモーメントは両ケースとも同一であるから、両端支持に対する式 (13)は次の様に表現

できる。Ｓ はＳの支承変位の要素をｂ端に作用する反力捩りモーメントによる変位に置ｂ

χ ＝ Ｆ （Ｓ － Ｓ ）＝Ｆ Ｓ － Ｆ Ｓ ･････(16)－１ －１ －１
ｂ ｂ

き 換えた行列である。この式の右辺第一項は片側支持系の解であり、第二項はｂ端に反力
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捩 りモーメントだけが作用する系の解である。扉体断面が一様である場合は、第二項の系

の支承点変位は直線状となり、扉体には曲げ変形が生じ得ないので、不静定反力は全て 0

となる。従って、両端支持の場合の不静定反力は片側支持の値に等しくなる。ｂ支点の変

位が 0 に戻ることもこの結果を利用して確かめることができる。

（５） 解析例

弾性方程式で得られた不静定反力を次の式に代入して、内力及び変形を算出し、内力の

値を３．１．３．１項で示した算式に代入して、応力分布が得られる。

［０断面の不静定反力］

ｎ

０ ｋＸ ＝－∑Ｘ
ｋ＝１

･････(17)
ｎ

０ ｋＹ ＝－∑Ｙ
ｋ＝１

［ｊ断面の支承反力］

ｘｊ ｘ ｊＲ ＝ｗ ｃ＋Ｘ
･････(18)

ｙｊ ｙ ｊＲ ＝ｗ ｃ＋Ｙ

但し、ｃはｊ＝ 0 及びｎで 0.5、他は 1。添え字のｘ及びｙは力の方向を表す。

［ｊ断面の剪断力］

ｊ－１

ｘｊ ｋＱ ＝∑Ｘ
ｋ＝０

･････(19)
ｊ－１

ｙｊ ｋＱ ＝∑Ｙ
ｋ＝０

但し、添え字のｘ及びｙは荷重の方向を表す。

［ｊ断面の曲げモーメント］

ｊ

ｙｊ ｓ ｘｋＭ ＝ｌ ∑Ｑ
ｋ＝１

･････(20)
ｊ

ｘｊ ｓ ｙｋＭ ＝ｌ ∑Ｑ
ｋ＝１
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但 し、Ｍ 、Ｍ はｙ及びｘ軸周りのモーメントを表す。ｙ ｘ

［ｊ断面の内部捩りモーメント］

ｎ

Ｔ ＝∑ｍ ＋Ｑ ｌ ＋Ｑ ｌ ･････(21)ｊ ｓｋ ｘｊ ｐｙｊ ｙｊ ｐｘｊ

ｋ＝ｊ

［ ｊ断面の捩り角度］

ｊ ｋ ｓＴ ｌ
θ ＝∑ ･････(22)ｊ

ｔｊ
ｋ＝１Ｇ Ｊ

以下に弾性方程式により解かれた５種類の典型的な解析例を示す。

［解析例１］

魚腹型断面を持ち片側で支持さ

れる一般的な例である。扉体構造

は一様である。この例は後で曲げ

捩り理論との比較を行う。図３．

１－２６は扉体が据え付けられた

状態での断面を示す。計算条件は

以下の通りである。

Ａ．基本データ

扉高：Ｈ ＝ 6400 mmｇ

扉 巾：Ｌ ＝ 25000 mmｇ

断 面：Ｈ ＝ 6000 mmｋ

ｒ ＝ 3480 mmｏ

ｒ ＝ 9000 mmｉ

ｔ ＝ 20 mmｏ

ｔ ＝ 20 mmｉ

傾 斜角度：θ＝ 15 ゜

支承位置：Ｌ ＝ 391 mm 図 ３．１－２６ｐｙ

Ｘ軸

Ｙ軸

o

Δｈw

Ｈg

θ

θop

支承
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Ｌ ＝ 3206 mmｐｘ

支 承区画：ｎ＝ 8

越流水深：Δｈ ＝ 300 mmｗ

計 算角度：θ c＝ 30 ゜

ﾔﾝグ係数：Ｅ＝ 21000 kgf/mm2

ポ ア ｿﾝ比：ν＝ 0.3

剪断弾性：Ｇ＝ 8077 kgf/mm2

Ｂ ．断面データ 図３．１－２７

部材面積：Ｊ ＝ 267017 mm2０

断 面 積：Ａ ＝ 9366848 mm2ｓ

重 心：Δ ＝ 0 mmｘｇ

Δ ＝ 451 mmｙｇ

断 面係数：Ｉ ＝ 8.81x10 mm4ｙ
１１

Ｉ ＝ 1.84x10 mm4ｘ
１１

曲 げ剪断：ｃ ＝ 14097265 mm3ｘ

ｃ ＝ -48565429 mm3ｙ

剪 断中心：ｘ ＝ 0 mmｓ

ｙ ＝ 204 mmｓ

単 純捩り：Ｊ ＝ 5.26x10 mm4 図 ３．１－２８ｔ
１１

Ｃ．荷 重：ｗ ＝ 118749 Kg/ｎｙ

ｗ ＝ 8188 Kg/ｎｘ

ｍ ＝ 3.08E+8 Kg・ mm/ｎｓ

記号は図２６に示したものの他は

図１２のものを用いている。この

断面の曲げ剪断流は図１４に示さ

れている。図３．１－２７～３１

が解析結果である。ｘ軸が扉体の 図３．１－２９
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高 さ方向、ｙ軸がそれと直角方向

に設定されている。記号は 3.１．

３項の他の箇所と共通に用いてい

る。図２７及び２８が内力を示

し、２７が支承反力、剪断力、曲

げモーメント、２８が内部捩りモ

ーメントを表す。内部捩りモーメ

ントは静定捩りモーメントから算

出した値とこれに不静定捩りモー

メントを加算した値を示している。 図３．１－３０

正の方向は計算式の説明で定義し

た方向と一致している。横軸は断

面の番号を表し、縦軸は解析結果

を表すが、グラフに表示されてい

る値は解析値にグラフ上に示した

率を乗じた結果である。単位は表

示の通りである。扉体構造が一様

な場合は不静定反力の値が非常に

小さく、従って、剪断力及び曲げ

モーメントは小さく、内部捩り 図３．１－３１

モーメントは静定捩りモーメント

に沿っていて、扉体巾方向にほぼ

直線的に減少する。図２９～３１

が断面応力分布を示している。２

９及び３０が断面の剪断応力、垂

直応力、及び、主応力、３１が捩

りによる剪断応力、及び、曲げに

よる曲げ応力、剪断応力を示して

いて、２９と３１が断面１

（端）、３０が断面４（中央）を 図３．１－３２
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示 している。横軸は断面上の位置

で、表示の番号は図３．１－１２

に示した番号と一致し、中点は番

号位置の中間点である。両断面と

も捩り剪断応力が支配的であり、

全段面がほぼ一様な純剪断状態に

ある。図３１では捩り剪断応力以

外の応力をズームアップして示し

たので、捩り剪断応力は枠外には

み出していて見えない。 図３．１－３３

［解析例２］

両端支持と片側支持の差を示す

為の事例であり、解析モデルは解

析例１と全く同じである。図３．

１－３２及び３３が内力の解析結

果を示す。図３２は支承反力、剪

断力、及び、曲げモーメントを示

すが、断面が一様であるので支承

の不静定反力は例１と厳密に一致 図３．１－３４

し、従って、グラフは図３．１－

２７と一致している。図３３は内

部捩りモーメントであるが、これ

も同じ理由で、図３．１－２８を

上方へＭ ÷ 2だけ移動した形であ０

る。

［解析例３］

扉体断面の部材寸法が一様で

ない場合に内力にどの様な変化 図３．１－３５
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が 生じるかを示す為の事例であ

り、始めに示した参考文献 から*1

引 用したものである。図３．１－

３４は扉体が据え付けられた状態

の断面を示す。径間は 50ｍである

が、中央が分割されているので、

力学的には径間 25ｍの片側支持と

同一であり、この巾が支承により

8 等分されている。部材寸法は 0

～ 2断面が一番大きく、 2～ 4断面、 図３．１－３６

4～ 8断面の単位で減少している。

事例１は本事例と比較できる様に

全体寸法及び支承等分数を一致さ

せ、断面形状もだいたい同一とし

た。図３．１－３５及び３６が内

力の解析結果を示す。本論文に示

す事例の内力方向は総てこの図に

一致させた。図３５は支承反力、

剪断力、及び曲げ応力を示す。 図３．１－３７

表示の為に解析結果に乗じた率の

一部及び縦軸の単位が図２７と異

なるが、断面が変化することによ

り断面力が桁違いに増加すると共

に扉体巾方向の分布に乱れが生じ

ることを示している。これは支承

に作用する不静定反力の著しい増

加によるものである。筆者も同じ

傾向の解析結果を多くの設計事例 図３．１－３８
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で 経験している。図３６は内部捩りモーメントである。不静定反力と図３５が示す内力の

著しい変化に関わらず、内部捩りモーメントに大きな乱れは無く、全体的傾向は図２８に

対して大きな変化は生じていない。

［解析例４］

この事例は３．１．２の（２） で述べた大きな値を持つＩ の影響を緩和する二つの� ｙ

方法の一つを示すのが目的であり、例３の支承のｘ方向の支持を外した場合である（同じ

文献より引用）。即ち、両端を除いた支承はｘ軸方向に自由に変位できる。図３．１－３

７及び３８が解析結果を示す。図３７は支承反力、剪断力、及び、曲げモーメントを示し

ている。例３では不静定反力Ｘ が大きな値となり、図３５の曲げモーメントＭ が大きｊ ｙ

な値を示していたが、これはＩ の大きな値に起因する現象であって、図３７ではその影ｙ

響が大幅に緩和され、Ｍ は著しく減少している。支承点に於いてｘ方向に不静定反力がｙ

発生しないので曲率変化が緩和されたことが要因であるが、同時に図１６に示した静定反

力ｗ 'も発生しえないので、偶力の相手であるｗ による曲げモーメントが新たに発生すｘ ｘ

る。しかしこの方向の荷重は大きくないのが通常であり、結果的にＭ が緩和されるのであｙ

る。ｗ の偶力が消えたが、荷重の作用点が剪断中心から外れており、叉、剪断中心線が直ｘ

線ではないことから、新たな捩りモーメントが発生するので、図２５に示すベクトルＳの

算出ではこれ等を考慮する必要があるが、大勢に影響は与えない。尚、図２５の行列式で

はｘ方向に関する行と列は総て削除される。図３８は内部捩りモーメントを示す。図３６

と同様に大きな変化は無い。

［解析例５］

この事例の目的は例４で述べたＩ の影響を緩和するもうｙ

一つの方法を示すことにある。叉、曲げ捩り理論との比較に

も用いられる。断面形状は箱型であり、片側で支持される。

扉体構造は一様である。図３．１－３９は扉体が据え付けら

れた状態での断面を示す。座標はｘ軸が扉体の高さ方向、ｙ

軸がそれと直角方向に設定されている。ｘ軸は剪断中心と一

致していて、支承はｘ軸上にある。この状態では扉体が支承

を中心に回転しても剪断中心はｘ方向に変位することはない。 図３．１－３９

Δｈw

Ｈg

支承

ｙ軸

ｘ軸
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計 算条件は 以下の通りである。

Ａ．基本データ

扉高：Ｈ ＝ 27500 mmｇ

扉 巾：Ｌ ＝ 100000 mmｇ

断 面：Ｌ ＝ 5000 mmｆ

Ｌ ＝ 13750 mmｗ

ｔ f ＝ 34 mm１

ｔ w ＝ 34 mm１

ｔ f ＝ 34 mm 図 ３．１－４０２

ｔ w ＝ 34 mm２

傾 斜角度：θ＝ 0 ゜

支承位置：Ｌ ＝ 0 mmｐｙ

Ｌ ＝ 15750 mmｐｘ

支 承区画：ｎ＝ 8

越流水深：Δｈ ＝ 0 mmｗ

計算角度：θ ＝ 90 ゜ｃ

ﾔﾝグ係数：Ｅ＝ 21000 kgf/mm

2

ポ ア ｿﾝ比：ν＝ 0.3 図３．１－４１

剪断弾性：Ｇ＝ 8077 kgf/mm2

Ｂ ．断面データ

部材面積：Ｊ ＝ 2550000 mm2０

断 面 積：Ａ ＝ 275000000 mm2ｓ

重 心：Δ ＝ 0 mmｘｇ

Δ ＝ 0 mmｙｇ

断 面係数：Ｉ ＝ 5.24E+13 mm4ｙ

Ｉ ＝ 2.46E+14 mm4ｘ

曲 げ剪断：ｃ ＝ -2.34E+09 mm3 図 ３．１－４２ｘ
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ｃ ＝ 2.34E+09 mm3ｙ

剪 断中心：ｘ ＝ 0 mmｓ

ｙ ＝ 0 mmｓ

単 純捩り：Ｊ ＝ 1.37E+14 mm4ｔ

Ｃ ．荷 重：ｗ ＝ 4726563 Kg/ｎｙ

ｗ ＝ 625547 Kg/ｎｘ

ｍ ＝ 5.28E+10 Kg・ mm/ｎｓ

記号は図３９に示したものの他は

図１２及び１３のものを用いてい 図３．１－４３

る。図１３ではｙ軸が扉体の高さ

方向、ｘ軸がそれと直角方向に設

定されている。計算条件は断面デ

－タが図１３の座標系、その他が

図３９の座標系で示されている。

この断面の曲げ剪断流が図１５に

示されている。図３．１－４０～

４４が解析結果である。図４０及

び４１が内力を示し、４０が支承 図３．１－４４

反力、剪断力、曲げモー メント、４１が内部捩りモーメントを表す。内力の表示は図３９

の座標系によっており、正の方向は計算式の説明で定義した方向と一致している。図４０

のＱ 及びＭ は 0 であって、大きな値であるＩ の影響は完全に排除されている。剪断中ｘ ｙ ｘ

心及び支承点がｘ軸上にあるからであり、この状態では図２５に示す行列Ｂ及びＣの全て

の要素及びベクトルＳのｘ方向の変位を示す要素が総て 0 となり、従って、不静定反力Ｘ

は総て 0となるからＱ 及びＭ 発生し得ないのである。扉体断面が例３や４の様に非対ｊ ｘ ｙ

象で一様でない場合は総ての剪断中心をｘ軸上におくことができないが、できるだけこの

状態に近づけることにより、Ｉ の影響を軽減することができる。図４２～４４が断面のｘ

剪断応力、垂直応力、及び、主応力の分布を示している。４２が断面０、４３が断面１の

外側（扉巾中心の反対側）、４４が断面１の内側（扉巾中心側）を示している。応力の表

示は図１３の座標系が適用されている。横軸は断面上に沿ったガウス長である。グラフ上
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に 示したアルファベットは図３．１－１３に示した断面上のアルファベットと一致しでい

る。応力値が非常に大きな値を示しているが、これは荷重条件が実際に有り得る状態に対

して過酷であることによるものである。

（６） 模型実験

図３．１－４５から４７は解析方法を検証する為に行った大型模型による工場試験の結

果である。試験内容は添付資料３．１－６に示した。一様な魚腹型断面を持った巾 17.000

ｍ ｘ扉高 1､000ｍ の片側支持模型であり、静定捩りモーメントが等しくなる様に負荷した。

最大荷重に対する実測値と解析値を合わせて示した。図４５は主応力の横断面分布を示す。

図３．１－４５

計測位置は０～１断面の中

間である。解析結果は後で

述べる曲げ捩り理論の解析

結果（曲げσ 2）と単純捩

り理論による結果（単純σ

2）の両方が示されている。

断面の形状及び重心と剪断

中心（ mm）も示したが、応

力値と共通の軸で表示する

図３．１－４６ 都合上、応力値の方に 20を

乗じた。曲げ捩り理論と単純捩り理論の結果に大きな差がないが、これはたまたまこの様

200

400

600

800

0 2 4 6 8 10 12 14 16

縦 方 向 応 力 分 布
支 承 位 置

主
応
力

Ｋ
ｇ
／
ｃ
ｍ
２

17.000 m

計 測 値
計 算 値

備考 (1) 背板中央の値
(2) 最大荷重時



3.1- 43

な 結果になったもので、詳細は曲げ捩り理論の項で

論じる。図４６は主応力の縦方向の分布を示す。計

測位置は扉板中央（ 12の位置）である。図４７は扉

板上縁に沿った変位量を示す。実験値には若干のば

らつきがあるが、全体的に解析値は実験値の傾向を

良く表している。

図３．１－４７

（７） 支承移動の影響

弾性方程式の応用例の一つとして、捩り構造ゲートを図３．１－７に示した様な親子ゲ

ートの子ゲートとして用いた場合の開閉荷重の解析方法につき論じる。親子ゲートにあっ

ては親ゲートの撓み変形により子ゲートの回転支承の芯が移動するので、これが子ゲート

の開閉機能にどの様に影響するかを予測することが開発途上で極めて重要な問題であった。

しかし、芯の移動が開閉荷重に与える影響は弾性方程式を用いて予測することが可能であ

り、叉、通常のケースでは影響の度合いは大きくないことが判った。但し、扉体の応力が

局部的に著しく高くなる傾向があるので、それなりの対応が必要であることも判った。扉

体を支承周りに回転させて開閉する時の荷重は扉体に作用する水圧力、土圧、重力、ゴム

摩擦力、及び、支承軸の摩擦力による捩りモーメントであるが、支承中心がずれたことに

よる開閉荷重の変化量はこれ等による捩りモーメントと分離して取り扱っても大きな誤差

はない。θを開閉操作による回転角度と考える。θ＝ 0 に於ける扉体内の歪エネルギーを

Ｕ とし、θ＝θの時の歪エネルギーをＵ、摩擦によるモーメントをＭ 、支承中心のず０ ｆ

れに起因する開閉モーメントの変化量をＭ とすると、エネルギー保存の法則により次の関ｄ

係が成立する。
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θ θ

∫Ｍ ｄθ＋Ｕ ＝∫Ｍ ｄθ＋Ｕ ･････(23)ｄ ０ ｆ

０ ０

こ の式をθで微分することにより、Ｍ を与える次の式が得られる。ｅ

ｄＵ
Ｍ ＝Ｍ ＋ ･････(24)ｄ ｆ

ｄ θ

支承中心が移動することにより式 (24)の右辺がどの様に変化するかを求める。親ゲートの

剛性は子ゲートに比較して極めて大きいのが通常であるから、開閉操作による子ゲートの

変形が親ゲートの変形に与える影響は無視できるものと仮定する。全閉状態に於ける親ゲ

ートの変形パターンは荷重の大きさにより影響は受けないと考えられるので、代表点の変

位量δにより、全体の変形量を表すことができる。代表点がｘ方向及びｙ方向に単位量だ

け変位した時に扉体内に蓄えられる全歪エネルギーをそれぞれｕ 、ｕ とすると、δだけｘ ｙ

変位した時の歪エネルギーは次の式で表せる。ｘ及びｙ軸、及び、δ、θの方向は下図の

２ ２ ２ ２Ｕ＝ｕ （δ cos (θ +θ )） +ｕ （δ sin (θ +θ )）ｘ ｄ ｙ ｄ

･････(25)

但 し、θ はθ＝ 0の時のｘ軸とδの成す角度（左図参ｄ

照）

様に設定する。この式をθで微分すると式 (24)右辺の第二項の算式が得られる。この式か

ｄＵ
＝δ（ｕ －ｕ ） sin2(θ +θ ) ･････(26)ｘ ｙ ｄ

ｄ θ

らｕ ＝ｕ である時には歪エネルギーは一定となり、操作荷重への直接の影響が無くなるｘ ｙ

ことが判る。ｕ 及びｕ を弾性方程式の結果と結びつける為にはこの中の成分を弾性方程ｘ ｙ

式の成り立ちに合わせて細分化する必要がある。先ず、扉体の曲げによる部分と捩りによ

ｙ軸

ｘ軸
ｙ軸'

ｘ軸'

δ

θd

θ

支承点
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る 部分に分け、それぞれにｂ及びｔの添え字を付けて次の式の様に表す。次に曲げによる

ｘ ｘｂ ｘｔｕ ＝ｕ ＋ｕ
･････(27)

ｙ ｙｂ ｙｔｕ ＝ｕ ＋ｕ

部分を不静定反力Ｘに起因する部分とＹに起因する部分に分けて、添え字で区別し、次の

様に表現する。

ｘｂ ｘｂＸ ｘｂＹｕ ＝ｕ ＋ｕ
･････(28)

ｙｂ ｙｂＸ ｙｂＹｕ ＝ｕ ＋ｕ

曲げ及び捩りによる歪エネルギーｕ 及びｕ は弾性方程式の解から得られる曲げモーメンｂ ｔ

トＭ 及び内部捩りモーメントＴと次の関係で結び付けられる。Ｍ 及びＴが代表点をｘ及ｂ ｂ

２1 Ｍｌ ｂ

ｕ ＝ -∫ ｄｚｂ

2 ＥＩ０

･････(29)
２1 Ｔｌ

ｕ ＝ -∫ ｄｚｔ

ｔ2 ＧＪ０

びｙ方向に単位量変化した時の値であれば、それから式 (27)及び (28)の値が計算できて、

式 (26)の値が定まる。ｘ及びｙ軸の方向は子ゲートの主軸の方向と一致させる必要がある。

弾性方程式は静定捩りモーメントが存在しないので、図２５のベクトルＳでは、代表とな

る支承にはｘ、叉は、ｙ方向の単位変位量が与えられ、他の支承には親ゲートの変形パタ

ーンに従った値が入る。式 (24)右辺の第一項のＭ は支承反力による軸摩擦荷重であるが、ｆ

第二項と同様にして、次の様にして値が定まる。代表点のｘ及びｙ方向の単位変位に対す

る支承軸の摩擦荷重をｗ 及びｗ とすると、Ｍ は次の式で与えられる。ｒ は軸の半径、ｘｐ ｙｐ ｆ ｐ

Ｍ ＝ｒ ｃ δ（ｗ cos(θ +θ )＋ｗ sin(θ +θ )） ･････(30)ｆ ｐ ｐｆ ｘｐ ｄ ｙｐ ｄ

ｃ は摩擦係数である。ｗ は弾性方程式の解である不静定反力Ｘ及びＹから次の式で近ｐｆ ｐ
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似 的に算出することができる。

ｗ ＝ (ｗ ＋ｗ ) ･････(3ｐ ｐＸ ｐＹ
２ ２ １／２

1)

ｎ

但 し、ｗ ＝∑・Ｘ ・ｐＸ ｋ

ｋ＝０

ｎ

ｗ ＝∑・Ｙ ・ｐＹ ｋ

ｋ＝０

以 上の様に、支承がｘ方向、及び、ｙ方向に単位量だけ移動した時のｕ 、ｕ 、ｗ 、及ｘ ｙ ｐｘ

び、ｗ を弾性方程式を利用して計算しておくと、式 (26)及び (30)から、任意の方向のδｐｙ

に対して、全開度の開閉荷重を捩りモーメントの形で算出することができる。ｘーｙ軸は

断面の主軸方向と一致している必要がある。

［計算例と実測結果］

図３．１－７の親子ゲートについての計算条件と計算結果を示す。寸法単位はｍであ

親ゲート 子ゲート 計算結果（最大値）

扉巾 40.000 扉 巾 40.000 dＵ ／ dθ 0.1 ｔ－ｍ

扉高 2.400 扉 高 1.100 Ｍ 0.007ｔ －ｍｆ

設計水深 3.500 支 承間隔数 13 支承反力 0.5 ｔ

操作水深 上流 3.400 支 承間隔 3.333

下 流 1.800 支承数 14

堆砂高さ 1.500 設 計水深 1.000

揚 程 10.500 起 立角度 45ﾟ

巻上げ機 2M2D 許容撓度 1/800

許 容撓度 水平 1/800 扉 体分割 無し

垂直 1/600 駆動方式 両端駆

操作条件 (1)子ゲート全開で親ゲートを操作

(2)親ゲート全閉で子ゲートを操作

表３．１－２
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る 。 dＵ／ dθは子ゲートの倒伏を妨げる方向に作用するが、大きさは自重による転倒モー

メントの約 1％、全倒伏モーメントの 0.5％程度であり、Ｍ は開閉荷重を増加させる方ｆ

向に作用するものの、止水ゴムによる摩擦モーメントの 0.5％程度であり、開閉荷重の変

化量はこの例では実用上無視できる程度である。この結果を検証する為に、（６）で述べ

た大型模型を用いて開閉試験を行った。試験内容は添付資料３．１－６に示した。支承が

直線状に並んだ状態と移動した状態における開閉荷重を計測したが、両者には有意義な差

は認められなかった。計算対象の親子ゲートの設計仕様と大きさは一般的なものであると

思われるので、支承変位による開閉荷重の変化は無視できる程度であると結論できる。し

かし、支承反力は、増加率が約 10％であって、扉体の設計においては無視できない。

３．１．３．３ 立体骨組み理論による解析例

コンピュータと計算ソフトの急激な発達により、構造計算において立体骨組み構造の解

析プログラムが普通に使用できる時代になり、捩り構造物の解析方法としての選択枝が一

つ増えた。前項で述べた弾性方程式による解法で明かな様に捩り構造ゲートは、ｘ方向の

面内変位と共にその直角方向に面外変位が生じる構造物であるから、立体骨組み構造と見

なすことができる。本項では図３．１－８～１０に示した船舶用ドライドックの捩り構造

ゲートを例として、立体骨組み理論による捩り構造ゲートの解析方法につき論じる。尚、

立体骨組み理論は既に十分普及した考え方であるから、ここではその中身については言及

しない。

（１） 解析モデル

解析対象とする二つのゲートの主要目を表３．１－３に、その内の MSHI 修繕ドックゲー

トの構造を図３．１－４８に、同じゲートに取り付けられた底部金物を図３．１－４９に

示す。両者の構造はこれ迄に述べてきた捩り構造ゲートと大同小異であって、扉体は薄肉

閉断面であり、肋板が一定間隔に並び、端末壁板は大きな支持反力に耐えられる重構造で

ある。異なる点は、①扉体断面は浮力を確保する為に複数個の小閉断面に分かれている、

②水圧荷重を受ける為の支承が存在せず、その代わりに、扉体の下縁に沿って木座が設け
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ら れていて（図４８ SECTION D） 、水圧力に

よりドック底の壁面に押し付けられて、支持

反力が発生する。③扉体の端末に反力として

の偶力が作用する底部金物（図４９）及びベ

アリング木座（図５４）が設けられる。①に

よって断面の剪断流が複数個のループ流を含

むことになり、式 (bf)及び式 (aj)で与えられ

る剪断流を把握する方法に若干の工夫が必要

となり、これと関連した剪断中心や捩り剛性

の算式の形も若干異なってくるが、ここでは

表３．１－３ その内容に触れない。尚、任意断面の剪断流

図３．１－４８

Design criteria for the repair dock gates

Item Koyagi MSHI

Scale of dock 500 000 DWT 400 000DWT

Dock sill dimension 100mx13.5m 80mx12m

Design criteria Specification for DIN

highway bridges

Allowable stress (JIS SS41 yield point 25 kgf/mm2)

Tensile strength 14 kgf/mm2 14.5 kgf/mm2

Shearing stress 8 kgf/mm2 8.4 kgf/mm2

Compined stress 21 kgf/mm2 18.75 kgf/mm2

Gate weight 1270 ton 780 ton

Material of main parts

Outer plate SS41, SM50 SS41, SMA41

Hinge bracket SC49 SC49

End bearing plate S35C Kempus

Wooden plank Tub Kempus

Seal rubber Neoprene Neoprene

Anticorrosive plate Alnode P.05 Alnode P.10S
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を 近似的に算出するコンピュータソフトが提

供されていて、これらは簡単に求めることが

できる。解析モデルは閉断面部材と肋板部材

からなり、閉断面部材は肋板を含む横断面の

剪断中心を結んだ線に置き換え、肋板を２本

図３．１－４９ の線に置き換えたもので、その全体形状を図

３．１－５０に示す。図の 3～ 6、 6～ 9等が閉

断面部材であり、 1～ 2、 2～ 3等が肋板を表す。

立体骨組み構造では、一般的に、曲げモーメ

ントと軸力が主役であって、部材剛性は重心

に集中しているとして模型が組まれる。部材

の捩り剛性が無視できない場合でも、断面が

主軸に対して対象であることにより剪断中心

が重心と一致していることがほとんどである

図３．１－５０ ので、不都合が生じることは少ない。捩り構

造では剪断中心と重心が一致していないのが普通であって、曲げ剛性が剪断中心に集中し

ているとすると、隣接部材の節点間距離が変化することになる。これは部材剛性が変化し

たのと同じ結果になるから、合理的な内力分布を把握する為には隣接部材の剛性を節点の

移動量に合わせて調整する必要がある。図５０に示す模型では肋板に相当する部材が剛性

の調整を必要とする方向にあるが、肋板を含む断面は変形し難いので、弾性方程式と同じ

取扱いをして、断面は変形しないものと考え、肋板部材の剛性は計算誤差が大きくならな

い範囲で十分大きな値を与える考え方でこの模型が正当化できる。境界条件は肋板部材の

下端に当たる節点 1、 4、 7、 ････ｎ － 2、及び、扉体端末の上部に相当する節点 2 をドック

の長手方向（ｘ軸方向）の変位に対して拘束し 、扉体端末の剪断中心に相当する節点 3 を*1

ド ックの巾方向（ｚ軸）周りの回転及び長手方向（ｘ軸方向）の変位に対して拘束とした。

叉、ゲートはドックの巾方向が左右対象であるので、模型化は左側半分を対象とすること

として、節点ｎ－ 2 は全方向の変位と長手及び上下（ｘ及びｙ軸）周りの回転を拘束
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し 、節点ｎ－ 1 及びｎは巾方向（ｚ軸方向）の変位と長手及び上下（ｘ及びｙ軸）周りの

回転を拘束した。②で述べた様に扉体の下縁は木座で線状に支持されるので、模型の支持

条件はこれと若干相違しているが、模型化が立体的な部材を線で置き換えることを出発点

としいるので、これは止むを得ぬ妥協である。

（２） 計算荷重

弾性方程式による解法では荷重の作用点は肋板を含む断面内の荷重中心点であったが、

立体骨組み理論では荷重点は節点に限定されるので、荷重は剪断中心線の節点に作用する

ｘ及びｙ方向の荷重と、荷重中心と節点のずれを埋め合わせる、捩りモーメントである。

（３） 解析結果

図３．１－５１はコンピュータのアウトプットとして得られた内部捩りモーメントと曲

げモーメントである。弾性方程式の結果と同じ傾向を示している。底部木座は上下方向

（ｙ軸方向）の変位を拘束していないので、その方向の曲げモーメントは著しく小さく、

前後方向（ｘ軸方向）の曲げ変形に対応したモーメントのみを示した。捩りモーメントは、

図３．１－５１

全体的には、直線的分布を示しているが、ス

テップの高さには不均一さが見られる。これ

は閉断面部材の板厚を捩りモーメントの分布

に従って著しく変化させた結果である。図 3.

１－５２及び５３は試験負荷時の実測データ 図３．１－５２
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と 解析値を対比して示している。図５２は応

力の結果と水圧条件及び計測位置を示す。歪

を計測するゲージは 45ﾟ3方向で、正確を期す

る為に、１カ所に２枚張り付けた。図５３は

扉体頂部の変位量及びその負荷状態を示す。

変位の実測値は水圧が作用し始めた瞬間から

大きな値を示して、その後も急上昇したが、

水位差が 70cm程度を境にして、水位差の上昇

に伴った安定した増加に転じた。最初の急上

昇値は戸当たり木座の片当たりから発生した

変位であり、安定後の増加量が扉体の弾性変

形に比例したほんとの変位量であると判断し

安定水位差に達した時点での実測値と理論値 図３．１－５３

の差を理論値に加算した結果を実測値と比較した。応力及び変位とも理論値は実測値の傾

向を良く再現していて、叉、その大きさは良い近似を示している。立体骨組み理論と弾性

方程式による解析は結果的には同一内容である筈である。本項の主要な目的は捩り構造ゲ

ートが立体骨組みとして取り扱えることを示すことにある。

（４）横強度

前項で、横断面形状が変化しないとの前提で、捩りゲートを立体骨組みとして取り扱う

方法を示したが、実際は横断面も変形するので、この強度的な影響を別個に解析する必要

がある。横断面の変形量はゲートの長さ（ｚ軸）方向の位置により異なるが、変形の形状

は端末断面、中間断面、中央断面で質的に異なるので、３箇所に於ける解析例を示す。

［端末断面］

扉体の端末壁を含む断面に作用する外力として考慮しなければならない要素は閉断面部

材の曲げ及び捩り剪断応力、扉板側防撓材を通して端末肋板に伝達される端末荷重、扉体

端末の支持反力としての端末偶力、端末支承に作用する静定反力及び不静定反力である。

各外力は次の組み合わせで釣合関係にある。Ｍ は式 (1)で与えられる静定捩りモーメント０

の合計である。図３．１－５４は端末偶力の作用点を示す。偶力は海側から底部金物に作
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不 静定反力＝曲げ剪断応力①

静定反力＝端末荷重②

偶力＝端末捩り剪断応力＋ の偶力＝Ｍ ÷ 2③ � ０

用する反力Ｒ とドック側からベアリング木座を介して作用Ｈ

する反力Ｒ により形成される。偶力はＭ の半分に等しいＴ ０

ことから、Ｒ は次の式で与えられる。 図３．１－５４Ｔ

Ｒ ＝Ｍ ÷ 2÷Ｌ ･････(31)Ｔ ０ Ｅ

Ｌ は、図５４に示される様に、偶力の腕の長さである。Ｒ は分布荷重であって、ベアＥ Ｔ

リング木座に沿って一様に分布すると考える。Ｒ はＲ と等しいが、ここでは底部金物にＨ Ｔ

作用する静定及び不静定反力も加えて次の式で表すこととする。添え字ｘはｘ方向、 1 は

節点番号を表す。

Ｒ ＝Ｒ －（ (静定反力 ) ＋ (不静定反力 ) ） ･････(32)Ｈ Ｔ ｘ ｘ１

(不 静定反力 ) は一般的に負であるので、静定反力＋不ｘ１

静定反力が負である時には、Ｒ ＞Ｒ となる。Ｒ は底Ｈ Ｔ Ｈ

部金物に作用するｘ方向の反力であり、ｙ方向の反力と

して、この例の場合は、自重ｘ (3/16)を 考える必要があ

る。端末荷重の作用中心は自重が重心であり、水圧力が

圧力中心であるが、防撓材の配置に従い分配する。応力

分布は２次元の有限要素法を用いて解析することができ

るが、断面を箱型に置き換え、端末荷重を無視して、簡

単な静定構造物として近似的に把握することもできる。

図３．１－５５はその方法を説明している。閉断面を矩

形ｂｂ 'ｃ 'ｃｂで表し、その巾と高さをＬ巾とＬ高とし

、Ｒ 及びＲ の作用位置をＬ 及びＬ で表す。閉断面をＨ Ｔ ｈ Ｅ

梁ａｃで表し、ｘ軸の原点をａに置き、図の方向に設定 図３．１－５５
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す る。梁に作用する外力はＲ 、及び、Ｒ の分布荷重のｒ の他に、閉断面の応力の内ｂｂＨ Ｔ ｔ

'間の剪断応力が集中荷重ｗ として、ｃｃ '間の剪断応力が集中荷重ｗ として、ｂｃとｂｂ ｃ

'ｃ '間の応力が分布曲げモーメントｍ として作用しているものと考える。外力を積分するｑ

と、図示の様な剪断力分布となり、更に、これを積分した結果が曲線ａｄで、分布曲げモ

ーメントを積分した結果が曲線ｂｄであり、曲線ａｄとｂｄの差が曲げモーメント分布を

示す。この図は概念図ではあるが、剪断力と曲げモーメントの最大値はｂで発生すること

がわかり、その大きさは簡単に算出できる。更に、不静定反力を無視し、Ｒ が集中荷重Ｔ

ｂ ｂ ｔのままｃに作用するものとすると、剪断力Ｑ 及び曲げモーメントＭ は捩り剪断流ｑ

を用いて次の式で表される。Ｌ ＝ 0、即ち、Ｌ ＝Ｌ の時にＭ ＝ 0となり、端末壁は純ｈ Ｅ ｂ高

剪断状態となる。

Ｈ Ｔ ｔ ＥＲ ＝Ｒ 2ｑ Ｌ Ｌ ÷Ｌ� 巾 高

巾ｗ ＝ｗ ＝ｍ ｑ Ｌｂ ｃ ｑ ｔ�

Ｑ － 2ｑ Ｌ Ｌ ÷Ｌ （ｘ≦Ｌ ）ｂ ｔ Ｅ ｈ∝ 巾 高

･････(33)
－ ｑ Ｌ （ 2Ｌ ÷Ｌ － 1） （ｘ＞Ｌ ）∝ ｔ Ｅ ｈ巾 高

Ｍ － 2ｑ Ｌ Ｌ ÷Ｌ ｘ （ｘ≦Ｌ ）ｂ ｔ Ｅ ｈ∝ 巾 高

－ 2ｑ Ｌ （ (Ｌ ÷Ｌ － 1)ｘ＋Ｌ ） （ｘ＞Ｌ ）∝ ｔ Ｅ ｈ ｈ巾 高

［中間断面］

中間断面の変形は肋板を含む１間隔を切りだしたリング構造を平面骨組みに置き換えて

解析することにより把握できる。図３．

１－５６は解析モデルと曲げモーメント

分布を示す。荷重は水圧のみであり、変

位の拘束は上下方向に２点、前後方向に

１点である。解析モデルの２方向の変位

量と１方向の回転量を有限なものとする

為には最低３点の拘束が必要であり、与

えた条件はこれを最低で満たている。実

際の拘束状態は底部木座に於いて前後方

向の変位が拘束されているだけで、後は 図３．１－５６
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閉 断面を構成する部材の剪断剛性で変位が抑制されているに過ぎない。従って、剪断剛性

による拘束を境界条件に置き換える必要がある。その方法として、閉断面を構成する部材

の中から剪断剛性の大きな前面と後面の外板を選び、その頂点で上下方向の変位を拘束し、

更に、Ｆ及びＲによる偶力が図の様に作用しているものと仮定し、偶力の合計が水圧荷重

と木座反力で作る捩りモーメントに等しく、叉、Ｆ及びＲの比率が部材の剪断流積分値の

比率に等しいとして、Ｒの大きさを決定し、骨組み構造の右上頂部に荷重として作用させ

た。算出される拘束点反力と縦方向の解析で得られた結果を比較することにより、仮定の

妥当性を確かめることができる。

［中央断面］

扉体中央の底面には補助的な支承金物があって、

自重だけが作用する構造となっている。扉体は、製

作完了後に溶接歪が解放されて、図３．１－５７に

示す形状に変形する可能性がある。現地の据え付け

が完了した時点で仮締切内の水を抜くと、扉体の自

重が中央支承金物に集中し、その反作用として、中 図３．１－５７

央断面が局部的に変形する可能性がある。図３．１－５８は３次元の有限要素法を用いて

これを解析した結果である。ａは支承金物付近の形状、ｂが応力分布、ｃが変形状況を示

す。この変形量は据え付けの際に一時的に発生するだけで、稼働状態では自重の大部分が

水中浮力で相殺される。

図３．１－５８
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（ ５）剪断座屈

捩り構造は、閉断面部材が純剪断に近い状態にあるから、剪断座屈に対する配慮が極め

て重要である。座屈に対する検証は、防撓材に囲まれるパネルは勿論のことで、防撓材を

含んだパネルについては種々の範囲について行い、最も弱いモードで座屈強度が確保され

ていることが必要である。これ等の検討は既に便覧化 されている方法で行うことが出きる*1

の で、ここで改めて論じる対象にはならない。扉体面には種々の理由で開口が設けられる。

開口によりその部分の強度が減じる可能性があるので、強度的に重要でない場所を選んで

設けるのが一般的設計手法であるが、捩り構造ゲートでは扉体外部の全面が主強度部材で

あり、大型ゲートではその大半が強度的に臨界状態にあるので、重要な部分に開口を設け

ることが避けられない場合がある。開口部に対しては応力集中を緩和する為に一般にダブ

リングによる補強がなされるが、捩り構造では剛性の低下による剪断座屈の発生を防止す

る必要があるので、開口の周囲

に剛性を補う為の円筒状の補強

材をとり付けることがある。円

筒補強された開口部の剪断座屈

に関する研究が少ないが 、補強*2

効 果を検証する手段として有限

要素法を用いた例を図３．１－

５９に示す。開口周辺の剛性

は、円筒補強により、無開口の

場合に比較して２倍以上に高ま

ったことを示している。 図３．１－５９

（６）応力集中

図３．１－８に示した扉体のコーナ部は剪断応力の集中を避ける為に大きな円弧形状を
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採 用した。図３．１－９では円弧部の成型コ

ストを排除する為に応力集中を覚悟して直角

形状を採用した。図３．１－６０は閉断面の

コーナに於ける応力集中係数の例である 。*1

薄 膜疑似法で得られた結果であるが、 Eq(i)

が コーナ部の薄膜が回転体形状であるとの仮

定で微分方程式を解いて得られたのに対し、

Ａはその仮定を設けずに、差分法で算出した

結果である。ａはコーナ内側の半径、δは板

厚、τ は通常部の応力、τ はコーナのｏ ｍａｘ

内側に沿った応力である。図３．１－６１は

コーナ溶接部を示していて、ｂｂがａ＝ｔの

曲線、ｃｃがａ＝ 2ｔ の曲線である。図６０

によればａ＝ 2ｔでτ ÷τ ≒ 1となり、ａｍａｘ ｏ

＝ｔではτ ÷τ ≒ 1.25となる。応力集中ｍａｘ ｏ

については、応力集中係数も含めて、コスト

図３．１－６０

を最小にする為の現場的研究が必要であると 図３．１－６０

思われる。

図３．１－６１



3.1- 57

３ ．１．４ 曲げ捩り理論による解析

捩り現象は単純捩りと曲げ捩りの組み合わせであり、前項では単純捩りのみを考えてい

たが、本項では曲げ捩りも考慮した構造解析の方法につき論じる。曲げ捩り現象は断面内

応力分布に大きな影響を与える。薄肉断面の捩りに関する基礎理論は添付資料３．１－２

・３に示し、特定の断面形状に理論式を適用した結果を添付資料３．１－４・５に示した

ので、本項ではこれらを出発点として構造解析の方法を論じる。用いる算式のうち、番号

がアルファベットで示されているものは添付資料から引用した式である。引用式に関連す

る用語の定義は添付資料３．１－１に一覧表にして示す。

３．１．４．１ 断面応力の分布形状

曲げ捩り理論は単純捩りと曲げ捩りの両方を含んだ理論であって、単純捩り理論で述べ

た断面応力はそのままこの項に適用される。本項では曲げ捩り現象によって発生する剪断

応力及び垂直応力の分布について明かにする。断面の主軸に一致させて直角座標（ｘ、

ｙ）を設定する。断面力は剪断応力に対応する曲げ捩りモーメントＴ だけが存在し、垂直ｗ

応力は、力とモーメントの両方が断面内で釣り合ってしまい、断面力を形成しない。剪断

応力及び垂直応力は断面の回転角度θに対して次の式で算出される。

［曲げ捩り断面係数］

Ｃ ＝Ψ Ｊ － 2Ψ Ｊ ＋ 4Ψ ａ Ｊ ＋Ｊ － 4ａ Ｊ ＋ 4ａ Ｊ ･････(m)ｂｄ ０ ０ ０ １ ０ ｉ ２ ３ ｉ ４ ｉ ５
２ ２

ｉ ｓ ０但 し、ａ ＝Ａ ÷Ｉ

Ｊ ＝∮ｔｄｓ 1 注記１．ｒ の原点は剪断中心０ ｓ

Ｉ ＝∮ ｄｓ である。０

Ｊ ＝∮Ｒｔｄｓ ｔ１

２ ｓＪ ＝∮Ｉｔｄｓ
Ｒ＝∫ｒ ｄｓｓ

２ ０Ｊ ＝∮Ｒ ｔｄｓ３

Ｊ ＝∮ＲＩｔｄｓ 1４ ｓ

Ｉ＝∫ ｄｓ
Ｊ ＝∮Ｉ ｔｄｓ ｔ５

２ ０

［曲げ捩り剪断流常数］

ｑ ＝－（Ψ Ｊ －Ｊ ＋ 2ａ Ｊ ）÷Ｉ ･････(ae)ｗ０ ０ ６ ７ ｉ ８ ０

但 し、Ψ は式 (n)で与えられ、ａ 、Ｉ 、Ｒ及びＩは式 (m) に於ける定義による。０ ｉ ０
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ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫ｔｄｓ）ｄｓ６

０ｔ

ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫Ｒｔｄｓ）ｄｓ７

０ｔ

ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫Ｉｔｄｓ）ｄｓ８

０ｔ

［曲げ捩り剪断流］

ｓ ｓ ｓ

ｑ ＝Ψ ∫ｔｄｓ－∫ｔＲｄｓ＋ 2ａ ∫ｔＩｄｓ＋ｑ ･････(ac)ｗ ０ ｉ ｗ０

０ ０ ０

［ 曲げ捩り剪断応力］

ｑ Ｔ ｑ ｄ Θｗ ｗ ｗ
３

τ ＝ ・ ＝－ Ｅ ･････(ad)ｗ

３ｔ Ｃ ｔ ｄｚｂｄ

［そり常数］

ｄｓ 1ｓ ｓ

Ψ ＝（∮ｔ∫ｒ ｄｓ－ 2Ａ ÷∮ ・∮ｔ∫ ｄｓｄｓ）÷∮ｔｄｓ ･････(n)０ ｓ ｓ

ｔ ｔ０ ０

［そり関数］

1 ｄｓｓ ｓ

Ψ＝Ψ －∫ｒ ｄｓ＋ 2Ａ ∫ ｄｓ÷∮ ･････(l)０ ｓ ｓ

ｔ ｔ０ ０

［曲げ捩り垂直応力］

ｄ Θ２

σ ＝ＥΨ ･････(aa)ｚ

２ｄ ｚ

［断面内の分布形状］

断面内の剪断応力分布は剪断流で定まり、垂直応力分布はそり関数で定まる。図３．１

－６２～６９迄は、図３．１－１２及び１３に示す魚腹型及び箱型断面の種々のケースに

ついて、曲げ捩り剪断流と反り関数を計算した結果である。数値計算に必要な算式は全て

添付資料３．１－４（魚腹型）及び５（箱型）に示されている。これらは上に示した一般

形状に対する式を二つの断面に適用した結果である。図－１２及び１３に於いてはｘ－ｙ

座標の原点が、後で行う構造解析に便利な様に、それぞれ図示の位置に設定されているが、
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上 記の計算式を実行するに当たっ

ては重心に原点を設定する。計算

結果は各グラフに示した特定の形

状と部材寸法に対するもので、そ

の絶対値は計算値にグラフに示し

た率を乗じた結果である。グラフ

には断面の形状、重心、剪断中心

が示されていて、剪断流とそり関

数は断面の内側をマイナス、外側

をプラスとして表示されている。 図３．１－６２

尚、剪断流は時計周りの方向をプ

ラスとしている。図６２～６５が

図１２に示す魚腹型断面、残りが

図１３に示す箱型断面に対応して

いる。

各グラフについての詳細な説明

に移る。図６２は図１４に示す曲

げ剪断流と同じ断面の曲げ捩り剪

断流とそり関数を示すが、二つの 図３．１－６３

剪断流の相違が明かである。曲げ

捩り剪断流は単純捩り剪断流と同

様に剪断中心周りにモーメントを

形成して、二つの捩りモーメント

の和が外力捩りモーメントと釣り

合う。従って曲げ捩りの影響度合

いを曲げ捩りモーメントが占める

比率で計ることができるが、単純

捩り剪断流の値が断面全周にわた

り一定の値であるのに対し、曲げ 図３．１－６４
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捩 り剪断流は符号が変化するの

で、正及び負モーメントの差が曲

げ捩りモーメントの値であって、

捩りモーメントの値が同一であっ

ても、曲げ捩り剪断応力の方が単

純捩り剪断応力よりも格段に大き

くなる。この点が、後で述べる様

に、曲げ捩り現象が断面の応力分

布を大きくかき乱す要因である。

図６３～６５は断面形状の影響を 図３．１－６５

示す為のもので、レンズ型から楕

円形を経て円形に変わる場合の剪

断流とそり関数を示す。板厚は全

周同一である。円形断面では両者

とも 0 であって、従って、いかな

る条件の下でも曲げ捩りは発生し

ない。剪断流の強さは円形に向け

て減少する筈であるが、その様に

見えないのは後で述べる断面係数

Ｃ が大きくなっているからであ 図３．１－６６ｂｄ

って、式 (ad)の様に、Ｃ で割っｂｄ

た値で比較すればその様になって

いる。尚、図６２～６５の板厚は

総て同一である。図６６は図１５

に示す曲げ剪断流と同じ断面の曲

げ捩り剪断流とそり関数を示す

が、二つの剪断流の相違がここで

も明かである。図６７は図６６の

辺の長さを逆にした場合の計算結

果である。板厚は全周同じである 図３．１－６７
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の で、相違は断面の最長比の影響

を表す。即ち、マイナスの剪断流

は長い辺の側に現れることを示し

ている。図６８～７０は板厚の影

響を示す為のもので、断面は総て

正方形であり、板厚は図６８の底

辺が他の辺の半分、図６９は総て

同一、図７０は右側の辺が他の辺

の半分である。マイナスの剪断流

は板厚を減じた辺に現れるので、 図３．１－６８

板厚減少と辺長の増加は同じ方向

に影響している。中間の図６９で

は剪断流もそり関数も 0 であり、

先の円形等板厚断面と同様に、い

かなる条件のもとでも曲げ捩りは

現れない。剪断応力及び垂直応力

を与える式 (aa)及び (ad)では剪断

流及びそり関数にθの微分値が乗

じられているので、曲げ捩りの影

響度合いは断面形状（板厚も含め 図３．１－６９

た）とθの分布で異なってくる。

叉、正方形断面では、そり関数の

符号が第１象限→第２象限→第３

象限→第４象限→第１象限と交互

に変化して行く様子が良くわか

る。

図３．１－７０
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３ ．１．４．２ 弾性方程式による解析例

単純捩り理論と異なるところは捩り変位量の計算方法であるので、３．１．３．２で論

じた弾性方程式による解析を曲げ捩り理論に迄拡張する為には式 (5) を曲げ捩りを考慮し

た式に入れ替える必要がある。この式は次の曲げ捩りの基礎方程式を断面変化を考慮して

ｄ Θ ｄ Θ４ ２

ＥＣ －ＧＪ －ｍ ＝ 0 ･････(e)ｂｄ ｔ ｔ

４ ２ｄ ｚ ｄｚ

解くことにより得られるが、本論文の目的からは曲げ捩り現象が解析結果にどの様な影響

を及ぼすかを見極めれば十分であるので、解が既に得られている一様断面について論じる。

（１） 解析方法

解析モデルと計算外力は単純捩り理論と全く変わらない。変位計算法は集中捩りモーメ

ントによる変形を算出する式を曲げ捩りを考慮した式に入れ替える。捩り角θの算出式と

しては添付資料３．１－２の解の例３に示した次の式を用いる。一様断面を前提条件とし

［基礎方程式の解］

Ｔ ｚ sh{α (ｌ－ｃ )}sh(α ｚ )
ｚ≦ｃ Θ＝ ［ － ］

ＥＣ α α sh(αｌ )ｂｄ
２ ３

Ｔ ｃ sh{α (ｌ－ｃ )}sh(α ｚ ) sh{α (ｚ－ｃ )}
ｚ≧ｃ Θ＝ ［ － ＋ ］

２ ３ ３ＥＣ α α sh(αｌ ) αｂｄ

但し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ ･････(f3)ｔ ｂｄ

て いるので式 (5)は不要となり、式 (6)が次の二つの式に入れ替わる。叉、一様断面である

［ｉ点のｍ によるｊ支承点の回転角］ｉ

ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])sh(ｋ ｊ )ｉ

θ ＝ ｛ｋｊ－ ｝ (ｊ≦ｉ )ｉｊ

α ＥＣ sh(ｋｎ )３
ｂｄ

ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])sh(ｋ ｊ )ｉ

｛ｋｉ＋ sh(ｋ [ｊ－ｉ ])－ ｝ (ｊ＞ｉ )
α ＥＣ sh(ｋｎ )３

ｂｄ

ｓ但 し、ｋ＝αｌ

･････(34)
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［ ｉ点のｍ によるｊ支承点の変位］ｉ

ｔｉｊ ｉｊ ｐｙξ ＝θ ｌ
･････(35)

ｔｉｊ ｉｊ ｐｘη ＝θ ｌ

から曲げに伴う内部捩りモーメントは存在しないので、内部捩りモーメントによる捩り変

形の算式は不要となる（ (c) 項）。

（２） 解析例

弾性方程式で得れれた不静定反力から内力を算出する手順は単純捩り理論と全く同一で

ある。但し、式 (21)で与えられる内部捩りモーメントは曲げ捩りモーメントと単純捩りモ

ーメントの合計であるので、それぞれの捩りモーメントを求める必要がある。叉、曲げ捩

りにより新たに発生する垂直応力及び式 (22)に代ってθを算出する為に以下の算式が新た

に必要になる。

［ｉ断面に作用する外部捩りモーメント］

ｍ ＝ｍ ＋Ｘ ｌ ＋Ｙ ｌ ･････(36)ｅｉ ｓｉ ｉ ｐｙ ｉ ｐｘ

［ ｉ断面に作用するｍ によるｊ断面の回転角及びその微分値］ｅｉ

θ ＝式 (34)のｍ を式 (36)のｍ に置き換えた式。 ･････(37)ｉｊ ｉ ｅｉ

ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])ch(ｋ ｊ )’ ｅｉ

θ ＝ ｛ 1 － ｝ (ｊ≦ｉ )ｉｊ

α ＥＣ sh(ｋｎ )２
ｂｄ

･････(38)
ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])ch(ｋｊ )ｅｉ

｛ ch(ｋ [ｊ－ｉ ])－ ｝ (ｊ＞ｉ )
α ＥＣ sh(ｋｎ )２

ｂｄ

ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])sh(ｋ ｊ )’’ ｅｉ

θ ＝ ｛－ ｝ (ｊ≦ｉ )ｉｊ

αＥＣ sh(ｋｎ )ｂｄ

･････(39)
ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])sh(ｋ ｊ )ｅｉ

｛ sh(ｋ [ｊ－ｉ ])－ ｝ (ｊ＞ｉ )
αＥＣ sh(ｋｎ )ｂｄ

ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])ch(ｋ ｊ )’’’ ｅｉ

θ ＝ ｛－ ｝ (ｊ≦ｉ )ｉｊ

ＥＣ sh(ｋｎ )ｂｄ

･････(40)
ｍ sh(ｋ [ｎ－ｉ ])ch(ｋ ｊ )ｅｉ

｛ ch(ｋ [ｊ－ｉ ])－ ｝ (ｊ＞ｉ )
ＥＣ sh(ｋｎ )ｂｄ
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ｄ Θ ｄ Θ ｄ Θ’ ’’ ’’’
２ ３

但 し、θ ＝ 、θ ＝ 、θ ＝ｉｊ ｉｊ ｉｊ

ｉｊ ｉｊ ｉｊｄ ｚ ｄｚ ｄｚ２ ３

［ｊ断面の回転角及びその微分値］

ｎ

θ ＝∑θ ･････(41)ｊ ｋｊ

0ｋ＝

’ ｎ ’

θ ＝∑θ ･････(42)ｊ ｋｊ

0ｋ＝

’’ ｎ ’’

θ ＝∑θ ･････(43)ｊ ｋｊ

0ｋ＝

’’’ ｎ ’’’

θ ＝∑θ ･････(44)ｊ ｋｊ

0ｋ＝

［ ｊ断面の単純捩りモーメント］

’

Ｔ ＝ＧＪ θ ･････(45)ｓｊ ｔ ｊ

［ ｊ断面の曲げ捩りモーメント］

’’’

Ｔ ＝－ＥＣ θ ･････(46)ｗｊ ｂｄ ｊ

Ｔ 及びＴ は、単純捩り理論と異なって、支承点間でも変化するが、以上のθに関わるｓｊ ｗｊ

算式では、ｊを実数として取り扱うことによりこの変化を算出することができる。応力分

布は断面力及びθの微分値を３．１．４．１項で示した算式に代入して得られる。

以下に弾性方程式により解かれた２種類の解析例を示す。どちらも単純捩り理論におい

て示したケースであり、扉体形状及び計算条件は改めて示さない。事例番号は対応する事

例の番号を踏襲している。

［解析例１］

魚腹型断面を片側で支持したケースである。図３．１－７１～７７が曲げ捩り理論によ

る解析結果である。図７１は変形量を示し、曲げ捩り理論によるθ、θ 、θ 、θ 、’ ’’ ’’’

を 曲線で示し、更に、単純理論によるθをｘ印で示した。横軸は断面の番号で、縦軸は計
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算 値であるが、計算結果に表示の

倍率を乗じた値が示されている。

θは概ね滑らかな曲線であり、扉

体の自由端では単純捩り理論によ

る解析結果と厳密に一致してい

る。θ は単純捩りモーメントに’

比例する量であって、明かに単純

捩り理論と異なっている。θ は’’

曲げ捩りに伴う垂直応力に比例す

る量であって、両端の区画を除い 図３．１－７１

て概ね周期的に変化している。

θ は曲げ捩りモーメントに比’’’

例する量であって、両端の区画を

除いて概ね周期的変化を示してい

るのは同じであるが、支承を含む

断面を境にして符号が反転してい

る。これは支承反力の存在によっ

て断面のそり変化の方向が急転し

ている結果と考えられる。図７２

及び７３は断面力を示す。図７２ 図３．１－７２

が曲げモーメント関係の結果であ

るが、この内容は単純捩り理論の

結果に比較して大きな変化は無

い。計算基礎となる不静定反力の

大きさが表３．１－４の様に変化

が少ないからである。図７３は捩

りモーメントを示す。単純捩りモ

ーメント及び曲げ捩りモーメント

は支承点間で変化している。しか

し、合計した値は一定となり、そ 図３．１－７３
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断 面 Ｘ (Kg) Ｙ (Kg)

番 号 曲げ捩り 単純捩り 曲げ捩り 単純捩り

0 -5843 -6059 -14832 -15381

1 5684 6070 14429 15408

2 112 -11 285 -27

3 47 0 120 0

4 -2 0 -5 0

5 48 0 121 0

6 112 -11 285 -27

7 5684 6070 14429 15408

8 -5843 -6059 -14832 -15381

表 ３．１－４

の値は式 (21)で与えられる内部捩りモーメント（＋印）に等しい。このことは曲げ捩りモ

ーメントの平均振幅は断面の性質には無関係に支承点の数で定まることを示している。即

ち、支承点による分割数を増やせば曲げ捩りモーメントの平均振幅はそれに比例して減少

するものと考えられる。曲げ捩りモーメントの絶対値は単純捩りモーメントに比較しては

るかに小さい点も注目する必要がある。図７４～７７は断面応力の分布を示す。図７４～

７６が剪断応力、垂直応力、及

び、主応力を示す。それぞれの図

は断面０、断面１の外（左）側、

及び、内（右）側を示す。断面０

では曲げ捩りの影響が小さい為に

応力分布は平坦であるが、断面１

外側は大きく乱れていて、単純捩

り理論による同じ断面の図２９と

比較すれば、曲げ捩りの影響がい

かに大きいかが明かである。断面

１内では乱れの方向が反転してい

る。この様な大きな乱れが生じて 図３．１－７４
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も 全体が純剪断に近い応力状態で

あることには変わりはない。図７

７は断面の剪断応力及び垂直応力

を構成する要素応力の分布であ

る。単純捩り理論の図３１と同じ

断面１外を示していて、記号はτ

：単純捩り剪断応力、τ ：曲ｓ ｗ

げ捩り剪断応力、τ 及びτ ：ｂｘ ｂｙ

曲げ剪断応力、σ ：曲げ垂直応ｂｙ

力、σ ：曲げ捩り垂直応力であ 図３．１－７５ｚ

る。応力の乱れの要因は曲げ捩り

による剪断及び垂直応力であるこ

とが明かであり、叉、その影響度

合いは曲げによる応力の乱れと比

較して遥かに大きい。曲げ捩りモ

ーメントは単純捩りモーメントに

比較し遥かに小さな値であるが、

応力分布に大きな影響を与える点

は注目すべきである。扉体の端末

に向かって単純捩りモーメントは 図３．１－７６

比例的に減少するが、曲げ捩りモ

ーメントの値は同じ程度を保ちな

がら周期的に変化するので、扉体

の中央や端末では曲げ捩りの影響

は一層顕著なものとなる。しか

し、小形ゲートではこの部分は強

度的に十分余裕があるのが普通で

あって、乱れ現象を無視しても工

学上問題になることはない。超大

型ゲートにあっては、経済設計的 図３．１－７７
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考 え方から断面の板厚を端末に向

かって減じて行くのが普通であっ

て、扉体の広範囲に渡って強度的

に臨界状態となるので、曲げ捩り

現象を無視した設計は成り立たな

い。曲げ捩り現象は捩り構造ゲー

トの断面力に大きな影響を及ぼさ

ないが、断面内の応力分布は大き

な影響を受け、超大型ゲートでは

その影響が無視できないのである。 図３．１－７８

［解析例５］

箱型断面を片側で支持したケー

スである。図３．１－７８～８３

が曲げ捩り理論による解析結果で

ある。図７８が変形量、図７９及

び８０が内力を示す。大きな傾向

は解析例１と同じであるが、細部

について若干異なる。θ 、及’’

び、θ の支承点と支承点の間 図３．１－７９’’’

の変化が解析例１では 0 軸に張り

付く傾向があるのに対して、解析

例５では 0 軸から離れている。こ

の相違は主に式 (34)で定義したｋ

値によるものと考えられる。解析

例１ではこの値はＫ＝ 9.73である

のに対し、解析例５ではＫ＝ 3.07

である。ｋが 3.07より小さいとθ

は 0 軸から益々離れ、θ と 0’’ ’’’

軸 の交差角度が更に大きくなる傾 図３．１－８０



3.1- 69

向 がある。叉、ｋが 9.73より大き

いとθ とθ が 0軸に密着する’’ ’’’

範 囲が広がることも確認された。

即ち、ｋが大きくなると曲げ捩り

の影響範囲が支承近くに限られて

きて、小さくなるとその範囲が広

がる。ｋには支承間隔が乗じられ

ているので、支承間隔が長くなる

と曲げ捩りモーメントが大きくな

るが影響範囲が狭まると言う相反 図３．１－８１

する面を持っている。ｋは、曲げ

捩り断面係数で割られているの

で、断面係数が大きくなると影響

範囲が広がる側面もある。ｋが無

限大となるのはαが無限大の場合

であり、式 (e) でＣ ＝ 0 、即ｂｄ

ち、単純捩りに相当するので、単

純捩り理論で得られた式を適用す

る必要がある。図８１～８３は剪

断応力、垂直応力、及び、主応力 図３．１－８２

を示している。それぞれの図は断

面１側、中間、断面２側に対応し

ている。剪断応力の乱れは１と２

で多く、方向が逆で、中間で少な

いが、解析例１に比較すると全体

的に少ない。区分数はどちらも同

じであるから、単純捩りモーメン

トと曲げ捩りモーメントの平均的

比率は等しい筈であるので、この

差は形状の影響であると考えられ 図３．１－８３
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る 。即ち、魚腹型断面よりも、長方形断面の方が曲げ捩りモーメントに対して断面効率が

高いことを示しているものと考えられる。曲げ捩りモーメントの平均振幅と全捩りモーメ

ントの比率は、前述した様に、分割数で定まるので、曲げ捩りに対する断面効率ｅ は曲ｂｄ

げ捩りと単純捩りによる剪断応力の算出式 (ad)及び (aj)に含まれる係数の比率で作った次

の係数で表すこ

ｗ ｓ ｗ ｔ ｗ ｓｑ 1 ｑ 1 ｑ Ｊ ｑ ・ 2Ａ
ｅ ＝｛ ・ ｝÷｛ ・ ｝＝ ・ ＝ ･････(47)ｂｄ

ｂｄ ｔ ｓ ｂｄ ｂｄｔ Ｃ ｔ Ｊ ｑ Ｃ Ｃ

とができる。ｑ は断面上での最大値を用いる必要がある。ｅ は値が小さい程曲げ捩りｗ ｂｄ

応力が小さく、従って、効率が良いことを示す。下表は３．１．４．１項で用いた９種類

の断面について計算した結果である。例１は no.2、例５は no.5である

ｓ ｗ ｂｄ ｂｄno 形 状 板厚分布 Ａ (mm ) ｑ max(mm ) Ｃ (mm ) ｅ２ ４ ６

1 円 均一 28274333 0 0 0

2 魚 腹 9366847 8.37E +9 2.09E+16 7.50

3 ﾚﾝｽﾞ 6522197 6.13E +9 1.03E+16 7.76

4 楕 円 16604449 1.03E+10 2.43E+16 14.08

5 箱 型 縦長 均一 275000000 5.91E+12 8.75E+20 3.71

6 横 長 275000000 5.91E+12 8.75E+20 3.71

7 均 一 756250000 0 0 0

8 正 四 下辺 1/2t 756250000 9.07E+12 1.54E+21 8.91

9 右 辺 1/2t 756250000 9.07E+12 1.54E+21 8.91
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（ ３） 模型実験

図３．１－４５に示した断面応力の計測結果に曲げ捩り理論による解析結果をΔで示し

た。計測断面が断面０と断面１の中間であり、実験模型のｋ値はｋ＝ 20.4であるので、計

測断面に於いてθ ＝θ ＝ 0 となり、解析結果は単純捩り理論と一致する結果となった’’ ’’’

が 、両者が実験値に非常に近い値を示していることはそれなりに意義がある。

３．１．４．３ 有限要素法による解析例

コンピュータの発達は昭和５０年代に入って加速され、現在で有限要素法による大型構

造物の解析が机上のパーソナルコンピュータで行える時代である。その結果、捩り構造ゲ

ートの構造解析もより合理的に行える様になった。本項では図３．１－１１に示した超大

型ゲートを例として、有限要素法による解析の意義につき論じる。尚、有限要素法の理論

は既に十分普及した考え方であるから、ここではその中身については言及しない。

（１） 変形の再現性

構造解析に於ける有限要素法はこれ迄に種々の種類の要素を用いた方法が実用化されて

来たが、対象構造物の性格と解析目的に対して適切な方法が選択され、叉、要素分割が正

しく行われるならば、解析結果は模型実験に劣らない再現性を持っている 。即ち、曲げ捩*1

り 理論が自然現象にかなった考え方であるならば、有限要素法による解析結果にはその証

しが現れる筈である。引用例ではゲート全体を一体として解析しているが、得られた応力

分布は複雑であり、横断面や防撓材の変形を考慮しても、単純捩り理論では説明できない

部分があり、曲げ捩り理論の考え方を通して眺めることにより、始めて、理解できること

を示す。
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（ ２） 解析結果

文献 の説明を引用して示す。事例の扉体形状は図３．１－１１に示した。扉高 27.500m*1

ｘ 扉巾 200.000mであり、中央で分割された横引きゲート（ Rolling Gate)） で、図に示さ

れているのはその半分である。扉体は、全閉時の大きな水圧力（解析条件）に対して、片

側で支持される。支持側断面の上部と下部は、コンクリート構造に埋め込まれた戸当たり

金物により、直接支持される。扉体断面は箱型であり、扉板は 1m間隔で補助縦桁により補

強され、補助縦桁は、高さ方向に６本配置された、水平桁で支持されていて、水平桁は 10

ｍ間隔で並んだ肋板で支持されている。各肋板の底部は、支承に代わり、ローラで支持さ

れている。扉体内部は幾つかの区画に分かれていて、浮力タンクとして使用される。浮力

タンクには扉体中心線に沿って縦方向の隔壁が設けられているが、底板はない。即ち、剪

断流ループは全体断面だけである。有限要素法による解析は、 IBM9021を用い、 NASAの開発

したプログラム "NASTRAN"で 行った。要素節点の自由度は 6 であり、梁要素を混ぜて用いる

ことができる。図３．１－８４～８６は解析結果である。図８４は形状と部材寸法、及び、

主要部の主応力と剪断応力及び支点反力を示す。事例内容は実現の可能性を検討する為の

ものであり、形状や部材寸法は総て暫定的な値である。図８５は要素の分割要領及び全体

変形を示す。要素分割は水平桁の位置で高さ方向に７分割、縦通隔壁の位置で巾方向に２

分割、補助縦桁の位置で長さ方向に 100 分割であり、ゲート全体が約 2500の板要素と約 20

00の梁要素に分割されている。水圧荷重は扉板に作用させたが、以上述べた分割方法から

して、板要素に局部的な曲げは発生していない。図８６は扉板上の主応力の大きさと方向

を示している。扉板全体が純剪断に近い状態にある。

（３） 断面応力の比較

断面応力について有限要素法と弾性方程式の比較を行う。有限要素法については前項

（２）で扉板の主応力を示したが、断面全体の応力が必要であるので、新たに計算した結

果を用いる。図８４に示される寸法に従い、参考文献と同じプログラムを用いて、 IBM750
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に より計算したが、扉板の主応力が図８６から読み取った値と一致することを確認した。

板要素の応力は板の両面の値が得られ、補助桁などの変形で若干の差が生じたので、二つ

の値を平均した値を用いた。叉、板要素の応力は板要素の中央の値と考えられるので、比

較は板要素の中央を通る断面で行うことを基本としたが、ローラ間の中間の断面は要素の

境界に一致するので、隣合う要

素の値の平均値をもってその断

面の応力とした。図３．１－８

７は有限要素模型の断面番号と

外板板厚の分布を示す（断面番

図３．１－８７ 番は図８４に示すローラ番号と

異なる）。板厚は各断面とも全周一様である。応力を比較する断面は、曲げ捩り理論によ

る弾性方程式の適用が一様断面に限られることを考慮して、０～１間、１～２間、及び、

８～９間（図８５の斜線部分）における左端、中央、右端の 9 断面とした。弾性方程式の

解析モデルは有限要素模型と同じ外形寸法を持ち、片側支持で、板厚がｔ＝ 34mm、及び、

ｔ＝ 12mmの２種類とし、断面０～２の間の値は 34mm模型の支持端から同じ位置にある断面

の値を用い、断面８～９の値は 12mm模型の非支持端から同じ位置にある断面の値を用いて、

有限要素模型の値と比較する。 34mm模型は図１５及び６６に応力の分布形状を示した断面

と同じものであり、有限要素模型と外形が同一であるが補助的な部材は総て省略されてい

る。 12mm模型はこれと板厚が異なる断面であるが、応力の分布形状は同じ図が適用できる。

図３．１－８８～９０は主応力σ 及びσ を曲げ捩り（曲げ）、有限要素（有限）、及び、１ ２

単純捩り（単純）について比較している。図８８が断面０～１、８９が断面１～２、９０

が断面８～９に対応していて、各グラフに示す”内側”及び”外側”は扉体の中心（図８

７参照）側か反対側かを示している。グラフの中のａ～ｄは図１５及び６６に示す断面内

の場所記号に対応している。曲げ捩りの結果が単純捩りよりも有限要素法の値を全体的に

良く近似している。図３．１－９１～９３は剪断応力及び垂直応力を曲げ捩り、有限要素、

及び、単純捩りについて比較している。図９１が断面０～１、９２が断面１～２、９３が

断面８～９に対応している。曲げ捩りの結果が有限要素法の値をより良く近似している様

子が一層鮮明である。有限要素法と曲げ捩りの結果は本来良い一致を示す筈であるが、両

者を詳しく比較して見ると、断面２の外側、及び、断面８～９に於いてかなりの食い違い

が認められる。この結果は主に曲げ捩りの解析に取り入れたモデル化に原因があると考え

０ １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

断面の番号

外板の板厚(mm)

３４ ３４ １６ １６ １４ １４ １２ １２ １２ １２

中心
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図 ３．１－８８ 主応力 断面０～１
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図 ３．１－８９ 主応力 断面１～２
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図 ３．１－９０ 主応力 断面８～９
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図 ３．１－９１ 剪断・垂直応力 断面０～１
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図 ３．１－９２ 剪断・垂直応力 断面１～２
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図 ３．１－９３ 剪断・垂直応力 断面８～９
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ら れる。即ち、①荷重による横断面変形はないと仮定したこと、②荷重をローラ位置の集

中荷重に置き換えたこと、及び、③全長を同一板厚としたことである。ローラを含む横断

面は剪断流変化、ローラ反力、及び、水圧荷重などの影響でかなり変形する筈であり、叉、

ローラ間の補助部材は水圧荷重で局部的に変形すると考えられるが、これらの荷重は扉体

全長にわたりほぼ一定の大きさと考えられるので、剛性の少ない断面８～９に影響が大き

く現れている筈である。有限要素応力におけるａ及びｂ点の乱れはローラ反力の影響が大

きい可能性を示している。板厚変化の影響は不静定反力分布に現れ、その度合いは断面２

付近で最も大きいものと考えられる。曲げ捩り理論による弾性方程式は局部変形と断面変

化に対応できていないが、局部変形については単純理論の（４）項で述べた方法で近似的

に補うことができる。

以上で明かな様に、有限要素法と弾性方程式の統一性を欠いた比較であったにも関わら

ず、曲げ捩り現象が応力分布に大きく影響していることは否定し難く、曲げ捩り理論によ

る弾性方程式が断面変化に対応できない限り、超大型ゲートの設計には有限要素法による

解析が不可欠であることを示している。
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３ ．１．５ まとめ

捩り構造を採用した魚腹型転倒ゲートはヨーロッパに於いて１９３１年に稼働していた①

記録がある。日本に於ける魚腹型の実用化はずっと遅れたが、普及の方向がヨーロッパ

と若干異なり、断面形状は魚腹形から離れている場合もあって、本論文では呼称を捩り

構造、叉は、捩り構造ゲートとした。

捩り構造の特徴： (1) 外力が捩りモーメントを形成できる条件にある。 (2) 断面の捩り②

剛性が大きい。 (3) 扉体が横長の場合に軽量である。 (4) 疲労破壊に強い。

弾性方程式の組立： (1) 片側支持が基本である。両端支持はその１ケースとして解かれ③

る。 (2) 非支持端の移動量は未知数の一つであり、弾性方程式の解として定まる。 (3)

方程式は捩り変形と曲げ変形で組み立てられる（剪断変形は無視）。 (4) 集中荷重によ

る内部捩りモーメントも算入する（断面が変化する場合）。

捩り構造ゲートは立体骨組みとして解析できる。部材重心と剪断中心のずれの問題は肋④

板を剛体として扱うことで解消される。

単純捩り理論による解析結果： (1) 片側支持と両端支持は、扉体断面が一様である場合、⑤

曲げ変形量が等しい。 (2) 断面変化があると剪断力及び曲げモーメントが急激に増加し、

、扉体巾方向の分布に乱れが生じるが、内部捩りモーメントへの影響は僅少である。

(3) 支承点の、最大Ｉの方向の、拘束を解放すると、最大Ｉの影響が大幅に緩和される。

(4) 支承点の、最小Ｉの方向の、位置を剪断中心と一致させると、最大Ｉの影響が無く

なる。 (5) 親ゲートの撓み変形は子ゲートの開閉機能を損なわない。但し、扉体応力が

局部的に高くなる可能性がある。 (6) 閉断面隅部に剪断による応力集中が発生する。

(7) 以上の各項は曲げ捩り理論にも通用する。

曲げ捩り理論による解析結果： (1) 曲げ捩りの基本方程式の解が一様断面に対して得ら⑥

れていて、これを用いて弾性方程式を組み立てることができる。 (2) 曲げ捩りは断面力

分布の大勢に影響しない。 (3) 曲げ捩りモーメントは扉巾方向にほぼ周期的に変化し、

平均的振幅は支承数で定まる。支承数が増せば振幅は減少する。 (4) 曲げ捩りモーメン

トによる剪断応力は同じ大きさの単純捩りモーメントに比較して段違いに大きな値を示

す。生じる曲げ捩りモーメントは小さいが、結果的に断面応力への影響が無視できない。

(5) 長方形断面は魚腹型断面よりも効率良く曲げ捩りに抵抗できる。 (6) 断面応力への

曲げ捩りの影響は捩りモーメントが小さくなる非駆動端に近いほど大きくなる。全長の
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大 半が応力的に臨界状態にある超大型ゲートでは曲げ捩りによる応力が部材選択のうえ

で支配的である範囲が広く存在するので、曲げ捩りを無視して設計は成り立たない。

解析方法：捩り構造は単純捩りだけを考慮した解析方法では挙動的に再現できない部分⑦

がある。曲げ捩りも含めた解析が必要であって有限要素法及び弾性方程式を用いる方法

でそれを行うことができるが、弾性方程式が変断面に対応できない限り、有限要素法が

最も適切な手段であると考えられる。
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添 付資料３．１－１ 引用式の用語一覧表

（引用式：添付資料から本文に引用している式）

本文中で添付資料から引用している式は (e)、 (f3)、 (l)、 (m)、 (n)、 (y)、 (aa)、 (ac)、

(ad)、 (ae)、 (aj)、 (ba)、 (bf)、 (bh)、 及び、 (bj)である。用語の定義は引用もとに示し

たが、更に下記に一覧表として示す。表示以外の用語は引用式で定義されている。

ｘ、ｙ、ｚ：直交座標。ｘ・ｙ軸は断面の主軸と一致させる（ｚ軸は捩り軸方向）

ｓ ：薄肉断面の中心線に沿った周軸（時計方向が正）

θ ：ｚ＝ｚに於ける断面の回転角（時計方向が正）

Θ ：θを与えるｚの関数

ξ、η：断面全体のｘ及びｙ方向の変位、即ち、撓み

Ｅ：ヤング率

Ｇ：剪断弾性係数

ｔ：薄肉断面の肉厚

ｌ：梁の全長、

Ａ ：閉断面の面積ｓ

Ｍ 、Ｍ ：ｘ軸、ｙ軸周りの断面一次モーメントをｓ迄積分した値ｘ ｙ

Ｉ 、Ｉ ：ｘ軸、ｙ軸周りの断面二次モーメントｘ ｙ

Ｊ ：捩りに対する断面係数ｔ

Ｃ ：曲げ捩りに対する断面係数ｂｄ

Ｑ 、Ｑ ：ｘ方向、ｙ方向の剪断力ｘ ｙ

ｍ 、ｍ ：ｘ軸、ｙ軸周りの曲げモーメント（内力）ｘ ｙ

Ｔ ：曲げ捩りモーメント（内力）ｗ

Ｔ ：単純捩りモーメント（内力）ｓ

ｍ ：分布捩りモーメント（外力）ｔ

Ｔ ：集中捩りモーメント（外力）

ｃ ：Ｔの作用位置（ｚ座標）

ｒ 、ｒ ：剪断中心、座標原点からｄｓの接線に下ろした垂線の長さ（ｄｓがこれらｓ ０

の点に対して正のモーメントを与える時に正の値をとる）

∮ｄｓ ：ｓ軸に沿った一周積分



文献（ 32）の 239頁より引用した。長方形断面 1234は変形後は 1'2'3'4'で示されるような横断面形状を呈する。同文献はそりのできる
*1

原因に関して次の説明を与えている。”そりが生じる原因として、捩り変形を受けた後も断面の形状がくずれないで正しい形に保持さ

れることによるものと考え得る。即ち、断面方向の母線と変形前に互いに直交していた軸方向の母線は変形後もこの直交条件を保つと

考える。”
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添 付資料３．１－２ 捩りを受ける薄肉断面梁の応力分布

捩りを受けている梁の横断面には捩り剪断応力が発生している。板厚一定の円形や正多

角形の閉じた薄肉断面梁では捩り剪断応力が形成するモーメントの大きさは外部から作用

する捩りモーメントに等しい。この様な梁では横断面は回転するだけて軸方向に変形する

ことはないが、それ以外の多くの断面では、図３．１－１００ に示す様な、反りと呼ば*1

れ る変形が生じる。反りが発生しても、捩

り軸の方向に一様である場合は捩り剪断応

力に変化はないが、内部捩りモーメントが

軸方向に変化したり外部拘束の存在等によ

りそり量が軸方向に変化すると、梁断面を

構成する部材に面内の曲げ変形が発生して

、断面の応力分布が異なってくる。この現

象が曲げ捩りと呼ばれている。曲げ捩りに

よる応力分布は、梁の曲げ理論や単純捩り 図３．１－１００

理論で考える応力分布とは全く異なったも

のである。梁断面の頂部、底部、側部等の断面に発生する垂直応力はその部材内で曲げモ

ーメントを形成するが、梁断面全体では０である。しかし各部材に発生する剪断応力は梁

断面全体としての捩りモーメントを形成し、外部からの捩りモーメントの一部と釣り合う。

単純な捩りと曲げ捩りが受け持つ捩りモーメントの割合は反りの軸方向分布により異なる。

曲げ捩り現象を伴った梁の応力分布に関する文献は多数執筆されているが、本資料は、対

象を薄肉断面梁に限定して、これらに示されている断片的情報を本研究テーマに合った一

貫した形に編集したものである。尚、本研究においては、捩り現象を単純捩りと曲げ捩り

に分け、それぞれの内部捩りモーメントを単純捩りモーメントと曲げ捩りモーメントと呼

び、構造解析理論において曲げ捩りを無視した場合を単純捩り理論、考慮した場合を曲げ

捩り理論と呼んで区別している。

１

２

４

３

１’ ２’

３’

４’



文献（ 21） 181頁
*1
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（ １）単純捩りと曲げ捩りの分布

［変 位］

図３．１－１０１の様に原点を梁の端面内の重心 (Ｇ )

に、ｘ軸及びｙ軸を端面上に、ｚ軸を捩り軸方向にとる

。ｚ＝ｚに於ける断面の回転角をθとし、関数Θ（ｚ）

で与えられるものとする。即ち、

θ＝Θ（ｚ） 図３．１－１０１

回転は剪断中心を軸として発生するが、重心を中心に回転すると仮定しても応力成分には

影響を与えないので 、ｘ及びｙ方向の変位ｕ及びｖは次の式で表すことができる。*1

ｕ ＝－Θｙ

････(a)

ｖ ＝Θｘ

ｚ軸に直交する断面内の反りの形状を表す関数をΨ（ｘ，ｙ）とする

（反り関数）。ｚ軸の任意の位置に於ける断面内の点（ｘ、ｙ）のｚ

方向の変位ｗ（右図参照）は、断面が捩られる強さに比例するので、次の式で表すことが

できる。

ｄΘ
ｗ＝ Ψ（ｘ，ｙ） ････(b)

ｄ ｚ

ｘ軸

ｙ軸

ｚ軸

Ｇ
θ

変形前

断面形状

ｚ軸

変形後ｗ



σ はｘ軸方向の法線を持つ面のｘ方向の応力、τ はｘ軸方向の法線を持つ面に作用するｙ方向の剪断応力を表す。ε はｘ軸方向の
*1

ｘ ｘｙ ｘ

法線を持つ面のｘ方向の歪、γ はｘ軸方向の法線を持つ面に作用するｙ方向の剪断応力に対応した歪を表す。ｘｙ

曲げ捩りに伴う剪断応力も発生するが、この段階ではそれを無視して考える。
*2
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［ 歪と応力］

垂直応力及び剪断応力をσ及びτで表し、伸び歪み及び剪断歪をε及びγで表し、作用

する面とその方向を添え字で表すと 、歪及び応力は次の式で表すことができる。Ｅ及びＧ*1

は ヤング率及び剪断弾性係数である。

ｗ ｖ ｕ∂ ∂ ∂
ε ＝ε ＝ 0 、 ε ＝ 、γ ＝ ＋ｘ ｙ ｚ ｘｙ

ｚ ｘ ｙ∂ ∂ ∂

ｗ ｕ ｄΘ Ψ∂ ∂ ∂
γ ＝ ＋ ＝ （ －ｙ） ･････(c)ｘｚ

ｘ ｚ ｄｚ ｘ∂ ∂ ∂

ｗ ｖ ｄΘ Ψ∂ ∂ ∂
γ ＝ ＋ ＝ （ ＋ｘ）ｙｚ

ｙ ｚ ｄｚ ｙ∂ ∂ ∂

ｗ ｖ ｕ∂ ∂ ∂
σ ＝σ ＝ 0 、 σ ＝Ｅε ＝Ｅ 、τ ＝Ｇγ ＝Ｇ（ ＋ ）ｘ ｙ ｚ ｚ ｘｙ ｘｙ

ｚ ｘ ｙ∂ ∂ ∂

ｄΘ Ψ ｗ ｄΘ∂ ∂
τ ＝Ｇγ ＝Ｇ （ －ｙ）＝Ｇ（ － ｙ） ･････(d)ｘｚ ｘｚ

ｄ ｚ ｘ ｘ ｄｚ∂ ∂

ｄΘ Ψ ｗ ｄΘ∂ ∂
τ ＝Ｇγ ＝Ｇ （ ＋ｘ）＝Ｇ（ ＋ ｘ）ｙｚ ｙｚ

ｄｚ ｙ ｙ ｄｚ∂ ∂

尚、剪断応力が正の方向は、作用する断面の法線が座標軸の方向と一致している面では剪

断応力の方向を示す軸の正の方向と一致し、負の場合は逆向きとなる。

［釣合方程式］

Θd
捩りにより発生する位置エネルギーより求める。捩りが働くと梁の断面には に比例

dz
ｗ∂

した捩り剪断歪と共に垂直歪 が発生し、歪エネルギーが蓄えられる 。ｚ軸に沿って*2

ｚ∂

一様捩りモーメントｍ が分布しているとすると、梁の回転により荷重のポッテンシャルｔ

エネルギーも蓄えられるので、全体の位置のエネルギーΠは次の様になる。



演算法については文献（ 18） 59頁参照。テイラー展開して二次以上の微小量を削除しても同じ結果が得られる。
*1
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ｌ ｌ ２ ｌ ｔ ２Ｅ ｗ ＧＪ ｄΘ∂
Π＝－∫ｍ Θｄｚ＋∫ ∫ （ ）ｔｄｓｄｚ＋∫ （ ）ｄｚｔ

2 ｚ 2 ｄｚ０ ０ ０∂

ｓは薄肉断面に沿った距離、ｔはその肉厚であり、ｌは梁の全長、Ｊ は捩りに対する断ｔ

面係数である。上式のｗに (b) 式を代入し、Ｃ ＝∫Ψ ｔｄｓと置いて次の式が得られる。ｂｄ
２

ｌ ｂｄ ｌ ｌ ｔ ２Ｅ Ｃ ｄ Θ ＧＪ ｄΘ２

Π＝－∫ｍ Θｄｚ＋ ∫（ ） ｄ ＋∫ （ ）ｄｚｔ
２

2 ｄｚ 2 ｄｚ０ ０ ２ ０

Ｃ は曲げ捩りに対する断面係数である。位置エネルギーに変位の変分による定理を適用ｂｄ

して 、次の式が得られる。*1

ｄ Θ ｄ Θ ｄΘ ｄΘｌ
２ ２

δΠ＝∫（－ｍ δΘ ＋ＥＣ ・δ ＋ ＧＪ ・δ ）ｄｚｔ ｂｄ ｔ

ｄｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ０ ２ ２

ｄ Θ ｄ δΘ ｄΘ ｄδΘｌ
２ ２

＝∫（－ｍ δΘ ＋ＥＣ ・ ＋ＧＪ ・ ）ｄｚｔ ｂｄ ｔ

ｄｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ０ ２ ２

部分積分を、積分記号の中の第２項に２回及び第３項に１回、適用して次の結果を得る。

ｄ Θ ｄ δΘ ｄ Θ ｄδΘ ｄ Θ ｄ Θｌ ｌ ｌ ｌ
２ ２ ２ ３ ４

∫ ・ ｄｚ＝［ ・ ］－［ δΘ］＋∫ δΘｄｚ
０ ２ ２ ２ ０ ３ ０ ０ ４ｄ ｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ

ｄΘ ｄδΘ ｄΘ ｄ Θｌ ｌ ｌ
２

∫ ・ ｄｚ＝［ δΘ］－∫ δΘｄｚ
０ ０ ０ ２ｄｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ

以上をδΠに代入し、整理して次の式が得られる。
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ｌ ｌｄ Θ ｄδΘ ｄ Θ ｄΘ２ ３

δΠ＝［ＥＣ ・ ］－［（ＥＣ －ＧＪ ）δΘ］ｂｄ ｂｄ ｔ

２ ０ ３ ０ｄ ｚ ｄｚ ｄｚ ｄｚ

ｄ Θ ｄ Θｌ
４ ２

＋∫（ＥＣ －ＧＪ －ｍ ）δΘｄｚ＝ 0ｂｄ ｔ ｔ

０ ４ ２ｄ ｚ ｄｚ

付加変位δΘはΘの端末条件を満足しているので、上式の第１項及び第２項内の因数は次

の様にΘの端末の条件で定まる量であり、通常はどちらかの因数が 0 になるので、両項共

ｌ ｌ

第１項＝［垂直応力・反り量 ］ 、第２項＝［捩りモーメント・回転角］
０ ０

に 0 となり、δΠが 0 である為には第３項の括弧内が 0 である必要があるので次の式が得

られる。この式を解くことにより各断面の捩り角度Θがわかり、Θ 、Θ 及びΘ が次’ ’’ ’’’

々 と算出できるので、単純捩り及び曲げ捩りモーメント及び反り量の分布が明かになる。

ｄ Θ ｄ Θ４ ２

ＥＣ －ＧＪ －ｍ ＝ 0 ･････(e)ｂｄ ｔ ｔ

４ ２ｄ ｚ ｄｚ

［端末条件］

必要な端末条件は、途中の経過からも明かな様に、反りと捩りの二つである。表３．１

－１０１は端末条件を表す式とその値を示す。

条件 反り 回転

ｄ Θ ｄ Θ ｄΘ２ ３

自由 ＥＣ ＝ 0 ＥＣ －ＧＪ ＝ 0ｂｄ ｂｄ ｔ

ｄ ｚ ｄｚ ｄｚ２ ３

ｄΘ
拘束 ＝ 0 Θ＝ 0

ｄｚ

表３．１－１０１



文献（ 27）、（ 28）でも同じ内容の解が与えられている。
*1

文献（ 27）から収録。
*2
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*1［ 解の例１］

図３．１－１０２ａの例では、長さｌの梁のｚ＝ｃの

位置にＴ＝Ｔ ＋Ｔ の集中捩りモーメントが与えられて１ ２

、ａ及びｂ点に於ける支持条件は反りに対して自由、回

転に対して拘束である。式 (e) に於いてｍ ＝ 0 と置きｔ

、積分して次の二つの式が得られる。

図３．１－１０２ａ

ｄ Θ ｄΘ３

ｂｄ ｔ １ｚ ≦ｃの範囲で、ＥＣ －ＧＪ ＝－Ｔ
ｄｚ ｄｚ３

ｄ Θ ｄΘ３

ｂｄ ｔ ２ｚ ≧ｃの範囲で、ＥＣ －ＧＪ ＝－Ｔ
ｄｚ ｄｚ３

内部捩りモーメントＴ 及びＴ を消去する為のもう一つの条件は上の２式のｚ＝ｃに於け１ ２

る連続条件である。以上の解として次の式が得られている。

Ｔ sh{α (ｌ－ｃ )}sh(α ｚ ) ｌ－ｃ sh{α (ｚ－ｃ )} ｚ－ｃ
ｚ≦ｃ Θ＝ ［ － ｚ－ ＋ ］

３ ２ ３ ２ＥＣ α sh(αｌ ) α α αｂｄ

Ｔ sh{α (ｌ－ｃ )}sh(α ｚ ) ｌ－ｃ
ｚ≧ｃ Θ＝ ［ － ｚ］

３ ２ＥＣ α sh(αｌ ) αｂｄ

ｔ ｂｄ但 し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ

･････(f1)

*2［ 解の例２］

図３．１－１０２ｂの例では、長さｌの梁のｚ＝ｃの位置から端末まで分布モーメント

ｔが作用していて、ａ及びｂ点に於ける支持条件は反りに対して自由、回転に対して拘束

ａ ｂ

ｌ

ｃ

Ｔ1

Ｔ2
ｚ軸

���

���

���

���



文献（ 28）から収録。
*1
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で ある。解は次の通り与えられている。

図３．１－１０２ｂ

２ｔ (1－ ch{α (ｌ－ｃ )})sh(α ｚ ) (ｌ－ｃ )
ｚ≦ｃ Θ＝ ［ － ｚ］

ＥＣ α sh(αｌ ) 2αｌｂｄ
３

２ｔ (1－ ch{α (ｌ－ｃ )})sh(α ｚ ) (ｌ－ｃ )
ｚ≧ｃ Θ＝ ［ － ｚ

ＥＣ α sh(αｌ ) 2αｌｂｄ
３

２1-ch{α (ｚ－ｃ )} (ｚ－ｃ )
－ － ］

α 2α３

ｔ ｂｄ但 し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ
･････(f2)

*1［ 解の例３］

図３．１－１０２ｃの例では、長さｌの梁のｚ＝ｃの

位置に集中捩りモーメントＴが与えられて、ａ点に於け

る支持条件は反りに対して自由、回転に対して拘束、ｂ

点は反り、拘束とも自由である。解は次の様に与えられ

ている。

図３．１－１０２ｃ

Ｔ ｚ sh{α (ｌ－ｃ )})sh(α ｚ )
ｚ≦ｃ Θ＝ ［ － ］

ＥＣ α α sh(αｌ )ｂｄ
２ ３

Ｔ ｃ sh{α (ｌ－ｃ )})sh(α ｚ ) sh{α (ｚ－ｃ )}
ｚ≧ｃ Θ＝ ［ － ＋ ］

２ ３ ３ＥＣ α α sh(αｌ ) αｂｄ

ｔ ｂｄ但 し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ
･････(f3)

ａ ｂ

ｌ

ｃ

ｔ

ｚ軸

���

���

���

���

ａ ｂ

ｌ

ｃ

Ｔ

ｚ軸

���

���



文献（ 28）から収録。
*1

文献（ 28）から収録。
*2
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*1［ 解の例４］

図３．１－１０２ｄの例では、長さｌの梁のｚ＝ｃの

位置に集中捩りモーメントＴが与えられて、ａ点に於け

る支持条件は反り、回転とも拘束、ｂ点は自由である。

解は次の様に与えられている。

図３．１－１０２ｄ

Ｔ ch(αｚ )-1
ｚ≦ｃ Θ＝ ［ ｢sh(αｌ )－ sh{α (ｌ－ｃ )}｣ － sh(αｚ )＋αｚ］

α ＥＣ ch(αｌ )３
ｂｄ

Ｔ sh(αｌ )-sh{α (ｌ -ｃ )}+sh{α (ｌ -ｚ )}{ch(α ｃ )-1}
ｚ≧ｃ Θ＝ [αｃ - ]

α ＥＣ ch(αｌ )３
ｂｄ

ｔ ｂｄ但 し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ
･････(f4)

*2［ 解の例５］

図３．１－１０２ｅの例では、長さｌの梁の全長に分

布モーメントｔが作用していて、ａ点に於ける支持条件

は反りに対して自由、回転に対して拘束、ｂ点は反り、

回転共に自由である。解は次の通り与えられている。

図３．１－１０２ｅ

ｔ ch{α (ｌ /2－ｚ )}
Θ＝ ［α ｚ (ｌ -ｚ /2)＋ ］２

α ＥＣ ch(αｌ /2)４
ｂｄ

ｔ ｂｄ但 し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ
･････(f5)

ａ ｂ

ｌ

ｃ

Ｔ

ｚ軸
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ａ ｂ

ｌ

ｔ

ｚ軸
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文献（ 28）から収録。
*1

文献（ 28）には以上の例を含めて 36ケースの解が示されている。文献（ 29）（ 30）はこの文献の抄録である。
*2
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*1［ 解の例６］

図３．１－１０２ｆの例では、長さｌの梁の全長に分

布モーメントｔが作用していて、ａ点に於ける支持条件

は反り、回転共に拘束、ｂ点は自由である。解は次の通

り与えられている。

図３．１－１０２ｆ

ｔ ch(αｚ )-1-αｌ sh(αｌ )+αｌ sh{α (ｌ－ｚ )}
Θ＝ ［α ｚ (ｌ -ｚ /2)＋ ］２

α ＥＣ ch(αｌ )４
ｂｄ

ｔ ｂｄ但 し、α＝√ＧＪ ÷ＥＣ

･････(f6)

以 上の例以外に多数の荷重条件と境界条件に対して解が得られている 。*2

ａ ｂ

ｌ

ｔ

ｚ軸
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（ ２）Ｃ 及びＪ の算出方法ｂｄ ｔ

式 (e) を解いて捩り及び曲げ捩りの量を算出するのに曲げ捩り及び捩りに対する断面係

数、Ｃ 及びＪ 、が必要である。ｂｄ ｔ

２－１）Ｃ ：曲げ捩り断面係数ｂｄ

式 (e) を導出する過程でＣ を次の様に定義した。ｂｄ

Ｃ ＝∫Ψ ｔｄｓ ･････(g)ｂｄ
２

Ψ は反り関数と呼ばれ、反りの形状を表す。反り量ｗは式

(b) に示される様に反りの形に捩りの強さを乗じた形で与

えられる。Ｃ の算式を導くに先立ち、Ψを求める必要がｂｄ

ある。図３．１－１０３の様に薄肉断面の中心線上に沿っ

て長さｓをとり、その微小部分の長さをｄｓ、ｘ軸及びｙ

軸方向の成分をｄｘ，ｄｙとする。ｓの正の方向はθと同

じ時計周りの方向とする。対象を閉じた断面に限定し、ｄ

ｓ内のｓ方向の剪断応力をτ とすると、τ は肉厚方向ｓ ｓ

に概略一定と考えることができ、今の定義及び上の式を用

いて次の式で表せる。 図３．１－１０３

ｄｘ ｄｙ ｄｘ ｄｙ
τ ＝τ ＋τ ＝τ ＋τ ･････(h)ｓ ｚｘ ｙｚ ｘｚ ｚｙ

ｄ ｓ ｄｓ ｄｓ ｄｓ

τ 及びτ に式 (d)を代入して整理し、両辺をｓに沿って積分すると次の式を得る。ｘｚ ｚｙ

ｓ ｓ ｓ∂ ∂ｗ ｄｘ ｗ ｄｙ ｄΘ
∫τ ｄｓ ＝Ｇ∫（ ・ ＋ ・ ）ｄｓ＋Ｇ ∫（ｘｄｙ－ｙｄｘ）ｓ

０ ０ ０∂ ∂ｘ ｄｓ ｙ ｄｓ ｄｚ

･････(i)

ｄｓ
ｄｙ

－ｄｘ

τsτzy

τzx

ｘ軸

ｙ軸

ｚ軸

ｓの方向



文献（ 15） 67頁参照
*1

簡単なスケッチで確かめられるが、文献（ 17）の 158頁でも証明されている。
*2

原点が自由に選べる根拠は式 (a)で述べた回転中心がシフトできる理由と同一である。
*3

文献（ 32）の 239頁
*4
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右 辺の第一項の積分記号の中はｘ及びｙの合成関数ｗをｓで微分した形であり 、第二項の*1

積 分記号の中は幾何学的にｘｄｙ－ｙｄｘ＝ｒ ｄｓと置き換えられる 。ｒ は剪断中心ｓ ｓ
*2

か らｄｓの接線に下ろした垂線の長さである。原点は自由に設定できるが 、重心にあると*3

考 える。以上により式 (ｉ ) を変形して、次の式が得られる。この式の積分を断面の

ｓ ｓ ｓ ｓｄｗ ｄΘ ｄΘ
∫τ ｄｓ ＝Ｇ∫ ｄｓ－Ｇ ∫ｒ ｄｓ＝Ｇ（ｗ－ｗ ）＋Ｇ ∫ｒ ｄｓｓ ｓ ０ ｓ

０ ０ ０ ０ｄ ｓ ｄｚ ｄｚ

･････(j)

全 周につき行うと、右辺第一項はｗ－ｗ ＝ 0となり、第二項の積分は閉断面内の面積Ａ の０ ｓ

２倍に等しくなり、叉、左辺のτ は捩り剪断応力のみを対象としているので、τ ｘｔ＝ｓ ｓ

剪断流＝一定である。以上のことから次の様にτ が定まる。ｓ

ｄｓ ｄΘ 2ＧＡ ｄΘ ｄｓｓ

∮τ ｄｓ＝τ ｔ∮ ＝ 2ＧＡ 従って、τ ＝ ・ ÷∮ｓ ｓ ｓ ｓ

ｔ ｄｚ ｔ ｄｚ ｔ

･････(k)

dΘ
式 (j)及び (k)を用いてｗを求め、更にｗ ＝Ψ と置き換えると共に式 (b) を代入して０ ０

dｚ

、閉断面に対する反り関数Ψが得られる。（ ）内は式 (m)での定義を用いた表現である。

ｒ は一般的には正負の符号を持った量でり、ｒ ｄｓが剪断中心に関し正のモーメントをｓ ｓ

与える時に正の値をとる 。*4

1 ｄ ｓｓ ｓ

Ψ＝Ψ －∫ｒ ｄｓ＋ 2Ａ ∫ ｄｓ÷∮ （＝Ψ －Ｒ＋ 2ａ Ｉ） ･････(l)０ ０ １ｓ ｓ

ｔ ｔ０ ０

本資料の巻頭で反りの発生しない断面について言及したが、式 (l) からこれをもっと具体



この条件が満たされればΨ ＝ 0も成り立つ。
*1

０
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的 に知ることができる。反り関数Ψ≡ 0 であるので、Ψ ＝ 0でなくてはならない。従って０

Ψは次の様に書き改められる。Ψがどの様なｓに対しても 0 である為には積分記号の中が

ｄｓ 1ｓ

Ψ＝∫｛－ｒ ＋（ 2Ａ ÷∮ ） ｝ｄｓｓ ｓ

ｔ ｔ０

0 である必要がある。従って反りの発生しない条件は次の様になる 。（）内は式 (m)の定*1

１1 ｄｓ 2ａ
ｒ ＝ （ 2Ａ ÷∮ ）（＝ ）ｓ ｓ

ｔ ｔ ｔ

義を用いた表現である。ｔ＝一定の場合には円形及び正多角形ならこの条件を満たし、ｔ

が変化する場合は、板厚ｘｒ が一定となる様な板厚分布とするとこの条件を満たす。ｓ

Ｃ は、式 (g)に式 (l)を代入して、次の様に与えられる。ｒ の原点は剪断中心である。ｂｄ ｓ

Ｃ ＝Ψ Ｊ － 2Ψ Ｊ ＋ 4Ψ ａ Ｊ ＋Ｊ － 4ａ Ｊ ＋ 4ａ Ｊ ･････(m)ｂｄ ０ ０ ０ １ ０ ｉ ２ ３ ｉ ４ ｉ ５
２ ２

ｉ ｓ ０但 し、ａ ＝Ａ ÷Ｉ

Ｊ ＝∮ｔｄｓ 1 注記１．ｒ の原点は剪断中心０ ｓ

Ｉ ＝∮ ｄｓ である。０

Ｊ ＝∮Ｒｔｄｓ ｔ１

２ ｓＪ ＝∮Ｉｔｄｓ
Ｒ＝∫ｒ ｄｓｓ

２ ０Ｊ ＝∮Ｒ ｔｄｓ３

Ｊ ＝∮ＲＩｔｄｓ 1４ ｓ

Ｉ＝∫ ｄｓ
Ｊ ＝∮Ｉ ｔｄｓ ｔ５

２ ０

Ψ は周積分の出発点に於けるΨの値であり、その値は軸方向に外力が無いことより求め０

ることができる。即ち、軸方向の外力が０であるから、Ψの断面内の総和が 0 である必要



導出の詳細は添付資料３．１－３に示す。
*1
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が ある。この条件を式 (l) に適用すると、次の式が得られる。従ってΨ は、式 (m)の記号０

ｄｓ 1ｓ ｓ

∮Ψｔｄｓ＝Ψ ∮ｔｄｓ－∮ｔ∫ｒ ｄｓｄｓ＋ 2Ａ ÷∮ ・∮ｔ∫ ｄｓｄｓ＝ 0０ ｓ ｓ

ｔ ｔ０ ０

を使用して表すと、次の様になる。

ｄｓ 1ｓ ｓ

Ψ ＝（∮ｔ∫ｒ ｄｓｄｓ－ 2Ａ ÷ ∮ ・∮ｔ∫ ｄｓｄｓ）÷∮ｔｄｓ０ ｓ ｓ

ｔ ｔ０ ０

＝（Ｊ － 2ａ Ｊ ）÷Ｊ ･････(n)１ ｉ ２ ０

式 (n)及び (m)から捩り曲げに対する断面剛性Ｃ を算出することができる。計算に必要なｂｄ

剪断中心（ｘ 、ｙ ）は、曲げに伴う剪断力と剪断応力の原点に対するモーメントが等しｓ ｓ

いことから、次の式で与えられる 。ｘ軸及びｙ軸は断面の主軸と一致している必要があ*1

ｓ １１ ｓ ｘ ｙｙ ＝（Ｊ ＋ 2Ａ ｃ ）÷Ｉ

ｘ ＝－（Ｊ ＋ 2Ａ ｃ ）÷Ｉ ･････(o)ｓ １２ ｓ ｙ ｘ

ｘ ９ ０但 し、ｃ ＝－Ｊ ÷Ｉ

ｙ １０ ０ｃ ＝－Ｊ ÷Ｉ

ｙ ｓＭ
Ｊ ＝∮ ｄｓ Ｍ ＝∫ｘｔｄｓ９ ｙ

０ｔ

Ｍ 注記１．ｒ の原点は重心である。ｘ ｓ ０

Ｊ ＝∮ ｄｓ Ｍ ＝∫ｙｔｄｓ１０ ｘ

０ｔ

０ ｙｒ Ｍ
Ｊ ＝∮ ｄｓ１１

ｔ

０ ｘｒ Ｍ
Ｊ ＝∮ ｄｓ１２

ｔ

Ｉ ＝∮ｘ ｔｄｓｙ
２
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Ｉ ＝∮ｙ ｔｄｓｘ
２

Ｉ 、Ａ は式 (m)と同一定義０ ｓ

る。ｒ は原点から積分点の接線に下ろした垂線の長さである。添付資料３．１－４及び５０

にＣ の計算事例を示した。魚腹型断面及び矩形断面について式 (o)、 (n)、 (m)を適用したｂｄ

結果である。簡単な断面形状であっても計算公式は事例の様に複雑となるので、実用的に

は、線要素で近似した断面についてコンピュウタにより数値積分を行う必要がある。

以上、閉断面に対する曲げ捩り剛性の算出方法を述べたが、開断面では捩り剪断応力は

肉厚方向にほぼ直線上に変化していて、肉厚の内面と外面では逆向きの等しい値と考えら

られるので、肉厚の中心線に沿う剪断応力は 0 と見なせる。従って式 (h)のτ を肉厚の中ｓ

心線上の値と考えれば、式 (j)の左辺を 0 と置くことができ、開断面の肉厚の中心線上に於

ける反り関数Ψは、式 (l)のＡ を含む項が消えて、次の式で与えられる。ｓ

ｓ

Ψ＝Ψ －∫ｒ ｄｓ ･････(p)０ ｓ

０

従 ってＣ は、式 (m)のａ を含む項が消えて、次の様に与えられる。ｂｄ ｉ

Ｃ ＝Ψ Ｊ － 2Ψ Ｊ ＋Ｊ ･････(q)ｂｄ ０ ０ ０ １ ３
２

ｕ

但 し、Ｊ 、Ｊ 、Ｊ は式 (m) の算式で∮を∫ と入れ替えたもので、 0 は開断面の一端、０ １ ３

０

u は 他端である。

Ψ は、式 (n)のａ を含む項が消えて、次の様に与えられる。記号は式 (q)と同一である。０ ｉ

Ψ ＝Ｊ ÷Ｊ ･････(r)０ １ ０

式 (r)を式 (q)に代入すれば、Ｃ は次の様になる。ｂｄ

Ｃ ＝（Ｊ Ｊ －Ｊ ）÷Ｊ ･････(s)ｂｄ ３ ０ １ ０
２
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開 断面の剪断中心は式 (o)でｃ ＝ｃ ＝ 0の場合に相当するので、次の様に書き表せる。ｘ ｙ

ｓ １１ ｙｙ ＝Ｊ ÷Ｉ

ｘ ＝－Ｊ ÷Ｉ ･････(t)ｓ １２ ｘ

ｕ

但 し、Ｊ 、Ｊ 、Ｉ 、Ｉ 、Ｉ は式 (o)の算式で∮を∫ と入れ替えたもので、 0 は１１ １２ ｙ ｘ ０

０

開 断面の一端、 u は他端である。

等辺山形材の剪断中心はフランジの交点であるが、この様に総ての部材が剪断中心の方向

を向いている場合には、積分式 (s)に含まれる係数の計算に於いてｒ ＝ 0 となり、Ｃ ＝ｓ ｂｄ

0 となってしまう。この様な場合には、 (q)式の様に、肉厚の中心線上に於ける反り関数Ψ

だけ考えるのでは不十分で、肉厚方向のΨの変化を考慮する必要がある。式 (h)に立ち帰り、

ｓの法線方向にｎ軸をとり、この方向の剪断応力τ についてｒ と同じ操作を行う。ｎ ｓ

ｄｘ ｄｙ ｄｘ ｄｙ
τ ＝τ ＋τ ＝τ ＋τ ･････(u)ｎ ｚｘ ｙｚ ｘｚ ｚｙ

ｄ ｎ ｄｎ ｄｎ ｄｎ

τ 及びτ に式 (d)を代入して整理し、両辺をｎ方向に積分する次の式を得る。ｘｚ ｚｙ

ｎ ｎ ｎ∂ ∂ｗ ｄｘ ｗ ｄｙ ｄΘ
∫τ ｄｎ ＝Ｇ∫（ ・ ＋ ・ ）ｄｎ＋Ｇ ∫（ｘｄｙ－ｙｄｘ）ｎ

０ ０ ０∂ ∂ｘ ｄｎ ｙ ｄｎ ｄｚ

･････(v)

右 辺の第一項の積分記号の中はｘ及びｙの合成関数ｗをｎで微分した形であり、第二項の

積分記号の中は幾何学的にｘｄｙ－ｙｄｘ＝ｒ ｄｎと置き換えられる。ｒ は原点からｎ ｎ

ｎ軸に下ろした垂線の長さである。原点は後の計算の便宜を考えて剪断中心にあると考え

る。ｗは薄肉の中央線上に於ける反り量との差を考えることにしてこれをｗ で表す。従っｎ

てｗ のｎ軸原点での値は 0 である。以上により式 (v)を変形して、次の式が得られる。ｎ

ｎ ｎ ｎ ｎｄ ｗ ｄΘ ｄΘ
∫τ ｄｎ ＝Ｇ∫ ｄｎ－Ｇ ∫ｒ ｄｎ＝Ｇｗ ＋Ｇ ∫ｒ ｄｎｎ ｎ ｎ ｎ

０ ０ ０ ０ｄ ｎ ｄｚ ｄｚ
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τ は常に 0 であるから、この式の右辺＝ 0 と置いて、ｗ が求められる。ｗ に対応すｎ ｎ ｎ

るそり関数ΨをΨ で表し、式 (b) を書き変えて上式のｗ に代入し、Ψ を求める。ｎ ｎ ｎ

ｎ

Ψ ＝－∫ｒ ｄｎ ･････(w)ｎ ｎ

０

式 (g)式 においてΨ＝Ψ＋Ψ と置き、積分の方向をｓとｎの２方向に拡大し、断面係数のｎ

Ψ に対応した部分をＣ で表してＣ ＝Ｃ ＋Ｃ と置き、式を書き変え、式 (w) をｎ ｂｄｎ ｂｄｔ ｂｄ ｂｄｎ

Ψ に代入して積分を実行し、次の結果が得られる。ｎ

ｕ ＋ｔ／２

Ｃ ＝∫∫（Ψ＋Ψ ） ｔｄｎｄｓｂｄｔ ｎ
２

０ －２／ｔ

３
ｕ ｕ ＋ｔ／２ ｕ ＋ｔ／２ ｕ ｔ

＝∫Ψ ｔｄｓ＋ 2∫Ψ∫Ψ ｄｎｄｓ＋∫∫Ψ ｄｎｄｓ＝Ｃ ＋∫ｒ ｄｓ２ ２ ２
ｎ ｎ ｂｄ ｎ

12０ ０ －２／ｔ ０ －２／ｔ ０

ｂｄ ｂｄｎ＝ Ｃ ＋Ｃ

３
ｕ ｔ

即ち、Ｃ ＝∫ｒ ｄｓｂｄｎ ｎ
２

12０

･････(x)

以 上の様に薄肉開断面については、断面形状より、式 (s)、叉は、 (x)で曲げ捩りの断面係

数が計算できりるが、汎用的な断面については設計便覧等で結果が与えられている。表３．

１－１０２にその例を示す。

２－２）Ｊ ：捩り断面係数ｔ

捩りに対する断面係数の算出方法については広く知られているところであるので、結果

のみ述べる。多くの便覧で汎用断面について公式化されている。表３．１－１０２にその

例を示す。

２ｄｓ 4Ａ ｓ

閉断面に対して Ｊ ＝ 4Ａ ÷∮ ＝ ･････(y)ｔ ｓ
２

０ｔ Ｉ

３
ｕｔ

開断面に対して Ｊ ＝∫ ｄｓ ･････(z)ｔ

3０
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*1ａ ．曲げ捩り断面係数と捩り断面係数（開断面）

ｔ断 面 形 状 捩り断面係数Ｊ

等厚中空管 4Ａ ｔ２

ｓ

中空四変形 ｔ 1 ｔ 2 ｔ 3 ｔ 4
断面 4Ａ ∑ ＋ ＋ ＋２

ｓ 1 ｓ 2 ｓ 3 ｓ 4

*2ｂ ．捩り断面係数（閉断面）

表３．１－１０２薄肉断面の断面係数公式
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（ ３）応力の算出方法

曲げ捩り剛性及び捩り剛性が定まって、捩り角度Θの分布が判れば、反り量、曲げ捩り

モーメント、捩りモーメントが次々と求められ、曲げ捩りの剪断応力と垂直応力及び捩り

の剪断応力が算出できる。

３－１）曲げ捩りによる応力分布

曲げ捩りに伴う垂直応力は式 (d) の第２式に式 (b) を代入して次の様に与えられる。開

ｄ Θ２

σ ＝ＥΨ ･････(aa)ｚ

２ｄ ｚ

断面と閉断面に共通の式で、Ψは式 (l)、 (p)、或いは式 (x) の様に、Ψ＝Ψ＋Ψ として与ｎ

えられる。

曲げ捩りに伴う剪断応力は垂直応力と

の釣合から求めることが出来る。先ず、

閉断面に対する応力を求める。図３．１

－１０４は断面から切り出したｄｓ xｄ

ｗｚ xｔの小片に作用する応力を示す。τ

は曲げ捩りに伴う剪断応力を表す（捩

りに伴う剪断応力τ と区別する）。ｚｓ

方向の力の釣合から次の式が得られる。

図３．１－１０４

∂ (τ ｔ ) ∂ (σ ｔ )ｗ ｚ

＝－
∂ｓ ∂ｚ

式 (aa)を右辺に代入して、両辺をｓに沿って積分すると、τ が次式で与えられる。ｗ

ｄｓ

ｄｚ

σzｔ

τw ｔ

σz ｔ

＋ ｄｚ
ｄ（σz ｔ）

ｄｚ

τw ｔ＋ ｄｓ
ｄ（τw ｔ）

ｄｓ
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Ｅ ｄ Θｓ
３

τ ＝－ （∫Ψｔｄｓ＋ｑ ） ･････(ab)ｗ ｗ０

０ ３ｔ ｄｚ

この式の（）が曲げ捩り剪断応力の分布を表す剪断流である。これをｑ と置き、Ψに式ｗ

(l) を代入して次の式が得られる。ｑ は積分開始点に於ける剪断流の値である。剪断応ｗ０

ｓ ｓ ｓ

ｗ ０ ｉ ｗ０ｑ ＝Ψ ∫ｔｄｓ－∫ｔＲｄｓ＋ 2ａ ∫ｔＩｄｓ＋ｑ
０ ０ ０

＝Ψ Ｊ －Ｊ ＋ 2ａ Ｊ ＋ｑ ･････(ac)０ ０ｓ １ｓ １ ２ｓ ｗ０

但 し、Ψ は式 (n)で与えられ、ａ 、Ｒ及びＩは式 (m) に於ける定義、Ｊ 、Ｊ 及び０ ｉ ０ｓ １ｓ

Ｊ は式 (m)で定義したＪ 、Ｊ 及びＪ の１周積分を s 迄の積分に置き換えた式である。２ｓ ０ １ ２

力 は、剪断流を用いて、式 (ad)の様に表現出来る。Ｔ は曲げ捩りモーメントである。次にｗ

ｗ ｗ ｗｑ ｄ Θ ｑ Ｔ３

τ ＝－ Ｅ ＝ ・ ･････(ad)ｗ

ｂｄｔ ｄｚ ｔ Ｃ３

ｑ を確定する。それに先立ち、確定に必要な条件を求める。τ は式 (c)及び (d)で定義ｗ０ ｗ

した表現法でτ と表すことが出来る。式 (c)及び (d)を参考に歪との関係を表し、更に、ｓｚ

図３．１－１０３で示した応力の幾何学的関係を歪に適用して次の式が得られる。ｑはｓ

ｗ ｑ ｗ ｕ ｘ ｖ ｙ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
τ ＝Ｇγ ＝Ｇ（ ＋ ）＝Ｇ（ ＋ ・ ＋ ・ ）ｗ ｓｚ

ｓ ｚ ｓ ｚ ｓ ｚ ｓ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂

方向の変位である。ｕ、ｖは断面の剛体変位であることに留意してこの式の両辺をｓに沿

って積分することにより、ｑ が確定できる次の条件が得られる。ｑ を求めるには式ｗ０ ｗ０

ｗ ｕ ｘ ｖ ｙ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
∮τ ｄｓ ＝∮ ｄｓ＋ ∮ ｄｓ＋ ∮ ｄｓ＝ 0ｗ

ｓ ｚ ｓ ｚ ｓ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
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(ab)の両辺をｓに沿って積分し、右辺＝ 0 と置いてｑ をΨの関数として解き、Ψに式ｗ０

(l) を代入し、積分を実行する。結果は次の様に与えられる。

ｑ ＝－（Ψ Ｊ －Ｊ ＋ 2ａ Ｊ ）÷Ｉ ･････(ae)ｗ０ ０ ６ ７ ｉ ８ ０

但 し、Ψ は式 (n)で与えられ、ａ 、Ｉ 、Ｒ及びＩは式 (m) に於ける定義による。０ ｉ ０

ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫ｔｄｓ）ｄｓ６

０ｔ

ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫Ｒｔｄｓ）ｄｓ７

０ｔ

ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫Ｉｔｄｓ）ｄｓ８

０ｔ

閉殿面に対しては式 (ae)で剪断流の常数を算出し、式 (ac)に代入して剪断流が定まれば任

意点の剪断応力を式 (ad)から算出できる。添付資料３．２－５に矩形断面についての剪断

流常数と剪断流の計算事例を示した。簡単な断面形状であっても計算公式は事例の様に複

雑となるので、実用的には、線要素で近似した断面についてコンピュ－タにより数値積分

を行う必要がある。

次に開断面について考える。開断面の積分開始点を断面部材の端末にとれば、そこでは

ｓ方向の剪断応力は 0 である筈であるから、剪断流は 0 である。従って、剪断応力を与え

る式 (ab) は、ｑ が消え、次の様に書き変えられる。剪断流についての式 (ac)は、更に、ｗ０

Ｅ ｄ Θｓ
３

τ ＝－ ∫Ψｔｄｓ ･････(af)ｗ

０ ３ｔ ｄｚ

ａ を含む項も消えて次の様に書き変えられる。剪断流から式 (ad) により剪断応力が算出ｉ

ｓ ｓ

ｑ ＝Ψ ∫ｔｄｓ－∫ｔＲｄｓ ･････(ag)ｗ ０

０ ０
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但 し、Ψ は式 (s) で与えられ、Ｒは式 (m) に於ける定義による。０

される点は変わりない。式 (ag)をＩ型断面に適用すると、フランジ内の剪断流は次の様な

放物線の式で与えられる。ｌ はフランジ巾、ｌ はウエッブ高さ、Ａ はフランジ面積、νｆ ｗ ｆ

ｑ ＝ｌ ｌ Ａ （ν－ν ）÷ 4ｗ ｆ ｗ ｆ
２

は フランジ上の点を表す 0～ 1迄の無次元量である。前項（２）のＣ で述べた様に等辺山ｂｄ

形鋼の様に総ての部材が剪断中心の方向を向いている場合はＣ を算出するのにΨの板厚ｂｄ

方向の変化も考慮する必要があったが、この場合には剪断流も≒ 0 となるので、剪断応力

の算出方法もΨのｎ方向の変化が取り入れられる様拡張する必要がある。Ｃ の場合に倣ｂｄ

いΨ＝Ψ＋Ψ と置き、更に、剪断応力もΨ に対応した部分をτ と置いて、τ ＝τ ＋ｎ ｎ ｗｎ ｗｔ ｗ

τ とする。式 (aa)のΨにΨ＋Ψ を代入して式 (ah)とする。剪断応力は垂直応力とのｗｎ ｎ

ｄ Θ２

σ ＝Ｅ（Ψ＋Ψ ） ･････(ah)ｚ ｎ

２ｄ ｚ

釣合から求めることができるが、反り関数が板厚方向に変化するので、釣合式は次の様な

表現をとる必要がある。式 (ah)及びτ ＝τ ＋τ を代入して、両辺をｓに沿って積分ｗｔ ｗ ｗｎ

(τ ) (σ )＋ｔ／２ ｗｔ ＋ｔ／２ ｚ∂ ∂
∫ ｄｎ＝－∫ ｄｎ

ｓ ｚ－２／ｔ －２／ｔ∂ ∂

し、次の式が得られる。積分常数は当然 0 である。左辺第１項と右辺第１項は式 (af)によ

(τ ) ｄ Θ ｄ Θｓ ＋ｔ／２ ｗｎ ｓ ｓ ＋ｔ／２∂ ３ ３

τ ｔ ＋∫∫ ｄｎｄｓ＝－Ｅ∫Ψｔｄｓ －Ｅ∫∫Ψ ｄｎｄｓｗ ｎ

０ －２／ｔ ０ ３ ０ －２／ｔ ３∂ ｓ ｄｚ ｄｚ

り等しいので式から落とし、変形して次の式が得られる。どの様なｓに対してもこの関係
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(τ ) ｄ Θｓ ＋ｔ／２ ｗｎ∂ ３

∫∫（ ＋ＥΨ ）ｄｎｄｓ＝ 0ｎ

０ －２／ｔ ３∂ ｓ ｄｚ

が成り立つ為には、ｔもｓの関数であることを考慮すると、二重積分の内部が 0 である必

要がある。即ち、

(τ ) ｄ Θ∂ ｗｎ
３

＋ＥΨ ＝ 0ｎ

３∂ｓ ｄｚ

この関係をｓに沿って積分して次のτ が算出できる式が得られる。ｗｎ

ｄ Θｓ
３

τ ＝－Ｅ∫ Ψ ｄｓ ･････(ai)ｗｎ ｎ

０ ３ｄ ｚ

τ の積分常数は剪断流と同じ理由で 0 である。ｗｎ

τ は、式 (af)で算出した、τ をτ に加算すｗｔ ｗ ｗｎ

る ことにより求められる。図３．１－１０５に示

ｗした山形鋼の断面に適用した結果を次に示す。τ

は 0 である。ｌはフランジ先端より剪断中心迄の

距離、ｔは板厚、νはフランジ上の位置を示す無

次元量で 0～ 1の間で変化し、区間の開始点が原点

であり、±は山形の外側及び内側に対応する。応

力分布は放物線状である。

図３．１－１０５

Ｅｔｌ ν ｄ Θ２ ２ ３

a～ b τ ＝± （ν－ ）ｗｎ

３2 2 ｄ ｚ

Ｅｔｌ ｄ Θ２ ３

b～ c τ ＝± （ 1 －ν ）ｗｎ
２

３4 ｄ ｚ

ｔｌ

剪断中心

ｌ
ａｂ

ｃ
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３ －２）捩りによる応力分布

捩りによる剪断応力の算出方法については広く知られているところであるので、結果のみ

を次に示す。Ｔ は全体の捩りモーメントから曲げ捩りの捩りモーメントを差し引いた値でｓ

閉断面に対して

1 ｑ Ｔ ｑ ｄΘｓ ｓ ｓ

τ ＝ Ｔ ＝ ・ ＝ Ｇ ･････(aj)ｓ ｓ

2Ａ ｔ ｔ Ｊ ｔ ｄｚｓ ｔ

ｄｓ
但し、Ｉ ＝∮０

ｔ

ｓ2Ａ
ｑ ＝ ＝捩りに対する剪断流ｓ

０Ｉ

開断面に対して

３ｔ ｔ ｄΘ ｄΘ ｔｕ

τ ＝ Ｔ ＝ ＧＪ ＝Ｇｔ 但し、Ｊ ＝∫ ｄｓ ･････(ak)ｓ ｓ ｔ ｔ

Ｊ Ｊ ｄｚ ｄｚ 3ｔ ｔ
０

ｄΘ ｄΘ
ある。右辺はＴ を捩りの強さ で置き換えた形である。 は曲げ捩りに対する釣合ｓ

ｄｚ ｄｚ

方程式 (e) の解から計算される。モーメントに対応した算式は多くの便覧で汎用断面につ

いて公式化されている。表３．１－１０３にその例を示す。



例えば文献（ 35） 102～ 103頁。
*1
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断 面 形 状 計 算 公 式

ｓ閉 等厚中空管 Ｔ
τ ＝ｓ

断 2Ａ ｔｓ

面

ｓ ｓ中空四変形 Ｔ Ｔ
断面 τ ＝ 、τ ＝ ････ｓ１ ｓ２

ｓ １ ｓ ２2Ａ ｔ 2Ａ ｔ

ｓ １ ｓ ２開 形鋼 3Ｔ ｔ 3Ｔ ｔ
τ ＝ 、τ ＝ ････ｓ１ ｓ２

ｎ ｎ ｎ ｎ断 ∑ｔ ｌ l ∑ｔ ｌ３ ３

面

ｓ縦割れ円管 3Ｔ
τ ＝ｓｍａｘ

2π ｒｔ

*1表 ３．１－１０３薄肉断面の捩り剪断応力公式
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（ ４）応力分布の特徴

図３．１－１０６は各種の断面形状に対して計算上想定した剪断応力分布の特徴を示し

たものである。実際の分布は細部に於いてこれ等とは若干異なる筈である。正方形、Ｉ形

形 曲げ捩り 単純捩り

状 剪断流 剪断応力 剪断流 剪断応力

正 τ ＝ｓ

方 剪断流÷ｔ

形

τ ＝ｗ

剪断流÷ｔ

ｉ 剪断流＝ 0

形

鋼

溝

形

鋼

山 剪断流＝ 0

形

鋼

図３．１－１０６

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

����������
����������

����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����

－

＋

－

＋２ｔ

１ｔ

２ｔ

２ｔ

備考

１．変動幅は拡大して示した。

������������
������������

����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�� �

������������
������������������������������������

����������
����������

������������������������
� �

�������������������������

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

�������������������������

�������������������������
�������������������������
�������������������������

�������������������������
�������������������������
�������������������������

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

＋

＋ ＋

＋

�������
�������
�������
�������
�������

板厚内分布

������������
������������
������������

������
������
������

������
������
������

������������
������������
������������

������
������
������

�
�
�

������
������
������

＋

－

－

＋

＋ －

��
����
��

＋

－

断面内分布

��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

�����������
�����������

�������������

�����������
�����������
�������������＋

＋

ｓ1

ｓ2

ｓ3

備考：

符号はｓの

方向と関連

ある。

���������
���������
���������
���������
���������
���������

板厚内分布

布

������������
������������
������������

������
������
������

������
������
������

������������
������������
������������

������
������
������

�
�
�

������
������
������

＋

－

＋

��
����
��

＋

－

板厚内分布

＋

��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

－

��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��
��

�
�
�

－

�����������
�����������

�������������

�����������
�����������
�������������＋

＋

ｓ

備考：

符号はｓの

方向と関連

ある。

��
��
����
��
��＋ －

－

＋

＋

－

板厚内分布

����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����

����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����

�����������������
�����������������
�����������������
�����������������

�����������������
�����������������
�����������������
�����������������

����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����
����

�����������������
�����������������
�����������������
�����������������

��
��
��
��
��
��
����
����

���
���
���
���
���
���
����
����
����
����
����
����
��������
����
�
�
����
����
����
����
����

�����������
�����������
�����������
�����������

�
� ��

��
��
����
��
��

＋ －

－

＋

＋

－

板厚内分布
( τwn)



例えば文献（ 35） 66頁及び文献（ 38）の 45～ 46頁。
*1
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鋼 、及び、溝形鋼では曲げ捩りのτ は存在する筈であるが、少量であるので省略していｗｎ

る。正方形断面の捩りに於いても板厚断面内で変化する応力成分が存在する筈であるが、

一般的には無視できる。曲げ捩りの剪断応力分布と曲げに伴う剪断応力分布は異なる。図

３．１－１０７は曲げに対する分布形状を示している。Ｑが荷重方向、Ｇが重心、ｓが剪

断中心を示している。

四角形 Ｉ形鋼 溝形鋼 山形鋼

*1図 ３．１－１０７



導出の詳細は、例えば、文献（ 17）の 201から 202頁に示されている。
*1
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添 付資料３．１－３ 曲げを受ける薄肉断面梁の応力分布

薄肉閉断面梁の剪断応力分布と剪断中心を与える算式を示す 。*1

（ １）剪断応力分布

添付資料３．１－２の図－１０３に示される様な梁断面上の主軸に一致させてｘ及びｙ

軸を設定する。ｘ軸及びｙ軸周りの曲げモーメントをｍ 及びｍ とし、断面二次モーメンｘ ｙ

トをＩ 、Ｉ とするとすると、断面の垂直曲げ応力σ 及び断面二次モーメントは次の式でｘ ｙ ｂ

与えられる。

ｙ ｘｍ ｍ
σ ＝ ｘ＋ ｙ＝σ ＋σ ･････(ba)ｂ ｂｘ ｂｙ

ｙ ｘＩ Ｉ

Ｉ ＝∮ｘ ｔｄｓｙ
２

･････(bb)
Ｉ ＝∮ｙ ｔｄｓｘ

２

σ と釣り合う剪断応力をτ とすると、二つの応力の関係は添付資料３．１－２の図－１ｂ ｂ

０４に示されるσ zとτ wの関係に等しいので、その関係は次式で表される。ｔは釣合部分

(τ ｔ ) (σ ｔ )∂ ∂ｂ ｂ

＝－ ･････(bc)
ｓ ｚ∂ ∂

の板厚であり、ｚは断面に直角方向に設定した座標軸、ｓは図－１０３で定義されている

断面の板厚中心線上に沿って設定された周軸である。断面のｘ方向及びｙ方向の剪断力を

Ｑ 及びＱ とすると、剪断力と曲げ応力の間には次の関係が成立する。式 (ba)をｘ方向のｘ ｙ
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ｙｄ ｍ
Ｑ ＝ｘ

ｄｚ
･････(bd)

ｘｄ ｍ
Ｑ ＝ｙ

ｄｚ

荷重による曲げ応力σ とｙ方向の荷重による曲げ応力σ に分解して式 (bc)に代入するｂｘ ｂｙ

と、それぞれの曲げ応力に対応した剪断応力τ 及びτ についての式が得られるので、ｂｘ ｂｙ

式 (bd)の 関係を用いて曲げモーメントを消去してからｓにつき積分することにより、剪断

応力の分布を与える次の二つの式が得られる。Ｍ 及びＭ は添付資料３．１－２の式 (o)にｘ ｙ

ｘ ｓ ｘＱ Ｑ
τ ｔ＝－ （∫ｘｔｄｓ＋ｃ ）＝ － （Ｍ ＋ｃ ）ｂｘ ｘ ｙ ｘ

ｙ ｙＩ Ｉ０

･････(be)
ｙ ｓ ｙＱ Ｑ

τ ｔ＝－ （∫ｙｔｄｓ＋ｃ ）＝ － （Ｍ ＋ｃ ）ｂｙ ｙ ｘ ｙ

ｘ ｘＩ Ｉ０

おける定義と同じで、断面一次モーメントをｓ迄積分した値である。ｃ 、ｃ は積分常数ｘ ｙ

であるが、括弧内は曲げに伴う剪断流であるので、これらは積分開始点における剪断流の

強さである。剪断流をｑ 及びｑ と置き、これを用いて剪断応力を次の式で表す。ξ、ｂｘ ｂｙ

Ｑ ｑ ｑ ｄ ξｘ ｂｘ ｂｘ
３

τ ＝－ ・ ＝－Ｅ ・ｂｘ

３Ｉ ｔ ｔ ｄｚｙ

･････(bf)
Ｑ ｑ ｑ ｄ ηｙ ｂｙ ｂｙ

３

τ ＝－ ・ ＝－Ｅ ・ｂｙ

３Ｉ ｔ ｔ ｄｚｘ

但し、ｑ ＝Ｍ ＋ｃ （ｘ方向の荷重に対する剪断流）ｂｘ ｙ ｘ

ｑ ＝Ｍ ＋ｃ （ｙ方向の荷重に対する剪断流）ｂｙ ｘ ｙ

ηは断面全体のｘ及びｙ方向の変位、即ち、撓みである。ｃ 及びｃ を決定する条件は添ｘ ｙ

付資料３．１－２の式 (ae)を導く為に設定した条件に倣って設定することができる。即ち

τ とその剪断歪γ の関係にτ とγ の関係を当てはめると次の二つの条件式が得られる。ｂ ｂ ｗ ｓｚ
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∮ τ ｄｓ＝ 0ｂｘ

･････(bg)
∮ τ ｄｓ＝ 0ｂｙ

この式に式 (be)を代入して、ｃ 及びｃ について解くと、次の式が得られる。Ｊ 、Ｊ 及ｘ ｙ ９ １０

び Ｉ は添付資料３．１－２の式 (o)における定義と同一である。０

1 1ｓ

ｘ ９ ０ｃ ＝－∮ （∫ｘｔｄｓ）ｄｓ÷∮ ｄｓ＝－Ｊ ÷Ｉ
ｔ ｔ０

･････(bh)
1 1ｓ

ｙ １０ ０ｃ ＝－∮ （∫ｙｔｄｓ）ｄｓ÷∮ ｄｓ＝－Ｊ ÷Ｉ
ｔ ｔ０

（２）剪断中心

式 (be)が与える剪断応力の合力は一般に原点（断面重心）以外のある点を通る。この点

が剪断中心である。剪断中心の座標、ｘ 及びｙ 、を求める為に、剪断応力とその合力のｓ ｓ

原点に対するモーメントが等しいと置いて次の式を得る。ｒ は原点から積分点の接線に０

ｂｘ ０ ｘ ｓ∮ τ ｔ・ｒ ｄｓ＝Ｑ ・ｙ
･････(bi)

ｂｙ ０ ｙ ｓ∮ τ ｔ・ｒ ｄｓ＝－Ｑ ・ｘ

下ろした垂直線の長さである。この式に式 (be)を代入して積分を実行し、剪断中心が算出

できる次の式が得られる。Ｊ 、Ｊ 及びＡ は添付資料３．１－２の式 (o)における定義１１ １２ ｓ

と 同一である。以上の操作でｘ及びｙ軸を断面の主軸と一致させたが、その狙いは断面１

次モーメント及び相乗モーメントが０となることにある。以上では閉断面を対象としたが、
ｕ

開断面は以上の算式でｃ ＝ｃ ＝ 0 の場合に相当する。但し、算式中の∮は∫に置き換え、ｘ ｙ

０

積分の開始点は開断面の一端とする必要がある。 u は他端である。

ｓ

ｓ ０ ｘ ｙ １１ ｓ ｘ ｙｙ ＝∮ｒ （∫ｘｔｄｓ＋ｃ ）ｄｓ÷Ｉ ＝（Ｊ ＋ 2Ａ ｃ ）÷Ｉ
０

･････(bj)
ｓ

ｓ ０ ｙ ｘ １２ ｓ ｙ ｘｘ ＝ -∮ｒ （∫ｙｔｄｓ +ｃ ）ｄｓ÷Ｉ ＝ -（Ｊ +2Ａ ｃ ）÷Ｉ
０
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添 付資料３．１－４ 曲げ捩り断面の計算例１

添付資料３．１－２の式 (m)、 (n)、 (o)を

用いて、図３．１－１０８に示す魚腹形断面

の曲げ捩り断面係数Ｃ 及び剪断流の計算公ｂｄ

式を算出した結果を示す。ここで定義してい

ない記号は算式の記号と同一定義である。断

面の板厚が上流側がｔ 、下流側がｔ でありｉ ｏ

、その他の記号は図－１０８に示す。ｘ軸が

垂直軸で上流板と下流板の交点を通り、ｙ軸

は主軸に一致している。従って重心と剪断中

心はｙ軸上にある。

図３．１－１０８

ｂｄ（１）断面係数Ｃ

［計算結果］

部材面積→Ｊ ＝ 2（ｒ β ｔ ＋ｒ β ｔ ）０ ｉ ｉ ｉ ｏ ｏ ｏ

断 面積 →Ａ ＝β ｒ ＋β ｒ －（ｒ sin(2β )＋ｒ sin(2β )）÷ 2ｓ ｉ ｉ ｏ ｏ ｉ ｉ ｏ ｏ
２ ２ ２ ２

重 心 →△ｘ＝ 0

ｓ→△ｙ＝Ｍ ox÷Ａ

Ｍ ox＝ 2ｔ ｒ ｆ (β )－ 2ｔ ｒ ｆ (β )ｏ ｏ ２ ｏ ｉ ｉ ２ ｉ
２ ２

ｆ (β )＝ sin(β )-cos(β )・β２

剪断中心 Ｉ ＝ 2（ｒ β ÷ｔ ＋ｒ β ÷ｔ ）０ ｉ ｉ ｉ ｏ ｏ ｏ

Ｊ ＝ -2ｒ ｆ (β )＋ 2ｒ ｆ (β )９ ｏ ２ ｏ ｉ ２ ｉ
３ ３

ｘ ９ ０ｃ ＝－Ｊ ÷Ｉ

Ｉ ＝ 2ｔ ｒ ｆ (β )＋ 2ｔ ｒ ｆ (β )ｙ ｏ ｏ １ ｏ ｉ ｉ １ ｉ
３ ３

ｆ (β )＝β /2－ sin(2β )/4１

Ｊ ＝ 2ｔ ｒ ｛－ｆ (β )－ (cos(β )＋ｋ o)(sin(2β )/4－β /2)｝１１ ｏ ｏ １ ｏ ｏ ｏ ｏ
４

β

βi
ｒi

ｒo

β
βo

Ｈk

Ｘ軸

Ｙ軸

０

１

２

３

o

支承点

Ｌpy

Ｌpx

Ｇ Ｓ

Δyg

ｙs
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－ 2ｔ ｒ ｛－ｆ (β )－ (cos(β )＋ｋ )(sin(2β )/4－β /2)｝ｉ ｉ １ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ
４

ｓ １１ ｓ ｘ ｙ→ ｙ ＝－ (Ｊ ＋ 2Ａ ｃ )÷Ｉ

Ｊ ＝ 2ｒ β ｆ (β ,ｋ )＋ 4ｒ ｒ β ｔ /ｔ ｆ (β ,ｋ )１０ ｏ ｏ ８ ｏ ｏ ｏ ｉ ｉ ｏ ｉ ８ ｏ ｏ
３ ２

－ 2ｒ β ｆ (β ,ｋ )ｉ ｉ ８ ｉ ｉ
３

ｆ (β ,ｋ )＝ sin(β )-（ cos(β )＋ｋ )β８

ｏ ｏｋ ＝Δｙ÷ｒ

ｉ ｉｋ ＝Δｙ÷ｒ

ｙ １０ ０ｃ ＝－Ｊ ÷Ｉ

Ｉ ＝ 2ｔ ｒ ｛ｒ ｆ (β )-2ｒ Δｙｆ (β )＋Δｙ β ｝ｘ ｏ ｏ ｏ ３ ｏ ｏ ２ ｏ ｏ
２ ２

＋ 2ｔ ｒ ｛ｒ ｆ (β )+2ｒ Δｙｆ (β )＋Δｙ β ｝ｉ ｉ ｉ ３ ｉ ｏ ２ ｉ ｉ
２ ２

ｆ (β )＝β /2＋β cos(2β )-3sin(2β )/4３

→ ｘ ＝ 0ｓ

ｉ ｓ ０反 り関数 ａ ＝Ａ ÷Ｉ

ｓ ｓの常数 △ｘ ＝△ｘ＋ｘ

ｓ ｓ△ｙ ＝△ｙ＋ｙ

Ｊ ＝ 2ｒ ｔ β ｆ (β ,ｈ )＋ 4ｒ ｒ ｔ β ｆ (β ,ｈ )１ ｏ ｏ ｏ ７ ｏ ｏ ｏ ｉ ｉ ｉ ７ ｏ ｏ
３ ２

＋ 2ｒ ｔ β ｆ (β ,ｈ )ｉ ｉ ｉ ７ ｉ ｉ
３

ｆ (β ,ｈ )＝β－ sin(β )(cos(β )+ｈ )７

ｏ ｓ ｏｈ ＝△ｙ ÷ｒ

ｉ ｓ ｉｈ ＝△ｙ ÷ｒ

２ ２ ２ ２Ｊ ＝ 2β ｒ ＋ 4β β ｒ ｒ ｔ /ｔ ＋ 2β ｒ２ ｏ ｏ ｏ ｉ ｏ ｉ ｉ ｏ ｉ ｉ

０ １ ｉ ２ ０→ Ψ ＝（Ｊ － 2ａ Ｊ ）÷Ｊ

曲げ捩り Ｊ ＝ 2ｒ ｔ β ｆ (β ,ｈ )３ ｏ ｏ ｏ ７ ｏ ｏ
５ ２

断 面係数 ＋ 2ｒ ｔ β ｆ (β ,ｈ )ｉ ｉ ｉ ７ ｉ ｉ
５ ２

＋ 8ｒ ｒ ｔ β ｆ (β ,ｈ ){ｒ ｆ (β ,ｈ )＋ｒ ｆ (β ,ｈ )}ｏ ｉ ｉ ｉ ７ ｏ ｏ ｏ ７ ｏ ｏ ｉ ７ ｉ ｉ
２ ２ ２

＋ ｒ ｔ ｛ 2β /3+4[cos(β )+ｈ ][cos(β )β -sin(β )]ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ
５ ３

+[β -sin(2β )/2][cos(β )+ｈ ] ｝ｏ ｏ ｏ ｏ
２
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＋ ｒ ｔ ｛ 2β /3+4[cos(β )-ｈ ][cos(β )β -sin(β )]ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ
５ ３

+[β -sin(2β )/2][cos(β )-ｈ ] ｝ｉ ｉ ｉ ｉ
２

Ｊ ＝ 2ｒ β ｆ (β ,ｈ )４ ｏ ｏ ７ ｏ ｏ
４ ２

＋ 2ｒ β ｆ (β ,ｈ )ｉ ｉ ７ ｉ ｉ
４ ２

＋ 4ｒ ｒ β ｛ 2ｒ β ｆ (β ,ｈ )ｔ /ｔ +ｒ ｒ β ｆ (β ,ｈ )ｏ ｉ ｉ ｏ ｏ ７ ｏ ｏ ｉ ｏ ｏ ｉ ｉ ７ ｏ ｏ
２

＋ ｒ β ｆ (β ,ｈ )ｔ /ｔ ｝ｉ ｏ ７ ｉ ｉ ｉ ｏ
２

＋ ｒ ｛ 2β /3+2[cos(β )β -sin(β )][cos(β )+ｈ ]｝ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ
４ ３

＋ ｒ ｛ 2β /3+2[cos(β )β -sin(β )][cos(β )-ｈ ]｝ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ
４ ３

Ｊ ＝ 8β ｒ /(3ｔ )＋ 8β ｒ /(3ｔ )５ ｏ ｏ ｏ ｉ ｉ ｉ
３ ３ ３ ３

＋ 8β β ｒ ｒ /ｔ (β ｒ +ｒ β ｔ /ｔ )ｏ ｉ ｏ ｉ ｏ ｉ ｉ ｏ ｏ ｉ ｏ

ｂｄ ０ ０ ０ １ ０ ｉ ２ ３ ｉ ４ ｉ ５→ Ｃ ＝Ψ Ｊ － 2Ψ Ｊ ＋ 4Ψ ａ Ｊ ＋Ｊ － 4ａ Ｊ ＋ 4ａ Ｊ２ ２

（２）剪断流

図３．１－１０８に示す魚腹形断面に対し、添付資料３．１－２の式 (ac)、 (ad)、 (ae)

を 用いて、剪断流常数及び剪断流の計算公式を算出した結果を示す。ここで定義していな

い記号は用いた式の記号と同一定義である。

［計算結果］

６ ｏ ｏ ｉ ｉ ｏ ｉ ｏ ｉ ｏ ｉ剪 断流常数 Ｊ ＝ 2β ｒ ＋ 2β ｒ ＋ 4β β ｒ ｒ ｔ /ｔ２ ２ ２ ２

Ｊ ＝－ 2(β ｒ ＋β ｒ )/3＋ 2[ｒ β ｆ (β ,ｈ )７ ｏ ｏ ｉ ｉ ｏ ｏ ７ ｏ ｏ
３ ４ ３ ４ ４ ２

＋ ｒ β ｆ (β ,ｈ )ｉ ｉ ７ ｉ ｉ
４ ２

＋ 4ｒ ｒ β ｆ (β ,ｈ )/ｔ (ｒ β ｔ ＋ｒ β ｔ )ｏ ｉ ｉ ７ ｏ ｏ ｉ ｉ ｉ ｉ ｏ ｏ ｏ
２

＋ 2｛ｒ [cos(β )+ｈ ][sin(β )－ cos(β )β ]ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ ｏ
４

＋ ｒ [cos(β )-ｈ ][sin(β )－ cos(β )β ]｝ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ ｉ
４

Ｊ ＝ 4[β ｒ /ｔ ＋β ｒ /ｔ ]８ ｏ ｏ ｏ ｉ ｉ ｉ
３ ３ ３ ３

＋ 4β β ｒ ｒ /(ｔ ｔ )(ｒ β ｔ ＋ｒ β ｔ )ｏ ｉ ｏ ｉ ｏ ｉ ｉ ｉ ｉ ｏ ｏ ｏ

ｗ０ ０ ６ ７ ｉ ８ ０→ ｑ ＝－（Ψ Ｊ －Ｊ ＋ 2ａ Ｊ ）÷Ｉ

図３．１－１０９は曲げ剪断流及び曲げ捩りの剪断流と反り関数の計算例で、分布形状を
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示 している。寸法記号は図３．１－１０８で示したものである。それぞれの曲線は計算結

果に図示の率を乗じた値を示している。曲げ剪断流は添付資料３．１－３の式 (f)、曲げ捩

り剪断流は添付資料３．１－２の式 (ac)、そり関数は同資料の式 (l)の値である。

図３．１－１０９
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添 付資料３．１－５ 曲げ捩り断面の計算例２

添付資料３．１－２の式 (m)、 (n)、 (o)を用いて、図３．１－１１０に示す矩形断面の曲

げ捩り断面係数Ｃ 及び剪断流の計算公式を算出した結果を示す。ここで定義していないｂｄ

図３．１－１１０

記号は算式の記号と同一定義である。断面は高さ 2ｌ 、巾 2ｌ 、板厚がｔ 、ｔ 、ｔ 、ｗ ｆ ｆ１ ｗ１ ｆ２

ｔ で、ｘ及びｙ軸は主軸に一致させ、図の中心線から重心迄の距離を△ｘ、△ｙとする。ｗ２

ｂｄ（１）断面係数Ｃ

［計算結果］

部材面積→Ｊ ＝ 2ｌ （ｔ ＋ｔ ）＋ 2ｌ （ｔ ＋ｔ ）０ ｆ ｆ１ ｆ２ ｗ ｗ１ ｗ２

ｓ ｗ ｆ断 面積 →Ａ ＝ 4ｌ ｌ

重心 →△ｘ＝Ａ （ｔ －ｔ ）÷（ 2Ｊ ）ｓ ｗ１ ｗ２ ０

→ △ｙ＝Ａ （ｔ －ｔ ）÷（ 2Ｊ ）ｓ ｆ２ ｆ１ ０

剪 断中心 Ｉ ＝ 2ｌ （ 1÷ｔ ＋ 1÷ｔ ）＋ 2ｌ （ 1÷ｔ ＋ 1÷ｔ ）０ ｆ ｆ１ ｆ２ ｗ ｗ１ ｗ２

ｓ1
Ｊ ＝∮ （∫ｘｔｄｓ）ｄｓ＝９

０ｔ

ｗ１ ｗ１ ｆ１ｔ ｔ ｔ
２ ２ ２4 ｌ ｌ ＋ 4 ｌ ｌ －△ｘ｛（ 4＋ 4 ）ｌｆ ｗ ｆ ｗ ｆ

ｆ２ ｗ２ ｆ２ｔ ｔ ｔ

ｆ１ ｗ１ ｆ１ ｆ２ ｗ１ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ
＋（ 4 ＋ 4 ＋ 4 ＋ 4 ）ｌ ｌ ＋（ 4＋ 4 ）ｌ ｝ｆ ｗ ｗ

２

ｗ１ ｆ２ ｗ２ ｗ２ ｗ２ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｘ軸

ｙ軸

中心線

中心線

△ｘ

△ｙ
2 ｌw

2 ｌf

ｔf1

ｔf2

ｔw2 ｔw1

重心
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ｘ ９ ０ｃ ＝－Ｊ ÷Ｉ

ｙ ｆ１ ｆ２ ｆ ｆ ｗ１ ｆ ｗＩ ＝（ｔ ＋ｔ ）（ｌ ÷ 3＋△ｘ ） 2ｌ ＋ｔ （ｌ －△ｘ） 2ｌ２ ２ ２

ｗ２ ｆ ｗ＋ ｔ （ｌ ＋△ｘ） 2ｌ２

ｓ ｉ＝４，ｊ＝４

１１ ０ ｉ ｊ ｉｊＪ ＝∮ｒ （∫ｘｔｄｓ）ｄｓ＝∑Ａ Ｂ Ｃ
０ ｉ＝１，ｊ＝１

Ａ は下表の第１列、Ｂは第１行、Ｃはそれ以外。 i は行、 j は列番号。

ｉ ｊ ｗ ｗ２ ｆ ｆ２ ｗ ｗ１ ｆ ｆ１Ａ ↓ Ｂ → ｌ ｔ ｌ ｔ ｌ ｔ ｌ ｔ

(ｌ +△ｙ )2ｌ -(ｌ ÷ 3+△ｘ )ｗ ｆ ｆ

(ｌ -△ｘ )2ｌ (ｌ -△ｘ ) -2△ｘｆ ｗ ｆ

(ｌ -△ｙ )2ｌ ｌ ÷ 3-△ｘ 2(ｌ -△ｘ ) -2△ｘｗ ｆ ｆ ｆ

(ｌ +△ｘ )2ｌ -(ｌ +△ｘ ) -2△ｘ 2(ｌ -△ｘ ) -2△ｘｆ ｗ ｆ ｆ

ｓ １１ ｓ ｘ ｙ→ ｙ ＝ (Ｊ ＋ 2Ａ ｃ )÷Ｉ

ｓ ｆ１1 ｔ
１０ ｆ ｗＪ ＝∮ （∫ｙｔｄｓ）ｄｓ＝ － 4 ｌ ｌ２

ｆ２ｔ ｔ０

ｆ１ ｆ１ ｆ２ ｆ１ｔ ｔ ｔ ｔ
２ ２－（ 4 ＋ 4 － 4 ）ｌ ｌ －△ｙ｛（ 4＋ 4 ）ｌｆ ｗ ｆ

ｗ２ ｗ１ ｗ２ ｆ２ｔ ｔ ｔ ｔ

ｆ１ ｗ１ ｆ１ ｆ２ ｗ１ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ
＋（ 4 ＋ 4 ＋ 4 ＋ 4 ）ｌ ｌ ＋（ 4＋ 4 ）ｌ ｝ｆ ｗ ｗ

２

ｗ１ ｆ２ ｗ２ ｗ２ ｗ２ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｙ １０ ０ｃ ＝－Ｊ ÷Ｉ

ｘ ｗ１ ｗ２ ｗ ｗ ｆ１ ｗ ｆＩ ＝（ｔ ＋ｔ ）（ｌ ÷ 3＋△ｙ ） 2ｌ ＋ｔ （ｌ －△ｙ） 2ｌ２ ２ ２

ｆ２ ｗ ｆ＋ ｔ （ｌ ＋△ｙ） 2ｌ２

ｓ ｉ＝４，ｊ＝４

１２ ０ ｉ ｊ ｉｊＪ ＝∮ｒ （∫ｘｔｄｓ）ｄｓ＝∑Ａ Ｂ Ｃ
０ ｉ＝１，ｊ＝１

Ａ は下表の第１列、Ｂは第１行、Ｃはそれ以外。 i は行、 j は列番号。

ｉ ｊ ｗ ｗ２ ｆ ｆ２ ｗ ｗ１ ｆ ｆ１Ａ ↓ Ｂ → ｌ ｔ ｌ ｔ ｌ ｔ ｌ ｔ

(ｌ +△ｙ )2ｌ -(ｌ +△ｙ )ｗ ｆ ｗ

(ｌ -△ｘ )2ｌ -(ｌ ÷ 3+△ｙ ) -2(ｌ +△ｙ )ｆ ｗ ｗ ｗ

(ｌ -△ｙ )2ｌ (ｌ -△ｙ ) -2△ｙ -2(ｌ +△ｙ )ｗ ｆ ｗ ｗ

(ｌ +△ｘ )2ｌ ｌ ÷ 3-△ｙ 2(ｌ -△ｙ ) -2△ｙ -2(ｌ +△ｙ )ｆ ｗ ｗ ｗ ｗ

ｓ １２ ｓ ｙ ｘ→ ｘ ＝－ (Ｊ ＋ 2Ａ ｃ )÷Ｉ
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ｉ ｓ ０反 り関数 ａ ＝Ａ ÷Ｉ

ｓ ｓの常数 △ｘ ＝△ｘ＋ｘ

ｓ ｓ△ｙ ＝△ｙ＋ｙ

Ｊ ＝（ｌ ＋△ｙ ） 2ｌ （ｌ ｔ ＋ 2ｌ ｔ ＋ 2ｌ ｔ ＋ 2ｌ ｔ ）１ ｗ ｓ ｆ ｆ ｆ１ ｗ ｗ１ ｆ ｆ２ ｗ ｗ２

＋ （ｌ －△ｘ ） 2ｌ （ｌ ｔ ＋ 2ｌ ｔ ＋ 2ｌ ｔ ）ｆ ｓ ｗ ｗ ｗ１ ｆ ｆ２ ｗ ｗ２

＋ （ｌ －△ｙ ） 2ｌ （ｌ ｔ ＋ 2ｌ ｔ ）ｗ ｓ ｆ ｆ ｆ２ ｗ ｗ２

＋ （ｌ ＋△ｘ ） 2ｌ （ｌ ｔ ）ｆ ｓ ｗ ｗ ｗ２

Ｊ ＝ 2ｌ ｔ （ ｌ ÷ｔ ）２ ｆ ｆ１ ｆ ｆ１

＋ 2ｌ ｔ （ 2ｌ ÷ｔ ＋ ｌ ÷ｔ ）ｗ ｗ１ ｆ ｆ１ ｗ ｗ１

＋ 2ｌ ｔ （ 2ｌ ÷ｔ ＋ 2ｌ ÷ｔ ＋ ｌ ÷ｔ ）ｆ ｆ２ ｆ ｆ１ ｗ ｗ１ ｆ ｆ２

＋ 2ｌ ｔ （ 2ｌ ÷ｔ ＋ 2ｌ ÷ｔ ＋ 2ｌ ÷ｔ ＋ｌ ÷ｔ ）ｗ ｗ２ ｆ ｆ１ ｗ ｗ１ ｆ ｆ２ ｗ ｗ２

０ １ ｉ ２ ０→ Ψ ＝（Ｊ － 2ａ Ｊ ）÷Ｊ

ｉ＝４，ｊ＝４曲 げ捩り
３ ｉ ｊ ｉｊＪ ＝ 8∑Ａ Ｂ Ｃ

ｉ＝１，ｊ＝１断 面係数

Ａは下表の第１列、Ｂは第１行、Ｃはそれ以外。 i は行、 j は列番号。

ｉ ｗ ｓ ｆ ｓ ｗ ｓ ｆ ｓＡ ↓ ｌ ＋△ｙ ｌ －△ｘ ｌ －△ｙ ｌ ＋△ｘ

ｗ ｆ ｆ１ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ ＋ ｌ (ｔ ÷ 3＋ｔ ) ｌ ｌ 2ｔ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ３ ２ ３ ２

△ｙ ＋ ＋ｌ ｌ ・ ＋ｓ ｆ ｗ
２

ｆ ｗ ｗ１ ｗ２ ｗ１ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ ｌ (ｔ ＋ｔ ) (ｔ ＋ 2ｔ ) ｌ ｌ 2ｔ２ ２

ｆ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｗ ｗ２ｌ － ｌ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ ｌ ｔ２ ２ ３

△ｘ ＋ｌ ・ ＋ｓ ｗ
３

ｗ１ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２(ｔ ÷ 3＋ｔ ) ｌ ｌ 2ｔ２

ｗ ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ － ｌ ｔ ÷ 3 ＋ ｌ ｌ ｔ３ ２

ｓ ｆ ｗ ｗ２△ ｙ ｌ ｌ ｔ２

ｌ ＋ ｌ ｔ ÷ 3ｆ ｗ ｗ２
３

ｓ△ ｘ

ｉ＝４，ｊ＝４

４ ｉ ｊ ｉｊＪ ＝ 8∑Ａ Ｂ Ｃ
ｉ＝１，ｊ＝１

Ａ は下表の第１列、Ｂは第１行、Ｃはそれ以外。 i は行、 j は列番号。
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ｉ ｆ１ ｗ１ ｆ２ ｗ２Ａ ↓ 1÷ｔ 1÷ｔ 1÷ｔ 1÷ｔ

ｗ ｆ ｆ１ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ ＋ ｌ (ｔ ÷ 3＋ｔ ) ｌ ｌ ｔ ｌ ｔ ÷ 2 ｌ ｌ ｔ３ ２ ３ ２

△ｙ ＋ ＋ｌ ｌ ・ ＋ ÷ 2ｓ ｆ ｗ
２

ｆ ｗ ｗ１ ｗ２ ｗ１ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ ｌ (ｔ ＋ｔ ) (ｔ ÷ 2＋ｔ ) ｌ ｌ ｔ２ ２

ｌ － ｌ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ ÷ 2 ｌ ｔ ÷ 2ｆ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｗ ｗ２
２ ２ ２ ３

△ ｘ ＋ｌ ｌ ・ ＋ｌ ・ ＋ｓ ｆ ｗ ｗ
２ ３

ｗ１ ｗ２ ｗ１ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２(ｔ ÷ 2＋ｔ ) (ｔ ÷ 3＋ｔ ) ｌ ｌ ｔ２

ｗ ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ － ｌ ｔ ÷ 2 ＋ ｌ ｌ ｔ ÷ 2 ｌ ｔ ÷ 3 ＋ ｌ ｌ ｔ３ ２ ３ ２

△ｙ ｌ ｌ ｔ ＋ｌ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ ÷ 2ｓ ｆ ｗ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２
２ ２ ２

ｌ ＋ ｌ ｌ ｔ ÷ 2 ｌ ｔ ÷ 2 ｌ ｌ ｔ ÷ 2 ｌ ｔ ÷ 3ｆ ｆ ｗ ｗ２ ｗ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２ ｗ ｗ２
２ ３ ２ ３

ｓ△ ｘ

ｉ＝４，ｊ＝４

５ ｉ ｊ ｉｊＪ ＝ 8∑Ａ Ｂ Ｃ
ｉ＝１，ｊ＝１

Ａ は下表の第１列、Ｂは第１行、Ｃはそれ以外。 i は行、 j は列番号。

ｉ ｆ１ ｗ１ ｆ２ ｗ２Ａ ↓ 1÷ｔ 1÷ｔ 1÷ｔ 1÷ｔ

ｆ ｆ１ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｗ２1 ｌ (ｔ ÷ 3＋ｔ ) ｌ ｌ 2ｔ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ３ ２ ３ ２

ｔ ＋ ＋ｌ ｌ ・ ＋ｆ１ ｆ ｗ
２

ｆ ｗ ｗ１ ｗ２ ｗ１ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２ｌ ｌ (ｔ ＋ｔ ) (ｔ ＋ 2ｔ ) ｌ ｌ 2ｔ２ ２

ｆ ｗ ｆ２ ｆ ｗ ｆ２ ｗ ｗ２1 ｌ ｌ ｔ ｌ ｌ ｔ ｌ ｔ２ ２ ３

ｔ ＋ｌ ・ ＋ｗ１ ｗ
３

ｗ１ ｗ２ ｆ ｗ ｗ２(ｔ ÷ 3＋ｔ ) ｌ ｌ 2ｔ２

ｆ ｆ２ ｆ ｗ ｗ２1 ｌ ｔ ÷ 3 ＋ ｌ ｌ ｔ３ ２

ｆ２ ｆ ｗ ｗ２ｔ ｌ ｌ ｔ２

1 ｌ ｔ ÷ 3ｗ ｗ２
３

ｗ２ｔ

ｂｄ ０ ０ ０ １ ０ ｉ ２ ３ ｉ ４ ｉ ５→ Ｃ ＝Ψ Ｊ － 2Ψ Ｊ ＋ 4Ψ ａ Ｊ ＋Ｊ － 4ａ Ｊ ＋ 4ａ Ｊ２ ２

条件を単純化した場合の計算式を表３．１－１０４に示す。
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条 件 計 算 式

ｘ ｙ ｓ ｓ ０ ｂｄ形 状 板厚分布 △ｘ △ｙ ｃ ｃ ｘ ｙ Ψ Ｃ

ｌ ｔ ＝ｔ － 8÷ 5 8÷ 7 0.185ｆ ｆ１ 1 256 16 ２0 -ｌ 0 ｌ － ｌ7 1050 75＝ ｌ その他 2ｔ xｌ ｔ xｌ ｔ xｌ ｔ２ ２ ５

ｌ － 2 x 2 xｗ

総 て 2ｔ 0 0 0 0 0 0
＝ ｌ ｌ ｔ ｌ ｔ２ ２

表３．１－１０４

（２）剪断流

図３．１－１１０に示す矩形断面に対し、添付資料３．１－２の式 (ac)、 (ad)、 (ae)を

用いて、剪断流常数及び剪断流の計算公式を算出した結果を示す。ここで定義していない

記号は用いた式の記号と同一定義である。

［計算結果］
ｆ１ ｆ１ ｗ１ ｆ１ ｆ２ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

６ ｆ ｆ ｗ剪断流常数 Ｊ ＝（ 4＋ 4 ）ｌ ＋（ 4 ＋ 4 ＋ 4 ＋ 4 ）ｌ ｌ２

ｆ２ ｗ１ ｆ２ ｗ２ ｗ２ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ
ｗ１ｔ

２＋（ 4＋ 4 ）ｌ ｗ

ｗ２ｔ

７ ｉ ｊ ｉｊＪ ＝ 4∑Ａ Ｂ Ｃ
ｉ＝１，ｊ＝１

Ａ は下表の第１列、Ｂは第１行、Ｃはそれ以外。 i は行、 j は列番号。

３ ２ ２ ３Ａ ↓Ｂ → ｌ ｌ ｌ ｌ ｌ ｌｉ ｊ ｆ ｆ ｗ ｆ ｗ ｗ

ｆ１ ｆ１ ｗ１ ｆ２ ｆ１ ｗ１4 ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ
ｌ ＋△ｙ ＋ ＋ 2 ＋ 2 ＋ 2＋ 2ｗ ｓ

ｆ２ ｗ１ ｆ２ ｗ２ ｗ２ ｗ２3 ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｗ１ ｆ２ ｗ１ｔ ｔ 4 ｔ
ｌ －△ｘ 1 ＋ 2 ＋ｆ ｓ

ｆ２ ｗ２ ｗ２ｔ ｔ 3 ｔ

ｆ２1 ｔ
ｌ －△ｙ 1ｗ ｓ

ｗ２3 ｔ

1
ｆ ｓｌ ＋△ｘ

3
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16 1 1 ｔ ｔ 1 1ｗ１ ｆ２

Ｊ ＝ ｌ （ ＋ ）＋ 8ｌ ｌ （ ＋ ＋ ＋ ）８ ｆ ｆ ｗ
３ ２

ｆ１ ｆ２ ｆ１ ｆ２ ｆ１ ｗ２ ｗ１ ｗ２3 ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ

ｔ ｔ 1 1 16 1 1ｗ１ ｆ２

＋ 8ｌ ｌ （ ＋ ＋ ＋ ）＋ ｌ （ ＋ ）ｆ ｗ ｗ
２ ３

ｆ１ ｗ２ ｗ１ ｗ２ ｆ１ ｆ２ ｗ１ ｗ２ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ ｔ 3 ｔ ｔ

ｗ０ ０ ６ ７ ｉ ８ ０→ ｑ ＝－（Ψ Ｊ －Ｊ ＋ 2ａ Ｊ ）÷Ｉ

剪断流

単純化した条件に対する計算式を表３．１－１０５に示す。図３．１－１１１はケース①

の剪断流で、ｌ ｔで無次元化し、 24分の 1 に縮尺してある。３

条 件 計 算 式
ｓ位置

形状 板厚分布 ∫Ψｔｄｓ （ 1≦ν≦ 0：無次元） ｑ （加算）ｗ０

０

ｌ ｔ ＝ｔ ｔ の辺 （ － 224ν＋ 224ν ）ｌ ｔ÷ 525 -0.021333ｌ ｔｆ ｆ１ ｆ１① ２ ３ ３

＝ｌ その他 2ｔ ｔ の辺 （ 448ν－ 420ν ）ｌ ｔ÷ 525ｗ１
２ ３

ｌ ｔ の辺 （ 28－ 392ν＋ 392ν ）ｌ ｔ÷ 525ｗ ｆ２
２ ３

＝ ｌ ｔ の辺 （ 28＋ 392ν－ 420ν ）ｌ ｔ÷ 525ｗ２
２ ３

総 て 2ｔ 総ての辺 0 0②

表３．１－１０５

図３．１－１１１
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添 付資料３．１－６ 捩り構造ゲートの強度試験

我が国に於ける捩り構造ゲートの初号機を施工するのに先立ち、構造、振動、及び、剪

断坐屈の解析方法を検証し、開閉機能を確認する為に行った大型模型による工場実験 のの*1

方 法を示す。

（１）実験の直接目的

(1) 歪及び変形量の計測

(2) 固有振動数の計測

(3) 開閉機能荷重の計測

(4) 剪断坐屈荷重の計測

表３．１－１０６

（２）模 型

想定実機及び模型の緒言を表３．１－１０６に示す。模型は扉高 1.000ｍｘ長さ 17.000ｍ

であり、図３．１－１１２は歪及び変形量の計測の為にコンクリートの基礎ブロッックの

上に水平状に据え付けられた状態を示すスケッチで、扉体の一端は、図３．１－１１３に

図３．１－１１２

供 試 水 門 緒 元

諸 元 実 物 門 扉 模 型 門 扉

縮 尺 比 率 2 1

長 さ（ｍ） 68 （中央分割） 34( 片側を制作)

高 さ（ｍ） 2.000 1.000

設計水頭( ｍ) 2.300

最大ﾄﾙｸ(t･m) 112.00 14.00

扉板板厚(mm) 9.0 4.5

重 量（ｔ） 30.000 2.500

駆 動 方 法 駆動軸式 同左

扉体 17.000

支持梁

駆動軸

支持反力

支持反力

試験荷重 ：450kgfx16 個

：225kgfx 2 個

破壊試験用荷重梁
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示 す様に、梁に固定された駆動軸で支持され

ている。反対側に取り付けられた梁は坐屈試

験時に載荷の為に用いるものである。扉体の

下縁は回転支承を介して基礎ブロックに固定

されている。扉体の内部は、図３．１－６の

写真で示した様に、肋板が一定間隔に並び、

扉板が剪断坐屈に対して補強材で防撓されて 図３．１－１１３

いる。

（３）試験の方法

(1) 歪及び変形量の計測

荷重は、図３．１－１１２に示す様に、支承を含む断面位置に取り付けた片持ち梁にコ

ンクリートブッロッの重力を作用させた。位置を変えることにより常用荷重と最大荷重の

二段階に負荷できる。分布は（２）の計算荷重で述べた静定捩りモーメントが実現される

様に選択した。歪計測は抵抗線式歪計、変位量は扉体に取り付けた目盛り尺をトランシッ

トで計測した。

(2) 固有振動数の計測

扉体に衝撃力を加えて自由振動与え、歪の変化を自動記録計させた。

(3) 開閉機能荷重の計測

捩り構造ゲートが長径間ゲートの上に設置された親子ゲートを想定し、親ゲートの水平

撓みに相当する量だけ回転支承を移動した状態と直線状態に於いて開閉試験を行って、開

閉荷重を計測すると共に扉体の運動状態を観察した。開閉は端末の支持張りをクレーンで

引き上げることにより行い、降下は自重のみで行った。荷重の計測はクレーンの吊りワイ

ヤーに取り付けたロードセルで行った。

(4) 剪断坐屈荷重の計測

コンクリートブッロックにより負荷した状態で、非駆動端の梁に油圧シリンダーで段階

的捩り偶力を作用させ、外板に剪断坐屈を起こさせた。計測は歪計及び油圧計により行っ

た。試験終了後扉体を切断し、坐屈形状を計測した。

（４）試験状況
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図 ３．１－１１４及び１１５試験状況を示す。図１１４は歪及び変形量試験の全景であ

り、図１１５は最大荷重を負荷した状態を示す。

図３．１－１１４

図３．１－１１５
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